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わが国の清涼飲料ビジネ スの現代的特徴のl っとして, 多様化をあげる
ことに異論はないであろう l ) 。 多様化といった場合に, まず製品の多様
化が指摘できよう。 日本の小売店の陳列棚には, 炭酸飲料, 果実飲料はも
と よ り ,  諸外国では余りみられることのない, 缶コーヒー, 茶系ドリンク,
ニ ア ・ ウ ォ ー タ ー, 乳 性 I、リンク,健康志向ドリンクなどが所狭しと並べ
られ, 消費者の選択を悪戯に迷わせるほどに極類が拡大してきている。 例
えば,わが国清涼飲料ビジネ スでは,2000 (平成l2)年を例にとれば, リ
ニューアル品と全く の新規製品を合わせl,034:ア イテムもの新製品が投入
されていた 2 ) 。 巨大な清涼飲料市場を抱えるアメリカにおいても, 近時
に至 つ て若干の製品多様化傾向が確認できるわけだが3' , 市場の中心を
なすのは依然としてコカ・ コーラ やぺプシコーラなど炭酸飲料であった 4 )。
対して, わが国では, 上でみた企業の旺盛な新製品開発と相挨つて, 歴史
的に果実飲料→炭酸飲料→缶コーヒー や スポーツl、リ ン クー,茶系ドリンク
やニア ・ ウ ォーター, といった主力製品の移行がみられ;、) , また近時に
至 つ ても, 上記いずれの製品カテゴリーもある程度の市場規模を維持し続
けている。 まさに, わが国清涼飲料ビジネ スにおける競争は, フルライン
l )  浅羽茂 「日本企業の競争原理一同質的行動の実証分0 i 一 」  東洋経済新報社,
2002年. 第 4 章 ( 以 下 , 凌 羽 「日本企業の館 1ll● 原理Jと略記)およびKotabe,
Masaki&Kristiaan Helsen, G1tobalMarketingManagement ( 2- edmon) ,,
NY:Wiley,2001,p.398 (横井義則l 1tか訳「グローパルビジネス戰略」同文館,,
2o0l年) などを参照されたい。
2 ) 「Beverage Japan」, N o.230,200 l年(第2号),4l買を参照されたい。
3 ) 例 え ば , ア メ リ カ の 業 界誌fiet,erageInaustry. Vol.88,No.3,Marchl997
lこ掲lftされた“The age of new age”(pp.50-5 l )という記事を参照された
いo
4)製品構成の日米比較の詳細にっいては,村山lSt俊『現代わが国清涼飲料ビジ
ネ スの動態に関する研究』(東北大学大学院 t0l:t:学位請求論文) , 2003年6月
(以下,付山 「現代わが国満流飲科ビジネス」と所記) の第l章を参照されたい。
5)主力製品の歴史的な移行過程の詳細についても. 付山「現代わが国清涼飲料
ピジネ ス」 第l章を参照されたい。
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競争の様相を呈している 6 ) 。
こうした製品の多様化を推し進めた原因としては, 様々なことが考えら
れるが, 本稿では, 清涼飲料の市場競争に参加するビジネス・プレー
ヤ一 7 ) の多様化をもってlつの重要な力とみなす。すなわち,新製品の
頻繁な投入且つ同質的な開発行動こそが製品多様化を推し進めた要因であ
ると分析される一方で 8 ) , そうした製品の開発主体である企業の多様化
も進んでいたのである。 なかでも注日すべきは, 異業種参入という動きで
ある。 わが国清涼飲料ビジネスでは, 清涼飲料を本業とするコカ ・  コーラ
社やぺプシコーラ社に対して, ビール・洋酒や食品などの関連分野はもと
より,医薬品,食品,繊維, 煙草,造船を本業とする多く の異業種参入企
業の存在が確認できる。 こうした異業種参入企業の幾つかは, 缶コーヒー
や スポーツドリンクなど新飲料分野の創出にあたって先駆的存在 ( first
mover) になったのと同時に, そうした新しい飲料の模做者 (imitator) と
なり市場拡大に資してきた 9 ) 。 別の言い方をすれば, 異業種を含む多様
な出自のビジネ ス ・ プレーヤーによる異質的な革新行動と同質的な模做行
動こそが, わが国清涼飲料ビジネ スの現代的特徴のlつとされる製品多様
化を推し進める力となってきたのである。本稿では,ビジネス ・ プレーヤー
のなかでも特に異業種参入企業の活動に注日することで, わが国清涼飲料
6 ) とりわけ, 現代の清涼飲料ビジネ スの重要な販路のlつをなす自動販売機の
設置競争の優劣に関しては, 知名度の高い製品プランドをフルラインで提供
できるか否かが大きく影響してくる。例えば,「週刊東洋経済」l998年l2月
5日号,23頁を参照されたい。
7 )  市場競争への参加をプレーヤーと呼ぶ考え方については, Brandenburger,,
AdamM.andBarry J. Nalebuff, Co, opetition, W : C urrenqf &Doubleyday,,
l996 (船津統一 ・ 東 国理l作訳「グーム理論で勝つ戰略一職争と脇調のコーぺテ ィ シ
a ン 較 的 一 」 日 経ビジネス人文n,2003年) のChapter4のPlayersを参照され
たいo
8)漢羽『日本企業の競争原理」を参照されたい。
9 )  こうした革新と棋做という競争のダイナミズムは, 例えばSchnaars,Steven
P., Managiag lmitationStrategies,NY:Free Press, l994 (思蔵直人ほか訳
l'創造的換做戦略一先発プランドを超えた後発者たち一」有要関,l996年)を参
照されたい。
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ビジネ スにおける多様化メカニズムについて考察していきたい。
本稿の構成は,以下の通りである。 まず, I[節では,個別企業のピジネ
ス行動を分析する前の予備的考察として, 第2次大戦終了後の清涼飲料業
界の全体構造の有り様を検討し, 大手企業への集中化傾向を確認する。 そ
のう え で , 大 企 業のなかでも特にトップl0ないしトップ20を占める企業の
顔ぶれに日を向け, 大手企業間の競争関係とその変化をみる。 周知のごと
く,  わが国清涼飲料ビジネ スは第2次世界大戦によって大きな歴史的断絶
を経験したわけだが lo) , 大戦終了後の大半の期間において, わが国清涼
飲料ビジネ スを良かれ悪しかれ主導してきたのはコカ ・ コーラ グループ
であった。 コ カ ・ コーラ グ ループは,l980年代後半さらにl990年代に入
ってからも依然として他社を市場シェアで圧倒し続けていたが, l990年代
後半からシェアが徐々に低下し始めた。 コ カ ・ コー ラ  グループのシェア
低下の一因は, サントリーやキリンビバレ ッジといったピール ・ 洋 酒 メ ー
カーによる清源飲料事業の強化,さらに伊藤園,ダイ I、一 l' リンコ. 日本
たばこ産業といった異業種参入企業の台頭にあったと考えられる。
かくして, m 節では,近時においてコカ ・ コー ラ グ ループの強力なラ
イバルとして台頭してきているビール ・洋酒メーカーの清源飲料事業を検
討する。 もちろん,ピール・洋酒は,同じ飲料を扱うということで清涼飲
料と強い関連性を有する産業であるが, 対象とする顧客層ならびに流通方
式やマーケティング手法の質的差異をみると, やはり異業種参入の一形態
と捉えたほうが良く, またそうした質的差異が存在したゆえにビール ・ 洋
酒メ 一カーは最終的に清涼飲料事業を子会社として本体から独立させてい
ったのであろう。 ここでは,本業のビール ・ 洋 酒の周辺事業に過ぎなかっ
た清涼飲料事業が徐々に規模を拡大させ, 最終的に清涼飲料子会社として
分社化されていくまでの史的過程を描き出す。 また, 各社の清涼飲料事業
をめぐる経営戦略や経営組織の変遷, そこにおける同質化傾向についても
l0 )  例えば・ 河野昭三 『ビジネ スの生成一清il解l飲料の日本化一 」  文国堂. 2002
年(以下,河野「ビジネスの生成』と略記)を参照されたい。
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明らかにする。
続くlV節では, 異業種参入企業の清涼飲料事業を取りあげる。 そこでは,
医薬品,食品,その他分野からの異業種参入として,大塚製薬,ダイドー
ド リ ンコ,森永製菓,伊藤国,カネポウフーズ,日本たばこ産業,日立造
船における清涼飲料ビジネ スへの取り組みを明らかにする。 また, 製造工
場を持たないファプレス ・ メ ーカ一化によるコスト低減策, 自販機運営会
社の買収による販路の拡大と強化, さらに競合企業間での販売提携など,
清涼飲料ビジネ スにおける近時の競争戦略の有り様についてもみる。
II ビジネス ・ プレーヤーと競争関係
(1) 業界構造の変選
本節では, 清涼飲料の業界構造およびビジネ ス ・ プレーヤーの構成を確
認する。 まず,清涼飲料業界の構造的特徴をみる。図表lは,従業員規模
を基準にした企業の分布状況を,l970(昭和45)年末,l980 (昭和55)年末,
l990 (平成2)年末, l998 (平成l0)年末の4時点で示している。企業規模
を測定するために年間の売上高を用いる方法もあるが, 比較的長期にわた
図表1 従業員規額でみた産業解造とその変a (19l0̃1998年)
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(原資料)全国清源飲料工業会推定.
(出所)日刊経済通信社 「酒類食品産業の生産・販売シェア」 各年度版に基づき作成。
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り集計可能なデータとしては, 日刊経済通信社 『酒類食品産業の生産・販
売シェア』(各年度版)に掲載された従業員規模に基づくデータしか入手出
来なかったので, ここでは従業員規模に依拠し, 業界構造の有り様とその
変化を推し量ることにした。 ちなみに, 従業員規模のデータに関しても,
残念なことにl999 (平成l l )  年以降, デー タの分類方法に若千の変更が加
えられたために, ここでは過去のデータと並列的に比較できるl998 (平成
lo)年までを分析対象とした。
さて,l970 (1na和45)年末には,3,000社が清涼飲料の生産に従事してお
り, そのうちl0̃ l9人の従業員を抱える企業が30.9% (927社) と最も大き
な比率を占め,また5̃9人の企業も20.5% (6l6社)と比較的大きな比率を
占めた。 l970 (昭和45)年といえば, コ カ ・ コー ラ グ ループが牽引した清
涼飲料市場の高度成長期の終盤に位置しており, 米国清涼飲料会社の台頭
さらにビール ・ 洋 酒 メ 一力一の清涼飲料事業の成長の幅りを食つ て, 多く
の中小ないし零細企業が廃業に追い込まれたと考えられるが, それでも依
然として従業員l9人以下という零細企業が全体の63%を占めた。 このこと
から, 当時あるいはそれ以前の清涼飲料ビジネ スは, 小規棋企業や零細企
業を中心に展開されていたことが窺い知れる。 対して, 従業員数300人以
上の企業は,全体の僅か2.8% (84社)を占めるに過ぎなかった。
次いで,l980 (昭和55)年末の企業総数はl,800社であり,l970年代初頭
以降, 清涼飲科市場の成長率が著しく鈍化し, このl0年間でl,200社もの
企業が淘汰されたことが分かる。 と り わ け ,  構成比率の減少が著しかった
のが, 6 ̃ l0人の従業員を抱える企業群であった。 しかしながら, この数
字の変化をもって, 過去l0年間で6 ̃ l 0 人 ( な い し ,  旧分類上の5̃ 9 人 )
の従業員規模の企業が最も淘汰されたと単純に結論づけることはできない
であろう。 つまり,以前に同グループに位置づけられていた企業が,過去
l0年間で売上を伸ばし従業員数を增加させたり, 逆に従業員数を削減しス
リムな経営体制を構築したりというケースも十分に考えられる。 加えて,
統計の分類基準が変更されたことの影響も否めない。 さて, 比率の数字の
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横に記された矢印の向きからも明らかなように, l970 (昭和45) ̃ l980
(昭和55)年の全般的傾向としては, 6̃20人という従業員規模の「零細
企業」の構成比が減少したのに対し, 5人以下の「超零細企業」 , 2 l̃300
人の各グルーブに属する「中・小規模企業」,さらに30l人以上の「大規模
企業」の構成比率が增加した(超零細企業=5人以下,零細企業= 6̃20人,
小規模企業=2l̃50人, 中規模企業=5l̃300人, 大規模企業=30l人以上という名
称と区分は, 一般的基準というより, むしろ満涼飲料業界の企業規模を比較分析す
るうえで筆者が適当と判断したものである。 実際, 同じ小規模企業という呼び方を
使つたとしても, 産業毎に市場規模や必要とする労働力が異なるゆえ, 小規模が意
味する実際の中身や従業員規模は千差万別になろう。 ちなみに, 中小企業基本法に
よればu ) ,中小企業とは,拡工業,通送業等では資本の額がl億円以下の会社,
ならびに常時使用する従業員数が300人以下の会社や個人を指す)。
l990 (平成2)年末には企業総数がl,470社にまで減り, このl0年間で企
図表2 大企業および中小企業の生産量シニア (1970̃1998年)
(原資料) 日本炭酸飲料検査協会・全国満涼飲料工業会調べ.
(出所)日刊経済通信社「酒類食品産業の生産・販売シェア」 各年度版に基づき作成。
i l )金森久雄ほか「経済辞典 第4版」有要開,2002年, 839-840頁を参照されたい。
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業の淘汰が一用l進んだことが分かる。 こうしたなか, 6 ̃ l0人のグループ
は, 前回の減少への反動であろうか, このl0年間で構成比率が再上昇した。
しかし, 全体の傾向を捉えると, 従業員5l人以上の中規模ないし大規模企
業の構成比が增加し, 逆に小規模企業や超零細企業の比率が総じて低下し
てきたため相対的に規模の大きなグループへの集中化が進んだといえよう。
最後に,長期化する平成不況の真 つ 直中のl998 (平成l0 )年には,厳し
い経済情勢を反映してであろうか, 企業数が800社にまで減少した。 こ う
した状況下, 大半のグループで構成比の減少が確認されたのに対し, 従業
員l0人以下の零細ないし超零細企業と, 30l人以上の大規模企業という両
極のグループでのみ構成比の増加がみられた。 推測の域を出るものではな
いが, 従業員l0人以下の零細規模企業の構成比率が增加したのは, 経済の
デフレ化が進行するなか各社が徹底的に人件費のス リム化を図つた結果と
も理解できよう。 言い換えれば, 資肉を絞り込めた企業のみが, 淘汰著し
い清i素飲料業界に存続できたということであろうか。 そうして, 絶対数そ
れ自体は減少してきているが, 4時点を通じて清涼飲料業界に占める構成
比を着実に仲長させてきたのが,30l(ないし300)人以上の従業員を抱え
る大規模企業であった。 かくして, 大規模企業への集中化傾向が進行する
一方で, 零細規模クラ スの企業も厳しい経営環境に対峙しながら生き残り
を賭けた ス リム化に必死に取り組んでおり, もって昨今の清涼飲料業界で
は大企業と零細企業への構造的な2極分化が進んでいるといえるのではな
いだろうか。
さらに,大企業(従業員数=300人以上あるいは30l人以上)と中小企業(そ
れ未満) の2分類を用いて, それぞれのグループの生産量シェアの推移を
確認しておきたい。図表2は,l970 (昭和45) ̃ l998 (平成l0)年までの期
間について, 全生産量に占める大企業の生産量の比率を示しており (つま
り ,  残りは中小企業の生産量シェア), そこでは明らかに大企業への生産集中
が進んでいることが分かる。 l970 (昭和45)年に大企業の生産比率は全体
の82%であったが, その後, 比率は毎年徐々に增加していき, l998 (平成
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l0)年に93.2%となった。 すなわち, この大企業, 中小企業別の生産量シ
ェアに前掲図表lの数字を重ね合わせてみると,l998年(平成l0)には, 清
源飲料の生産をおこなう全800社のl l.3%相当の90社で, 全生産量の93.2
%を生産していた計算になる。
(2) 有力ピジネス ・ プレーヤーの額ぶれ
次いで, こうした大企業なかでも上位l0位ないし20位に位置する, いわ
ゆる有力プレー ヤ一達の顔ぶれに日を向ける。 図表3は, 該当するデータ
が集計され始めたl989 (平成元) ̃2000 (平成l2)年までの期間に関して,
清涼飲料の販売額でトッ プl0位ないし20位に位置する企業とその変通を整
理したものである。
まず, 集計開始初年となるl989 (平成元)年の ト ッ プl0社をみると, コ
カ ・ コー ラ グ ループの35.6%を筆頭に, ポ カ リ スエ ットやオロナミンC
で対抗する大塚製薬が7.6%で 2 位, そ し て 3 位 サ ン ト リ ー ( 6.3%), 4
位キリンビール (6.3%) と ビール ・洋酒系の会社が続いた。コカ ・ コー ラ
グループのシェア35.6%は, やはり群を抜く強さであった。 この時代には,
コカ ・ コーラやファンタなど一時代を築いた炭酸飲料の成長率はほぼ止ま
っており, また缶コーヒーのジョージアにっいても成長率は徐々に鈍化し
て い た が , コカ ・ コー ラ グ ループは全ての商品分野で上位に顔を出し,
結局それらを集計すると, かくも強固な競争優位へと集がっていた。 ま さ
に, フルライン戦略の優位性が, 存分に発輝された結果といえよう。 また,
この時代には, 缶コーヒーの市場規模が大きかったことから, ダイ ドー,
上島動l聯, ポッカなど缶コーヒーを主力商品とするプレーヤーが上位に顔
をみせていた。 また,アメリカ本土ではコカ ・ コーラと互角の戦いを演じ
たぺプシコー ラ  グループの日本市場でのシェアは僅か2.5%と, コカ ・
コー ラ  グループに大きく水をあけられていた。
その後も暫くは,コカ・ コー ラ グ ループの優位性に播るぎはなかった。
他方, 2位以下の順位には変化がみられた。 上位の動きに日を向けると,,,
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図表3 清涼飲料ピジネスの上位企業とその変選 (1989̃2000年)
(準位:値円および% )
( 注 1 )  年度は各社の決算年度。 ただし, 単に年とだけ記す。
( 注 2 )  数値は出来るだけ新しく発表されたものを使つた。 例えば. l990年のデータは, 平成3年度版と平成5年度版に掲較され
ているが, 両年度版の数値に若干のズレがみられる。 その場合, 平成5年版に掲較されている数値を採用した。
(出所)日刊経済通信社「酒類食品産業の生産・販売シェア」 各年度版に基づき作成。
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まずl992 (平成4)  年にサントリーが大塚製薬を抜いて2位に浮上し, ま
たl989 (平成元) ̃1990(平成2)年にはアサヒビール (アサヒ飲料)が缶
コーヒーを主力商品とするダイ ドーと上島加9f を抜き5位に浮上した。
ビール・洋酒系メーカーが着実に順位を上げるなか, 医薬系メ ーカーの大
塚製薬のみが孤軍題'関する状態にあった。 しかし, ビール系メーカーのな
かでもサッポロビールは, 他のビール ・洋酒系メーカーに若干遅れをとっ
た。それでもサッポロビールは, l 8位( l 9 90年)→l7位( l 9 9 l年)→l5位
( l992年)→l4位(1993年)→13位(l997年)→l2位(l998年)→ll位(l999
年) へ と徐々に順位を上げていった。
l998 (平成l0)年には, キリンビパレ ッジとアサヒ飲料が, 大塚製薬を
抜き,それぞれ3位と4位に浮上した。 しかし,翌l999 ( 平 成 l l ) 年 に,
アサヒ飲料が市場シェアを低下させたため, 大塚製薬が再び4位に浮上し
た。一方,キリンピバレ ッジは,2000 (平成l2)年に市場シェアを大きく
伸ばし業界3位の座を堅守した。 キリンビバレ ッジ躍進の原動力となった
のは,緑茶ドリンク 「生茶」であった。同じく緑茶ドリンクを主力商品に
据え, 台頭してきたのが伊藤国である。 伊藤国にせよ, 先のキリンビパレ
ッジにせよ, 缶コーヒーから緑茶ドリンクへの製品市場の変化をうまく捉
えたことが,シェアと順位の躍進に築がったといえよう。他方,缶コーヒー
を主力商品とした上島加9f やポッカは, その変化の波に香み込まれ, 徐々
に順位を落としていった。同 じ く , 缶コーヒーを主力商品としたダイドー
ド リ ンコは, ビール ・洋酒系ないし大塚製薬や伊藤国など強力なライバル
達に伍して, 業界第7位の座を保持した. なお, ダ イ ド ーの市場地位を支
える経営戦略の特異性にっいては, 第III節でやや詳しく検討する。
また, 業界第2位の地位を不動のものと す る サ ン ト リ ー ( サ ン ト リ ー フ ー
ズ)は,製品企画力および宣伝・広告力を挺子に,次々と ヒ ット商品を市
場に送り出し, シェアを着実に伸ばしてきた。そうして, l998 (平成10)
年, サ ン ト リ ーは, ぺプシコ社から日本市場のマスターフランチャイズ権
を獲得し, 今やコ カ ・ コー ラ  グループの首位の座を脅かす強力なライバ
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ルになっている。 そのほか, 近時, 比較的好調な動きをみせているカゴメ
は (l998年=ll位からl999年=9位に浮上). 主力商品の野菜ジュースや野菜
&果物ミック スジュースなどが, 健康志向の流れにうまく乗つたと考えら
れる。 さらに, l997 (平成9)年から上位20位のなかにランクインしてき
た日本たばこ産業は, 豊富な資金力を挺子に, 自販機運営会社の買収とい
った大能を振う経営政策が奏効し, 着実に順位を上げてきた (l997年 = l 9
位. l998年= l4位,l999年=l3位,2000年=l2位)。
対する コカ ・ コーラグループは,l995 (平成7)年の36%を境に,その
後は市場シェアを徐々に低下させ,l999 (平成ll)年と2000 (平成l2)年に
は, 集計が開始されたl989 (平成元)年以降もっとも低い市場シェアとな
る33.5%を記録した。コカ ・ コー ラ グ ループは,依然として一頭地を抜
く高いシェアを保持しているが, 僅かずっ, しかし確実に市場シェアを浸
食されており, まさにリーダーゆえの追われる立場として徐々に厳しい競
争を強いられっっあるといえよう l2) 。
いまや,コンビニエンス ・ ストア,大手スーパ一 量販店の商品の陳列切l
は, 上で述べたような大手清源飲料会社の商品で埋め尽くされており, ま
たマス媒体での宣伝 ・ 広告も資金力のある大手企業だけが多頻度に放映で
きることから,我々の頭には日々,大手企業が手掛ける商品名や商品イメー
ジが次々と刷り込まれてくる。 良かれ悪しかれ, 現代わが国の清涼飲料ビ
ジネ スは,これら大手清涼飲料会社,さらにいえばトップl0位くらいまで
の企業によって,市場構造 (製品構成や価格など)や業界構造(流通経路や受
委託生産関係) の多くが規定されている, といっても過言ではないだろう。
そこで以下では,ビール ・洋酒系の清涼飲料会社,およびトップ20位ま
l2) なお, 上位5社間での競争度合いとその変化をみるため, 上位5社販売量の
小計に占める各社シェアを二乗し, それらを合計した指数をあげておこう。
それぞれl989 (平成元)年 =0.38,l995 (平成7)年=0.3535,2000 (平成l2)
年=0.32llとなっており, 値が0に近づくほど競争が激しいことを示唆する
こ と か ら. 清涼飲料市場上位5社間の競争が徐々に激化してきていると考え
られる。ま た , 市 場 リ ー ダ ーのコカ・ コー ラ グ ループへの集中が健かずっ
経和されてきていることも觀い知れる。
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でに顔をみせた幾つかの異業種参入の有力プレーヤー, さ ら に ラ ン キ ン グ
外ではあるが異業種参入企業として興味深い動きをみせたプレー ヤーを取
り上げ, それらプレーヤ一達が清源飲料事業に着手するまでの経緯, その
後の経営戦略と組織, また製品政策や販売政策の特徴などを明らかにして
いきたい。
III ビール ・洋酒メ 一カー 4 社の清涼飲料事業
ここでは, ビール ・洋酒メーカー, すなわちアサヒ, キリン,  サッポロ,
サ ン ト リ ーの代表的4社における清涼飲料事業の展開と, その後の清涼飲
料事業の分社化の過程をみていきたい。 しかし実は, 河野昭三教授 『ビジ
ネスの生成』でも, それら4社の史的展開が, 各社毎に個別に詳述されて
いた l3) 。ゆえに,本稿では,河野教授の分析に加えて,さらに各社の社
史, 有価証券報告書および近時の新聞記事なども参考にしながら, 図表4
のような年表を作成し, 各社の清源飲料事業の動向を時間軸に沿つ て共時
的に描き出すことで, 会社毎の個別展開と同時に, 会社間の比較および会
社間での相互作用も分析できるよう工夫した。 また, 分析対象期間は, 主
に第2次大戦終了後から2002 (平成l4)年までであるが,年表には,それ
以前の期間も可能な限り包含することとした。 さらに,  ピール - 洋酒メー
カ一 4社だけでなく, 次節で検討する医薬品, 食品, その他の異業種から
参入してきた企業の動きもあわせて年表に示すことで, 業界の動向(トレ
ン ド )  とプレーヤ一個々の動きを, より広範且つ長期的な視点で提えられ
るようにした。
アサ.ヒ , キ リ ン , サ ッ ポ ロ , サ ン ト リ ーのビール ・洋酒メーカ一 4社は,
周知のように, いずれも明治期・大正期に設立され発展をみた。年表に記
されているように, 各社は,第2次大戦以前から,ビール・洋酒に加え,
炭酸飲料(サイダーやラムネ)や濃縮果実飲料(コンクジュース)など清涼飲
l3) 「ビジネスの生成」, 第5章を参照されたい。
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図表 4 大手活涼飲料会杜の動向について
アサヒ成H キリンビパレ -,ジ サ -・,ポロビール サントリーフーズ 医 要 品 系 食 品 系 そ の 他
l80l年 ・三ツ矢サイダーの
ルーツとなる三美商
会の平野水が発売さ
れた。
l的7年 l〇大阪ltl酒会社の設立,
l889年 ・島并商店の開業。
l899年 ⑧藤永太一日. 森永商
店を制業。
l905年 ⑤表永. エンゼルマー
ク商標建最。
l906年 ③大国本 1l摘lnの設立
(日本i額. 大阪変
酒. tLa期iの3a:
合同)。
・合費会社寿展洋種店
にa:名変更。
l907年 ・'前国は税の三ツ矢シ
ャンぺンサイグーが
発売された。
l909年 ②ザ・ジャパン・プル
ワリーの1lli莱を雄承
し. M表西的が設
立。
⑥8游、.飲料水シトロン
を発発(!9l5年にリ
ポ ン シ ト ロ ン と 改
称)。
l9l0年 ll2期 商,永商店設立。
l9l2年 〇藤永製1照 lと改?
l9l7年 m力ルビスa0の前身,
ラクト株式会社を設
立。
l9l9年 ⑦日本初の構国成料
カルピスを発発。
(f)ll永製基, ココア效
料の販売を開始(我
が国最初のは用ココ
ア30:aOi451Bt, la°
3.75l)。
アサヒ量tl キリンビパレ ッジ サッポロビール サントリーフーズ 医 薬 品 系 食 品 系 そ の  他
l92I年 ・的対屋に社名変更。 ・大場武三郎. 大;家製
集工菜をll立。
l923年 ・ a総リンゴジュー
ス・コーリンを発売,
⑥ラクトーからカルビ
ス製造的に商号変更。
l925年 (i)表永製基. 字治かllt
る(ほうじ茶6l):a50
量)を発売。
解永製基. ウーロン
il 茶 , ウ ー ロ ン 茶
(各Iポンドl円95投.
l/2ポンドl円)で発
売。
l927年 ②日本表酒拡象的 (現
アサヒビール西宮工
場 ) が 三 ツ 矢 l' イ
グー. 三ツ矢レモラ.
三ツ矢シトロン. 金
線サイグーの要造開
始o
⑨表永報a (後にl9,ll
年に在永乳業に改
体)が藤永製集から
al立。構 西 般 料 ・
表永コーラスを発売,
l928年 ②成浜工場内にi流101
料工場が完成。
③キリンレモン. キリ
ンシトロン,キリン
サイダーを発売。
l929年 ⑤キリンタンサンを発
売。
②藤永コーヒー (粉末
行220l85投,ll0l45
観)で発売。
⑤表永製基が東京果前
にa造委託した森永
天然果実シロップ,
高観いちごジャムを
発売. flf評を得る。
l
5
l
アサヒ般料 キリンビパレ ッジ サ -,ポロビール サントリーフーズ 医 素 品 系 食 品 系 そ の 他
l9S0年 ・表永里集. 果精部を
発足させ. 天然フ
ルーツスカッシュと
天然フルーツジュー
スを発売。
l933年 ⑥森永製基, 果工都を
設置. シロップ(コー
ヒーシロ ップなど)
とジュ ース ( ク ラ ッ
シュジュースなど)
の製造を開始。
⑧ カ ゴ J ,  ト マ ト ジ
ュ ー ス発売。
・ 上島患雄商店をl11j業。
l934年 ⑦在永製亜. 果工部を
三a;の報乳工場跡に
移して三島食品工場
とする。
l936年 ・affジュース・ ト リ
スグレープジュース
トリスオレンジジ
ュー スを要造発売。
⑤台湾製西とのe力で
表永食品工前を設
立(資本金200万円),
開9年 ⑦演州力ルピス限的
を設立。
・ 合名会選上島意選商
店を設立。
l940年
l942年 @験時続制下,森永製
英が,森永食品工薬,
藤永乳業などを吸収
合l1ll'し一本化.
選年. 義永食a工集
に社名を変更。
-e,
l
5
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l
アサヒ飲料 キリンビパレ ッジ サ ソ ポロビール サ ン ト リ ーフーズ 医 薬 品 系 食 品 系 そ の 他
l946年 ⑧人工甘味料を使つた
三ツ矢サイダーの製
造開始。
/1、 ・大場製薬工楽,局方
各部注射液の製通販
売を開始,
l947年 ・ 清凍飲料水営集取節
法を廃止し . 食品a1
生法を制定,通年に
は食品ai生法細則を
制定,これにより .
果実飲料の原料の組
成による沈般や混ll
が認可.
1948年 ②藤永食組工業,過度
経済力集中排除法の
描定を受ける(6月
に指定解除)。
(el カルビス食品工業的
を設立(資本金300
万円)。
(人工甘味料を用いた
キリンレモンが製造さ
れたと推測できる。)
l949年 ⑨過度経済力集中排除
法により大日本1tla
的は朝日変酒瞬と日
本要酒的に分a。朝
日変酒はアサヒ , お
よびi11ll京飲料として
三ツ矢の商原を総承‘
⑨大日本 1l1酒が分報。
日本表'酒liエビスと
サッポロ. および浦
涼飲料としてリポン
の商際、を総承。
〇森永乳葉Cil設立。
@森永製願に復称。
乳集部門を森永乳集
に旗法。
0力ルビス食品工業,
東証に上場。
1l9前年 ・ 開 用 の,f畑が配開 と な り , 三 ツ 矢 サイダ'一はa組と人工甘lll1料の混用になる。
・ 鐵紡, グレー ク ー ・
力ネポウ連設という
経営計画のなかで事
業多角化を急務と位
置づける,
195l年 l[i)パヤリー スオレンジ
及びウキルキンソン
タンサン販売開始。
④サント リ ー ソ ーダの
発売.
l
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アサヒ飲料 キリンビパレ ッジ サ -ノ ポロビール サントリーフーズ 医 薬 品 系 食 品  系 そ の 他
l952年 ③砂西販売自由化に伴
い純ai三ツ矢サイ
ダーを発売。
院西キリンレモンの
発売。
〇リポンジュース発売
(l970年にリポンオ
レンジと改称)。 川
ロ工場で製造開始。
⑨希M料 ト  リスコン
クジュー スの製造開
始。
・ 砂西販売自由化。
l953l; ⑦カナダドライ社の委
1ll1・製造を開始。
・大塚製薬工薬, オロ
ナイン歡有を発売。
・森永製薬', ia厚オレ
ンジジュース(250
ccl20円,620ec250
円)を発売,
l954年 ⑥キリンジュース ( 後
にオレンジエー ドに
改名)を発売。
②愛i受P11l八幡浜に理ミ
カンのストレー ト 果
汁を製造開する日
本Ht橋工前を設立.
l955年 ⑤希釈果実飲料・ i表紹
リポンジュースを発
売。
⑦藤永製來,三島食品
:L:薬ffi・lll1料製通場が
完成。- 明 治 製 解 がff入り
オレンジジュ ー スを
発売,
l956年 0朝日要細社長の山本
る三郎がぺプシコー
ラ ポ ト ラーの日本飲
料に出資し,代要t取
需役に就任。
・藤永製i來L , ミルク
コーヒ一価r. ミルク
ココア行(いずれも
60g40円)などを発
売。ただし. 写真か
ら察するに. これら
は砂簡入りの粉末
コーヒーである。
0コーラ原液結i入用の
外1f:'la当の認可
;llalt飲料㈱の設立。
1957年 ①カナダドライ 1ltと合
弁で国際飲f細 ( 資
本金500万円)を設
立。 酸留可tへの:ilI納
開始,
③日本 ll順工薬製術r入
りリポンオレンジ,
バインジュースを発
売。
@缶入りトマトジュ ー
スを発ll1ll。
〇在永製來. ストレー
トジュ ー スf liを発売
(200cc. オレンジ
40円,パイン50円)
ー0 〇
l
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アサヒ飲料 キリンビパレ ッジ サッポロビール サ ン ト リ ーフー ズ 医 薬 品 系 食 品 系 そ の 他
1958年
l959年
⑥人工1t味料併用のキ
リンレモン製造中!t‘
・ 武田薬品工薬0aがプ
ラ ッ シーを発売,
の国際飲料をiiじて
ルー トセールス開始.
l960年 ⑨コカ・ コ ー ラ ポ ト
ラ ー,近最成料(現,
近 設 コ カ ・ コ ー ラ
ポ ト リ ン グ ) に 出 資c
⑧ローヤルクラ'フン社
と販売提携。
l961年 ④ロ ー ヤ ル ク ラ '11l ン
コーラの觀結および
ルー トセー ルスを開
始.
・ 鐵紡, カネポウ化題
品を設立。
l962年 l[l)西日本を1過当する大
阪RC販売を設立。
東日本を担当する'東
京RC脇Eを設立。
③大正製薬㈱, リポビ
タンDを発売,巨人
可tの富本敏峰. 王fi
治などをCMに起用‘
また,同月,中外製
薬がグロサンパーモ
ントを発売。
③面通製薬がテスノ、ラ
ドリンクを発売.
①武田薬品工業がポリ
タンD内服液を発売,
⑦大日本製薬がへルク
スパーモントを発売,
l963年 ④清源!lilil1の販売を日
的 と し ,  自動販売
サービスl的を設立し .
自動販売機によるキ
リンレモン. キ リ ン
オレンジの販売を開
始o
③f;屋. サ ン ト リ 一lfl)
に社名変更,
④大阪l次料C;1lを‘設立し .
コーラ飲料の概請加
工を行う.
②藤永製集. 米国サン
キストグ口ワーーズ社
とサンキスト商標ラ
イセンス契的を師結,
④カゴ1t, 受知トマト
的から力ゴJ㈱に社
名変更。
1964年 ①サッポロビールell1に
:tt名変更,
④カ -,プ式オぺレーシ
ョン会社を日立製作
所と折学出資(資本
金300万円)で設立
し , 東 京 ぺ ン デ ィ ン
グ0Bを設立。
⑤大Eiぺンディング( lil
を設立,
・ 大塚製薬を設立。
②因辺製薬がアスパラ
Cを発売.
④ti,永製集. ネ ク タ ー
を発売(ビー チ - ぺ
ア各260g60円. 420
gl00円).
⑧在永製菜, :lンキス
トレモンドリンクa
入l) ( 35円)発発。
・鐵紡. 力ネポ 11' ハリ
スC3を新設,鐵的本
体がハリス的の生産
部門を吸収合併。
l
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アサヒ成料 キリンビパレ -,ジ サッポロビール サ ン ト リ ー フ ー ズ 医 薬 品 系 食 品 系 そ の 他
l965年 ④キリンレモンクレー
ル(現キリンレモン
小松)の販売開始。
・大1塚製薬. オロナミ
ンCを発売。
・ 量前. カネポウ立花
ア イ ス ク リ ーム販売
lおを新設,組前本体
が立花製基aaの生産
部門を吸収合併。
l966年 ⑤国際欲料を完全子会
社 , カ ナ ダ ド ラ イ ・
トキ 3 一成 開 に 商
号変更。
・ 伊藤国, フロンティ
ア製茶瞬として設立,
・森永製基,サンキス
トオレンジ. グレー
プフルーツドリンク
松入り発売(各35円)‘
1967年
l968lf-
- レ ギ ュ ラ ー ル ー ト
セールス方式を東京.
検浜営集所で部入。
⑥キリンレモンサービ
ス0aに社名変更。
⑥ リ ポ ン : l イ ダ ーを発
売。
・ 大願ぺンディング解
破。
・ 東京ぺンディング解
敗。
・ サンキ ースト飲l1l'lil入
り発売。
l969年 ・人工tt O,l,l料併用の三
ツ失サイダ一製造中
止。
・ 上島m購、 f fコー
ヒーを日本で初めて
開発し . 製造販売。
・ フロンティア製茶を
佛伊藤国にtt名変更,
・ カ ゴ / . リ ン ゴ ジ
ュ ー ス, ミ カ ン ジ
ュ ー ス発売。
(ll)チクロ全面禁止。
1970年
l
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アサヒ成料 キリンビパレ ッジ サッポロビール サントリーフー:ス 医1最l 品 系 食 品 系 そ の li!l
l97l年 0m変酒とキリンレ
モンサービスの共同
出費によって北海通
キリンレモンサービ
ス的を設立。
・藤永製集, サンキス
ト成験ドリンク缶入
りを発売(レモン.
オレンジ. グレープ
フルーツ各60円)。
⑦カルビス食品工集.
資本金2l確円を3l lE
5,000万円に増資。
・ ホームサイズ破a間
題l。
・題新. 和泉製mを
吸収合解。
l972年 ③技i顧 本 順 6.000万
円,費本金4.000万
円にて的三ツ矢ぺン
ディング設立。
0前日要酒の般料ぺン
ディング集那l雄ぎ
営案開始。
②サントリーグループ
の食品事業部l';lとし
てサントリーフーズ
を設t
費本金l確円。代表
取解役社長に佐治教
三.
③ローヤルクラウンa;
との販売提機解消。
④東京本社,西部支店,
7営薬所で営業開始‘
サ ン ト リ ーコーラ発
売。
解本金2値円に增費,
③新た一 iこ一6番案所開發‘
⑥代表取節役社長に機
山成夫。販売実l費85
確円。社員数300名
超える。
・カゴ1,ぺプシコー
ラ ポ ト ラ ーの東海成
料の工場を買収。
⑦カルビス食品工乗,
金用ダンポール的を
設立。
・ 組前, 渡部製興l と
の提携を機に, a般
料ハイビスカス. オ
レンジフラワー. 程
8乳性成料,行コー
ヒー (べルミーアメ
リ力ンコーヒー)等
を発売。
1973年 ⑦朝日要酒, 住友商事
と合弁で日本ピザハ
ッ ト00を設立。
⑥相a工場(現,湘南
工場)を開設し,製
造を開始。
⑨田表酒が三表商事
と合弁で, 日本シ
::Lーキー ズ(ビザ ・
シ ョ -,プ)を設立。
③カナグドライとフラ
ンチャイズ契約を解
消。
④ カ ナ ダ ド ラ イ ・ ト キ
ョ 一欲料を'東 京リポ
ン0l料に商号改称。
〇ヵゴ'. 野菜ジュ ー
スを発発。
・ a的の食品事菜部「i
として,力ネポウハ
リスから,カネポウ
食品販売,さらにカ
ネポウ食品へと立て
観けに社名変更。
l974年 ④サントリーオレンジ
l00無西パック発売
⑦サントリオレンジ50
(缶入り)発売。フ
ルーツソーダのクル
クルまわるストロー
キャンペーン大好肝
@代表取解使社長に中
eB 出 男ll 任.
・伊藤国. 有換民法裁
塔茶国を推進。
l
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アサヒ成料 キリンビパレ ッジ サッポロビール サントリーフーズ 医 薬 品 系 食 品 系 そ の 他
l975年 ①北海通の浦源政料販
売会社としてサッポ
ロ リ ポ ン 解m (責
本金2.000万円)を
設立。
0責本金4使円に増費
@代表取師細こ印馬侃
1日 出i :。
0サントリーオレンジ
50(概入りグプルサ
イズ)発売。「いま
どきl00円のCMで
大ヒ ッ ト 。「果汁l ;t
サントリー」という
eaを確 :立。社ll数
は400名に連する。
①満凍欲料の製造・販
売を日的として,大
販府都a区で資本金
2,000万円でグイ
ド ㈱を設立。大「‘i1
薬品工薬機lから9l京
事業部,中部事案部
関西事菜部. 営集本
部の3事葉部, 1本
部および全国l7の営
来所を引き継ぎl高源
飲料1l1l業を開始。
〇 ダ イ l- ー プレンド
コーヒーを発売。
Oalt;i. 果汁政料オレ
ンジ50%. アップル
50%. グレープ前%
を発売。
!976年 @m表摘. 長野トマ
l-的と集的提機の重
,ll前結。
⑥m 1l師. 小岩井a
教的と業i多提携の覚
1!;的結(⑥小岩并乳
業C0設立)。
⑨キリンl、: l'トジュー
ス発発。
⑨サンl・ リーオレンジ
5 0 (a入りシングル
サイズ)発売。
0サ ン ト リ ー グレープ
フルーツ5ll無置パッ
ク発売。
・ 大塚製薬がオ口-1- ミ
ンCに巨人iltの主力
選手を起用。
かの有名な「オr】ナ
ミンCは小さな巨人
です」 と い う キ ャ ッ
チフレー ズが登場。
〇l 的. oe好成料ミル
クセーキの発売開始
l977年 ③ リ・l'ンプランドの多
像化。 リポングレー
プフルーツ. リポン
うめ20など。
⑥リポンオレンジ果汁
50%の発発。
0リポン コーヒ200・'
ビ ン , 2:)0 g fliを発
売。
〇サント リーホ , プ発
売。
0販売会a:として全国
展開へ路み出す。
0サントリーオレンジ
エー ド ( l e 現 ) を
発売。
・伊藤国. 対面版売方
式茶専門店・茶十德
をa1設。
②力ルピス食品工業.
力ルビススポー ツ
サービス(a1を設立。
l0力ルピス食品工業,
米国・ロサンゼルス
市に米国雄在事務所
を開設。
l
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アサヒ欲科 キリンビパレ ッジ サッポロビール サ ン ト リ ーフー ズ 医 薬 品 系 食 品 系 そ の 他
1978年 l0オ フ ィ ス コ ー ヒ ー
サ ービス事案を開始‘
①藤田観光と折学出資
で.日本水質研究所
を設立。 ミネラルウ
ォ ー ターを発売。
①名古屋支店開設 @ダイドーが,特約オ
ぺレ ー タ ー ( ダ イ
ド 一製品を取り扱う
日販機理営事案者)
を組機するために
「ダイドーべンディ
ング共栄会」を発足‘
l979年 ③キリン/ツツを発売‘ ①東京支店が持つてい
た東京都内の清刷l1
料の販売構を東京リ
ポン成料に移管。
(e日本常構工集を愛題
集青果展集 la同組合
通合に額渡。
①札幌支店,福岡支店
開設,
③ サ ン ト リ ー レモン1
a 理発売。
・伊藤国, 中国とウー
ロ茶の●a入代理店契
約を師結し . ウ ーロ
ン 茶 リ ーフの全国展
開を開始。
l080年 0パヤリース商標lt取
得。
③リポン表厚果実般料
水,オレンジ,グレー
プ, パイナップル.
アップルの4組題を
発売。
④換厚うめを発売
(1ill演厚コーヒーを発売,
①サント リ ー グ レープ
フルーツ エー ド(缶),
サ ン ト リ ーア -ソ プル
エー ド ( 1 a 理)発
売.
・ サ ン ト リ ー. ノー ス
カロライナ州のぺプ
シコ系ポトラーの買
収。
・大場製薬, ポカリス
エ ットを発売。
l98l年 ④フィールドマー ケ テ
ィングサービス事業
(店頭興列等の重i売
促進事集)を開始。
・ リポンの単一プラン
ドからii数プランド
較略に変更。 サ ッ ポ
ロビアー ズとプラス
アルファのプランド
を通加。しかしい・ず
れもfi0に終わる。
③サッポロビアー ズ系
列としてグイミ ーオ
レンジっぶっぶ. グ
レープフルーツつぶ
つぶ(200gびん)
を投入。
⑥ サ ン ト リ ー スポーツ
ド リ ン ク N C A A
(行入り)発売
leサ ン ト リ 一缶入り島
m茶発売,
・ 大原製薬. 中国に中
国大原製薬有展公司
を設立。
・ 伊藤国, 世界初の・ai
入りウーロン茶の開
発に成功。
l
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アサヒat料 キリンビパレ ッジ サ :,ポロビール サントリーフーズ 医 菜 品 系 食 品 系 そ の 他
開2年 ③資本金9,000万円に
て三ツ矢フース的を
設L
⑤三ツ矢フーズが三ツ
矢べンデ .t ングの営
集を雄承
①ウ;ルキジ 、Jジ商標
権取得。
〇リポンオレンジつぶ
つぶ. サマーオレン
ジつぶ っぶ を l  」a
PETで発売。
②サントリーグレープ
エード・パイナップ
ルエード発売。
@NCAAパウグ一 発
売。
〇ドライパーセールス
前からプリセールス
aに変更。 パイオミ
ンX発売。
・大li:製菜. ll国にa
国大li1製索を設立,
番港・台湾でポカリ
スエ ットを発発。
・0'藤国, 有aa增系
の販売を開始。
0ヵルビスフーズサー
ビス00を設立。
l983年 @キリンレモンサービ
スが, シェーキー
ズ・ ビザパーラ一等
レストラン本業を開
始o
@波化段破ガス抽出法
によるオレンジミッ
クス. シ ト ラ ス , グ
イ ミ ー エ イ ト . ク
リームソーダをサッ
ポロビアーズプラン
ドとして投入。
0オレンジエー ド l .5
ll PET発売。
⑥代設取n役社長に浜
中進一tt任。
0グイドー. 本 ;ttを大
阪市南区(現. 中央
区 ) に 移li:。
・大l最破薬. カロリー
1イトを発 l1il1。
・森永l期!. 1田 llli業
部門をスタートさせ
る。 その住としてウ
イダー(weider)
プランドを立ち上ll.
・ グ リ コ ・森永ltl件。
・at;i, べルミ ーを委
l1l1生産から自社生産
に変更。
l91u年 @北海通三ツ矢フー-.1(
a0設立
0 E組島a茶を発売。 ②i動aフレーパーを加
えたプラスアルフ -r
プランド系列として.
スパニ ッシュロゼ.
アークティックファ
イア. マウイガール
(300otビン)を発
売。
⑨商号をグイドードリ
ンコ的に変更。
・ カ ゴ 1 , 新 l t パッ
クのウーロン茶. l:t
と要茶. 自然水を発
売。
l985年 ③0A(酒販店向レジ
スターの設量および
1ンテナンス)事集
を開始。
@ビールと果汁を程合
させたビヤリースカ-,シュをプラスアル
ファ系列として発売,
@東京リポン政料. サ
ッポロリポン成料を
合0tし. 新たに責本
金3使円のサッポロ
ビールat料00とした‘
@サントリージェ ッ ト
ストリーム発私
(1!)サントリ一島a茶 l
lt紙パ -,ク発売。
⑨サントリ一1lii・入りa
茶 テ ス レ モ ン テ
ィー・ミルクティー
発売
・伊藤国, fli入り線茶
のa品化に成功。
0日本明売公社が廃止
されB本たばこ度集
が発足。
アグリ事莱. 不動度
車:集を開始。
l
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アサヒ般料 キリンビパレ ッジ サ-,ポロビール サントリーフーズ 医 菜 品 系 食 品 系 そ の 他
l988年 0東海アサヒビール成
mおよび九州アサ
ヒピー ル 政 開 案
開始。北海通三ツ矢
フーズが北海通アサ
ヒビール成開に社
名変更。
0アサヒビール政料製
造的設立。
〇キリンレモン的に商
号変更。
⑤m表酒,北海通キ
リンレモンサービス
と共同出資で,0A
事業を総承するため
に0;1キリンピジネス
システムを設立。
・流通政無の単新を
テ ーマに播l1f. 好ロ
ケーションに自版投
を集中投下し. a重i
チ :Lーンをなどを担
当する部門を新設す
ることとした。本tt
食品事業部に量販部
は設置。
(iD,ハンセンフーズの会
社更生法の適用申a
によって委配契約解
消。
①WESTデザイン中
味変更. はちみつラ
イチ. サ ン ト リ ー
ピーチネクタ一発売,
④代表取舒役社長に大
l家車也l 任。
・大原a集. ファイプ
ミ二およびシーマ ッ
クスl000を発売。
・カゴ,,‘. 六条愛茶発
売。
・ JT. 商源成料ハー
フタイムシリーズを
発売。
・日立造船. 社件茶
PETポトルのテス
ト販売(正式販売は
l989年)。
I989年 ①アサヒビール解標
造の的工場発足。
⑥ハンセンフーズに変
わってlnジー・ エム
に生産委託したが.
e入製品の安売りイ'ージを払状で 1llず
に. 不成功。
⑦リポンはちみっレモ
ン(言部国限定)を
発売。
@リポンはちみつt9を
発売。
0はちみっレモン大ヒ
ッ ト o
0前は料を発売。
l990年 0アサヒビール般料製
造明石工場発足。
⑨アサヒビール成料に
西日本. 東海. 九州
アサヒビール成料の
3社を合解。
liil費本金をlOe円に用
費。
(i)開発l 究所をキりン
ビールより取得。
・大阪. a幌面支社に
成料営集部を設立。
満源般料姐当部番を
食品事業部から成料
事案部に改株。
⑥ビタセプンゴールド
を発売。
⑧丸ilnが●a入するウl
ィ -ッテル(ミネラル
ウtーター)の阪売
を開始。
・ 大l最製薬. ク リ ス タ
ルカイザー(ミネラ
ルウォーター)に費
本参加。
⑧力ルeス食品I集.
成料事業の拡大を図
るために味の業的と
集l i提ll。
⑨カルビス食品工業.
資本金をl3l)値5.675
万円に増費。
l
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アサヒ成料 キリンビパレ ッジ サッポロビール サントリーフーズ 医 薬 品 系 食 品 系 そ の fu
l99l年 〇アサヒビールから成
料本知集あを引き雄
き. 新アサヒビール
は料が集務開始。
③北段アサヒビール成
料里造的を設立。
①取国對liより満源欲
料事集部門の営案n
渡を受lナ,現在のキ
リンビパレ ッジ的に
商号変更。 ト ロ ビ
カーナプロダクト社
( ア メ リ カ ) と 共 同
出資により果実成料
の製造販売をおこな
うキリントロビカー
ナ的を設立。 (費本
金4使8,000万円)
@トロピカーナ一 l00
%ジュース発売。
〇北海通キリンレモ
ン・サービス的を子
会社化.
③筋能々を発売 (地
域展定)
③うめぇそ一だ シ リ ー
ズ品ぞろえ開始。
⑨サッポロいちごみる
くを発売,
0スポーツドリンク野
利を発売。
③紅茶シリーズ・a茶
の0lを発発。
南アルプス天然水2
a PET発売。
熱血般料発売. CM
に店沢;0明を起用。
l0島m茶 2 t  PET発
売
〇奈良用tE城部新度
町に大同薬品エ前
第 l エ場を新設し.
医菜品等(成用)の
受託生度の本格的取
扱いを開始.
・大原製薬. ザ・カル
シウムを発売。
・ 上 島m購 . UCC上
島開に社名変更,
②カルビス食品工集.
味の案の解河l集を
カルビス食品工集の
l0l料事案と続合
②カルビスウォーター
発売。
,lDカルビス食品エ集,
東京カルビスピパレ
ッジ的を設立。
0ヵルピス食品工集.
CAPY U .S.A ..
lNC.を米国ロサン
ゼルス市に設立
l 解
0開 要 聞 の 子 会tt
である0llキリンフー
ドサーピスに対しサ
ンズの株式をn波。
@a算工場を開設。キ
l1ンレモンセレ ク ト
を発売。
⑤ビーンズコーヒー.
キリンマン. プルマ
ン. スぺシャルプレ
ンドをの3プレンド
を技入。
(i)ミネラルウォーター
サッポロ三国山照
( 2 l l P E T ) を 発
売。
0販売体制の整的が完
成。サッポロビール
a料がカパーする東
京. 検浜など首部圈
6支社,大阪支社が
カパーしている神戸,
京部商支社を除く,
③デカビタC発売. 三
浦和良をe用。
0紙容器は料事業. 関
東地区にて開始。
Ci) l ニュ一社・パンナ
コ ッタ発売。
③コー ヒーBOSS発売,
CMに矢沢永音を1e
用。
⑦グイドーが. 大同菜
品エ集の演責に件い
同社を子会社化。
0ダイドー. デミタス
コーヒーを発売。
(i:藤永要基, サンキス
トレモンウォーター
(250g . :350g各97
円)o
⑦カルビスサービス的
を設立。
⑧東日本(現期t) カ
ルピスビパレ ッジ的
を設立。
0ヵルビス味の索ダノ
ンを設立。
解 永 製 來. ウイダー
in行ドリンクシリー
ズ(プロテインイン
エ ネルキーイン. ビ
タミンイン各350g
l46円)。これは主に
スポーツ通手向け。
重 国 l U 又 E l-nlla
業部が設けられ,成
料水営集組機の強化
が通成A
l
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アサヒ政料 キリンビパレ ッジ サッポロビール サ ン ト リ ーフー ズ 医 薬 品 系 食 品  系 そ の 他
1993年 ③お茶どうそ十六茶を
発売。
②キリンウーロン茶風
aを発売.
①サッポロソフトドリ
ンクス的を設立。
④神奈川工場と般料開
発研究所をサ,ポロ
ソフトドリンクスに
移管。
⑧サッポロソフトドリ
ンクにサッポロビー
ル飲料を吸収合'lttさ
せ,新社名をサッポ
ロビール 成 開 と し
た。この一通の動 1 l
は, 1次料水事案の完
全分社化に向けた準
的段階とい・11 位mづ
lナo
② ミ ネ ラ ル ウ ォ ー タ ー
の宅配 1lll業. 東京23
区で開始。 飲料ミッ
クス鍵入りキャンデ
ィ 一発売。
③資本金l0確円に增資
ビコー. 録茶,ビ ッ
クル発売。
⑨本社決谷へ移t1。
・大境製薬. エ ネルク'
ンおよびネイチャー
メ イドを発売。
①九州カルビスピバレ-,ジ的を設立。
l994年 ③;1tfiアサヒビール成
料製造が北fi工場を
域工。
③キリンオレンジきり
り発売。
⑦社仲茶を発売 (200
o l ) ,10月には1 a
も発売。 ただし . 地
域l製定商品。
③代表取節役社長に西
重進就任。 C.C.レモ
ン発売。
⑦記録的な9身により
成料の需要拡大。
0ポスジャン'94プレ
ゼントキャンぺーン
実施,応募総数920
万通を超え. 大盛況
〇グイド ー,事菜多il1l
化のため. スーパー
ドラック事業に進出
l号店パル池上店を
開店。- 大原製薬,ワナナイ
トを発売。
②8i,永製集. ウ イ グー
inゼリーを発売 ( エ
ネルギー インとビタ
ミンイン)。当初,
館Ell事業部ルー トで
テスト販売。1995年
から食品ル ー ト ,
l996年から全ルー ト
で販売。
Cl)味の案力ルビスビパ
レ :,ジインドネシア
的をインドネシア -
ジャ力ルタに設立。
l
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アサヒ般料 キリンビパレ ッジ サッポロビール サ ン ト リ ーフーズ 医 薬 品 系 食 晶  系 そ の 他
l995年 ③アサヒーal素集使用
島m茶を発売。
④ノンシュガ ー コ ー
ヒ ー ・ ア サ ヒ
KAFE0発売。
0北海通アサヒビール
の営業全部を破l)受
ける。
①lllEt2部に上場。
無a市古通河成料食
品蔵(中国)と共同
出資により,無器国
国成料有 llR公司を設
立(出費金660万ド
ル)o
③C.C.レモンl . 5 t
PET発売。
⑥ダイドー,事業多角
化のためにカレーシ
ョップに進出。 l 号
店ルー ・ ル一江阪店
を開店。
・ UCC,中国大理iti
で合弁会ttを設立,
工場を完成。 日本企
集として初めてレ:l1l
ュラー コーヒー と価r
コーヒーの製造開始,
④カルビス食品工果,
台湾可國必思的を台
湾・台北に設立。
0神國カルピスビパレ
ッ ジ 的 ( 現. 神例カ
ルピス販売)を設立,
・ JT. RJRナビスコ ・
インターナショナル
拿下の米国外の屋本
事集の買収。
l996年
l
③ノンシュガ一lll:茶・
アサヒTeao発売。
⑦新アサヒビール飲料
が,アサヒビールel
料製造,北陸アサヒ
ビール成料を吸収合
併 し , ,,t ーカーとな
り,商品開発から製
造,販売までの一1質
体制を構集。これに
伴い,社名を現在の
アサヒ飲開に変更
資本金l4確4,500万
円に增資。飲料研究
所を設置。
〇資本金35置5,906万
円に増資。
③上海市;a江(集団)
公司の拿下企業・上
海ia宝欲料食品有限
公司と共同出資によ
り. l一 海lliT前att:
①ポスプラスワン発売,
lili)南アルプス天然水白
lm 。
@集子,加工食品部門
売上拡大,
③ダイド ー, 9集の地
域破略強化のため,
機浜事業部を中部事
業都より分離独立さ
せ. 営集体制を東京
事集部,横浜lll薬部
関西事業部. 営集本
都の4事集部l本部
体制とする。
②カゴメ, 野菜系飲料
の野菜生活l00を発
売。
li13森永製英,題康欲料
として甘酒行入りを
発売,
・ JT,姚の天然水を
発売。
0_
料食m有展公司を設
立。 (出資金1,680万
米ドル)
⑥東証l部に上場。
l
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アサヒa料 キリンピパレッジ l l -,ポロピール サントリーフーズ 医 薬 晶 系 食 品 系 そ の 他
l997年 ⑨新世代行コーヒー・
WONDAを発売。
CMにタイガー・ウ
ッズ起用。
@サントリー. 米国ぺ
プシコitと集新提携
基本合意。
④ダイドー. 天然彩番
素m茶(現ヤンロン
表)を発売。
・ 大l最製 薬 , ジ ョ グ・
イトプロテインを発
売。
①タイ味の楽カルピス
ビパレッジをタイ・
パン コクに設立。
⑦カルビス破aアミー
ルS発売。
⑨カルビス食品工集を
カルビスC0に商号変
更。
⑨カルビス社. 米国ウ
ェルチフーズaと集
新提携。 ウ ェルチの
果汁般料を発売。
0中国カルビスピパレ
:,ジ的を設立。
l998年 ③キリンサプリを発売
000ビパ -ソクスを子会
社化。
北海通キリンレモン
サービスを北海道キ
リンビパレ ッジ的に
改称。
(Dぺプシコーラをl;tじ
めとしたぺプシプラ
ンド4品の販発開始
③なっち?,んオレンジ
発売。200ISpace
Tours Pepsiキャン
ぺーンが応募B数63
万通を 1aえる大反9.
⑨ポスセプン. ポスシ
ャープを発売。
,〇ぺプシマンポトルキ
ャップキャンぺーン
Sport&Actionシ
リーズを実l 。
@ダイドー. 医素品を
含めたe合01細 ; 案
を本格的に推進する
ため. 大同薬品工業
の全株式を取得し,
完全子会社化。
⑨カルビステクニカル
サービスlおを設立。
0ヵルビス社,フラン
ス ・ ダ ノ ン と事:業提
携を強化し拡大する
ことで合意。
・JT,姚の天然水の
CMに率原朋美を起
用。その後. 品資事
故が発生。
l
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アサヒ成料 キリンビパレ ,, ジ サッポロビール サ ン ト リ ーフー ズ 医 薬 品 系 食 品  系 そ の 他
l999年 ①北陸工場IS09002認
証取得。
③生整l15因年,三ツ
矢サイグ一無色通明
ポトルを発売。
⑧資本金l10確8,l68万
円に増資。東証1部
に株式上場。
①aa期ヒ小岩井フロー
ズンサービスと共同
出資により仙合キリ
ンビパレ ッジサービ
スl㈱を設立。
(1ll) m 海 工 場 で I S 0
l400l認証を取lli。
②代表取締役社長に木
下観成任。
③ポスプラック,続の
ほl 1l ん 茶 , な っ ち t
んァ ップル. ごめん
ね,発売。ぺープシ ーr
ン ポ ト ル キ ャ ッ プ
Food&Pepsiキャン
ぺーンを実施。
(1l)ぺプシマンビ ッグポ
トルキャンペーンを
実購。
⑦ポトルキャップキャ
ンぺーンStar Wars
Bottte Capsシリー
ズを実旗。ぺプシ
コ ・ ポ ト リ ン グ ・ ぺ
ンチャーズをノー ス
カロライナでぺプシ
コ社(35%出 資 ) と
合弁で設立。
⑧PBVがノ ー スカロ
ライナの中里ポト
ラ ー ・ ゴールドポロ
をll取。
⑨ポス速 (提需電語)
プ レ ゼ ソ ト キ ャ ン
ぺーンを実施。
⑦グイド ー ,  栄 装 ド リ
ンクの生産能力地強
のため. 大同薬晶工
薬第2工場を第l工
場に開要して新設。
③森永製東. ウ イ グー
in -lビリーのCMに木
'田litl1lを起用。売上
急速に:;lm。
・ JT. 飲茶機を発売
・ JT, 1民tSiあゆみを
桃の天然水のCMに
起用。
l
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アサヒ般料 キリンビパレ ッジ サ ,, ポロビール サントリーフーズ 医 薬 品 系 食 品 系 そ の 他
2000年 0a行役員倒度を部入 0東京ぺンディング
サービス会社を設立
②組南工場でlS0
l'00l班を取得。
_
DAKARA. しみじ
みa茶, a成色野菜
ありがと,ポス250
を発売。
⑧イタリア食品事業部
門をモンテ物産に移
管 , 続 合。
⑨代表取前役会長に佐
治国忠9tfl ,
@サ ン ト リ ー が リ プ ト
ン ( 行 ・ P E T ) の
生産 ・ 販売に関して
日本リーパ社と業持
提境。
ぺ プ シ L 0 0 K !
DINOSAURキャン
ぺーン実施。
ポスリミテッド発売
①ダイドー,不採算事
業整理のためにカ
レーショップ事業か
ら 1am,
②グイドー,田辺製薬
a3と案務提携し,同
社の医薬部外品ドリ
ンク剤アスパラドリ
ンクXの販売を開始
(アスパラXl:t国辺
製薬の委託をうけ,
大同薬品工集が製通,
ダイド ーが販売)。
④グイドー,海洋深用
水を使用した成料の
取扱いのため,高知
県室戸市に聯タケナ
カと合弁で清1lま飲料
等の製造会社ダイ
ド ー ・ タ ケ ナ カ ビ パ
レ ッジ1llを設立。
⑤ダイド. 海洋深用水
を使用した水分1ailli
般 料 M I U ( ミ ウ )
を発売。
@グ イ ド ー プ レ ン ド
コーヒーへプンを発
売。
「④カルビスビパレ ッジ
東京とEi 名を設立。
力ルビス伊藤忠ミネ
ラル'11' ォータ 一0Bを
設立。
⑥カルピス社. 岡山工
場環境IS0l400l認
証取得。
⑦カルビス社,大Ei新
1llt屋完成。
0ヵルビス 1li,相使新
物流 1合印の完成。
カルビスビパレ -,ジ
的(西日本)を設立,
@ヵルピスtt. 相換工
場 , 解 .l5工場が環境
IS0l4l1l0l認評。
l
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アサヒ飲料 キリンビバレ ッジ サ 1,ポロビー ル サ ン ト リ ーフーズ 医 菜 品 系 食 品 系 そ の 他
200l年 〇高士山工場の波-]i。 ①近銀ぺンディ ング
サ ービス的を設立。
② リ プ ト ン . ポスポト
ルマイルド発売,ポ
スカラフルジャン .
プ レ ゼ ン ト キ ャ ン
ぺーンo
③セサミン3000,CC
グレープ, 装S11ll1を発
売。
⑥ポス漫プレ -tlントキ
ャンぺーン実施。
ぺプシGET!!強の
感屋キャンペーン実
1意。
⑨ポスHG発売,
サ ン ト リ 一飲料プラ
ンドの來子製造 ・ 販
売において働ロッテ
グループとの案務提
換を節結。
⑥グイドー,武国薬品
エ業的と集務提携し
同社の医薬部外品ド
リ ン ク1aア リ ナ ミ ン
7の販売を開始(ア
リナミン7は武田薬
品工業の委託を受け
大同薬品工業が製造
し,当社は自ai機で
販売する)。
③ ダ イ ド ー , 東 証 2 部
に株式上場。
⑨ ダ イ ド ー , 本1生及び
中部自販投管理セン
タ ー に お い て I S 0
l400lの認証を取“;
2002年 0ヵルピスと商品の相
互補完で提携。
④中部地区と福岡市に
自販観連営会社を設j品の充項や自
販股の新規設置場所
の開拓を本体から切
り離し移管。
②設立30网年。
代表取締役社長に破
川進就任。
中国線茶を発売。
④カルビス,本体から
自販機部門を分社し,
そこに全国5ヵ所の
重i売子会社を統合。
アサヒ飲料と商品の
相互補完で提 1降。
〇JTベンディ ング関
東,中部,関西の3
社を集約し,ジャパ
ンビバレ -ソ ジに統合
l
7
3
l
(注)〇内の数字は, 月を意味する。
器 (出所)各社の社史,有価証券報告書,HPおよび関連の雑誌記事,新間記事などを参考にして筆者が作成。
東北学院大学論集 経済学第l57号
料の取り扱いを開始した。 なお, これらビール ・ 洋酒メーカーの第2次大
戦前の動向については,河野昭三教授『ピジネスの生成』 の詳細かっ優れ
た分析があるので, そちらを参照して戴きたい。 ここでは, 屋上屋を架すこ
とを避け,第2次大戦終了後の事業展開について詳しくみる。終戦後l949
(昭和24)年,大日本麦酒㈱は,過度経済集中排除法の適用を受け,朝日
麦酒㈱と日本麦酒的に分割された。 そこで, 朝日麦酒は, ピールで「アサ
ヒ」,清涼飲料で「三ツ矢」の商標を継承し,日本麦酒(現,サッポロビー
ル ) は , ビールで「エビス」と「サッポロ」,清涼飲料で「 リポン」の商
標を継承した。 他方, 威購麦酒㈱は, 市場シェアが小さかったため過度経
済集中排除法の適用を受けず, 戰前のまま麒購麦酒として事業継続された。
(1) 果実飲料の投入一1950年から1955年日まで一
戰直後の混乱期を経てわが国の経済活動が徐々 に再開されてい く なか,
戰後の清涼飲料ビジネスは, ビール ・洋酒メーカーなどが中心となって始
動していくことになったわけだが,l950 (昭和25) ̃ l955 (昭和30)年頃は,
果実飲料の新商品の相次ぐ開発と投入の時代と特徴づけられよう。 ちなみ
に, これら呆実飲料投入の契機となったのは, 法改正であった。 すなわち,
l947 (昭和22)年に清t京飲料営業取締法の廃止,それに伴う食品衛生法の
制定,さらに翌48 (昭和23)年に食品衛生法施工細則が制定され,行政主
体も番視庁警察官から厚生省衛生官に移管された。 こ う し た一速の法改正
を受けて, 果実飲料のなかに原料の植物組成から生じる沈殿や混濁があっ
ても販売が認められるようになったほか, 合成保存料や人工甘味科の使用,
そして製法としての瞬間殺菌法も認められ, 果実飲料への参入陣壁が一気
に低下した I4) 。
l4) キリンビバレ ッジ株式会社広報部 「新しい飲料文化の創造をめさしてー キ
リンビパレ ッジ35年の歩み一」同社,1999年, 8 頁 ( 以 下. 「キリンビパレ ッ ジ
社史」と略記) ,食品新聞社「食品l手帖 清涼飲料編」 同 社. l968年,l0- l l
頁 ( 以 下・ 食品新聞社 「食品手能前旗l次料E,」 と 略 記 ) , 全 国 清llま飲料工業会・日
本炭酸飲料検査会「改 訂 新 版 ・ ソ フ ト ド リ ン ク ス 」 光 琳 , l 9 8 9 年 , l 0 頁 ( 以
下・ 全国満i前l1料工業会「改 面 新 版 ・ ソ フ ト ド リ ン ク ス 」 と 略 記 ) な ど を 参 照 し た。
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こ う  した規制緩和のなか, いち早く動きをみせたのが朝日麦酒であった。
l95 l (昭和26)年l l月,朝日麦酒は,ゼネラルフーズ社が商標を保有する
バヤリースという果実ス ト レート飲科に日をっけ, 日本の販売権を掌握し
ていたクリフ ォード・ウキルキンソンタンサン鉱泉会社と販売提携を結び
「バヤリースオレンジ」 と 「ウキルキンソンタンサン」の販売を開始した
(製造はウキルキンソン社,販売は朝日表酒という分担体制が政かれた) l5) 。次
いで,l952 (昭和27)年4月には,日本麦酒が,「リポンジュース」 (後にリ
ポンオレンジと改称)を発売し,川口工場で製造を開始した l6) 。 ま た , 同
年9月には,寿屋(現,サントリ一佛)が,希釈飲料 「 ト リ ス ・ コンクジュー
ス」の製造・販売を再開した l7) 。さらに, l954 (昭和29)年2月には,日
本麦酒が, リポンジュースなど果汁飲料向けの原料確保を日的として, 夏
ミカンのストレー ト果汁を製造する日本柑橋工業㈱を愛援県八幡浜に設立
した l8) 。 また,l954 (昭和29)年6月,威購麦酒が 「キリンジュース」
(l970年5月. キリンオレンジエードに改名)を発売した l9) 。 さらに,日本麦
酒は,l955 (昭和30)年5月に,希釈果実飲料 「濃縮リポンジ ュース」を
発売した。 かように, ビール・洋酒各社は,戦直後からl950年代中盤にか
けて, 果実飲料を続々と投入し, 清涼飲料事業の再開を図つていった (後
で述べる森永製菓における濃厚オレンジジ ュースの投入も然り)。
この間, 戦前より製造供給されていたサイダーなどの通明炭酸飲科も市
l5) ァサヒビール株式会社社史資料室「Asahil00」 同社, 38買を参照(以下,,
「Asahil00I と略記)。
l6) サッポロビール株式会社広報部社史編基委員会「サッポロビールl20年史」
同社. l996年,404貢を参照(以下.「サッポロビールl20年史」と略配)。
l 7 ) ㈱ サ ン ・ ア ド 「みとくんなはれ サントリーの70年 n」サ ン ト リ一株式会
社,l969年(以下. 「サ ン ト り 一社 史 I[」と略記)に掲i成の年表(194-221買)を
参照。
l8) 「サッポロビールl20年史』,403-406頁を参照。 これ以前は,山口県経済展協
速の萩加工場と和歌山県の南海果工から原料の果汁が調達されていた。
l 9 ) 「キリンビパレ ッジ社史」, 9買および段購表酒株式会社「飲購麦酒の歴史
戰後1国」は購表酒株式会社. l969年,2l4頁(以下, 成国表酒「a購安酒の展史
戰後日」と略記)を参照。ちなみに, 6月に関西地区,l2月に関東地区で発売
になった。
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場に戻 つ てきた。 朝日表酒は, l946 (昭和2l) 年8月, 物資窮乏で砂糖の
使用が制限されるなか人工甘味料を用いた 「三ツ矢サイダー」 の製造を再
開 し た ( 西 宮の住友金属工業の旧プロぺラ製造工場を利用)。その後,l950(昭
和25)年, 嗜好飲料用の砂糖が配給制となり, これに伴い同年夏から三ツ
矢サイダーは砂糖と人工甘味料の混用商品となった2o) 。 威蘭麦酒は解体
を免れていたことから,終戦後直ちに 「キリンレモン」の製造 ・販売を開
始していたと考えられるが, やはり砂糖不足からやむなく人工甘味料を併
用していた2 l ) 。また,寿屋は,l95 l (昭和26)年に 「サ ン ト リ ーソーダ」
を発売していた22) 。
次いで, l952 (昭和27)年に砂糖販売が自由化されると, 朝日麦酒は同
年3月に 「全糖三ツ矢サイダー」,感購麦酒は同年4月に 「 純 糖 キ リ ン
レモン」を発売していった。しかしその後も,全糖ものとは別立てで,人
工甘味料と砂糖を混用した三ツ矢サイダーとキリンレモンが, 暫く製造 ・
販売され続けていたようである。 キリンレモンでは, l958 (昭和33)年6
月に人工甘味料入りの併用品が中止され純糖品に一本化されたが, 三ツ矢
サイダーでは, l969 (昭和44)年まで人工甘味料との混用品が製造されて
いた2 3 ) o
しかし, キリンビバレ ッジの社史にも 「キリンジ ュースも順調に毎年販
売箱数を伸ばしたが, 反面キリンレモンの売上に影響を与え, 昭和30年以
降キリンレモンの不振が続いた」 24) と記されているように, 戦直後そし
てl950年代という時代は, 規制緩和を契機とした果実飲料の新商品の投入
こそが清涼飲料業界のエポック・メイキングをなし,清涼飲料≒果実飲料
という構図が形成されていった時代であった。
20) 「Asahil00」. 275頁を参照。
2 l ) 「キリンビパレ ッジ社史」, l0買を参照。
22) 「サ ン ト リ一社史 I[』 に 掲 較の年表を参照。
23) 「Asahil00」,275頁および「キリンビバレ ッジ社史」,l0頁を参照。
24) 「キリンピバレ ッジ社史』, 9頁。
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(2) 外国清涼飲料会社との提機一 1956年から1962年頃まで一
こ う した果実飲料の興隆の要側では, 高梨仁三郎氏らの手によってコー
ラ飲料導入に向けた関係諸機関への働きかけが着々 と進められていた25) 。
そうして, ・ l956 (昭和3l)年ll月には,制限付きながらコーラ原液輸入が
認可され,同時に, わ が 国のコカ ・ コー ラ ポ ト ラ一第l号となる東京飲料
が設立された (当初は販売だけを認可されたゆえ. 厳密にはポトラーではなく販
社である)。 当初はコーラ飲料輸入の反対派に回つていたビール ・洋酒大手
各社であったが, ひとたび輸入が認可されると, こうした自由化の動きを
ただ特観しているわけにもいかなくなり, 外国の有力清源飲料会社とのフ
ランチャイズ契約や販売契約へと乗り出した。
まず, l 9 5 6 (昭和3l)年l0月,わが国ぺプシコー ラ ポ ト ラ一第 l 号 と な
る日本飲料㈱(本社は,千代田区有楽町lのl)が設立され,朝日麦酒の山
本為三郎氏が, 同ポトラーに出資し代表取締役に就任した26) 。次いで,
l957 (昭和32)年l月, 日本麦酒は,以前(l953年7月)から観詰め生産委
託関係があったカナダドライ社との合弁で国際飲料㈱ (資本金は500万円で,
出資比率は日本表酒が5l% ,  カナダドライ社が49%) を設立し, 日本麦酒が受
託製造したカナダドライ各種商品の米駐留軍向けの販売と, 日本人向けに
25)詳細については, 『東京コカ・ コー ラ  ポトリング社史」ほか, 日刊経済通信
社「酒類食品人物シリーズ私のアルバム第1巻」 同社,l985年,宮本博夫
「コカ ・ コー ラへの道一義戰と忍動と先見でコークの時代をひらいた高製仁三郎
ー」 かのう書房, l994年などを参照。
26)食品新聞社「食品手帖 清涼l飲料水編」によれば,日本飲料の設立は,l957
(m和32)年l l月となっているが(3 l買),的帝國典信所蔵版「帝國銀行會社
要録」 昭和32年版行によれば. l956 (略和3l)年l0月となっている (605買)。
また,ぺプシコー ラ ポ ト ラ一関係者の提供資料でも,l956 (解和3l)年l0月
となっているため, ここでは 「帝國銀行會社要録」 の記述に従う。 しかし,,
「Asahil00」 をみると, クリフォード・ウキルキンソンタンサン拡泉会社
とのバヤリースオレンジとウキルキンソンタンサンの販売提携については詳
述されているものの, 日本飲料への出資については全く般れられておらず,,
もってぺプシコー ラへの出資は, 山本為三郎による個人的投資であった可能
性が高い。 とはいえ,朝日表酒とぺプシコー ラの間には,ビジネス上,何ら
かの関係があったと察せられる。
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「カナダドライ ジンジャーエール」 をビール販売紹を利用して販売し始
めた。また, l 959 (昭和34)年からは,国際飲料が,カナダドライ の国内
向けルー トセールスを開始した27) 。
翌l960 (昭和35)年9月,威購麦酒は,大阪府,京都府,兵庫県を販売
テ リ ト リ ーとする国内2番日のコカ・ コーラ ポ ト ラ ー ・ 近畿飲料㈱(現,
近設コカ ・ コー ラ ポ ト リ ン グ ) に 出 資 し た28) 。寿屋は,l958 (昭和32)年3
月に 「サ ン ト リ ー ジ ン ジ ャ ーエール」を製造発売した後,l960(昭和35)
年8月にアメリカで3番手のコーラ飲料 「ローヤルクラウンコー ラ」 を 擁
するローヤルクラウンコーラ社との間で, ローヤルクラウンコーラおよび
その他l者好飲料の:眠詰販売に関して提携し, 翌6l (昭和36)年4月にロー
ヤルクラウンコー ラの:戰詰およびルー トセールス販売を開始した。 翌62
(昭和37) 年ll月には関西地区での販売を担当する大阪RC販売l㈱, (大阪府
福島区), および関東地区での販売を担当する東京RC販売㈱ (東京都新宿区)
を設立し,また翌63 (昭和38)年4月には大阪飲料㈱(大阪府東淀川区)を
設立しコーラ清源飲料の:段1詰加工を行つた29) 。 ちなみに, 後で詳しく述
べるように, l963 (昭和38)年には,森永製菓も,サンキストグロワーズ
社と商標ライセンス契約を結び,l966 (昭和4l )年から 「サンキストオレ
ン ジ , グ レープフルーツ瓶入り」 (各35円)などを発売した3o) 。
かように, 当初は外国炭酸飲料の輸入の反対派にまわっていたビール ・
洋酒メ ーカーであったが, 外国炭酸飲料 (主に米国飲料) の国内販売の自
由化という流れに乗り運れまいと, 独自の判断から, 米国清涼飲料会社と
の提携を進めていった。 その結果として, 朝日麦酒=ぺプシコーラおよび
27) 「サッポロビールl20年史」, 4l0頁を参照。
28) 「威購表酒の歴史』,27l-272買を参照。
2 9 ) 『 サ ン ト リ一社史 n」掲載の年表を参照。ただし,的サン・アド 「やってみ
な は れ サ ン ト リ一7 0 年 I 』 サ ン ト リ 一株式会社,l969年,258頁の巻末に
掲成されている関係会社一覧によれば, 大阪RC販売の設立年月日は1966
(晒和4l)年8月l0日,東京RC販売の設立年月日はl966 (昭和4l)年8月23
日となっている。
30)森永製菓的「森永製菓l00年史」同社. 2000年(以下.「藤永製基l00年更」と略
記)に掲成の年表のl4-15頁を参照。
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ウキルキンソン, 威購麦酒= コカ ・ コー ラ, 寿屋=ローヤルクラウン, 日
本麦酒 =カナダドライという提携関係の構図が出来あがった。 そうして,
これら米国の会社との事業提携には, 商品・商標や製法の取得のみならず,
米国式のルートセールスやマーケティング技法の習得3 I ) という目的があ
ったと考えられる。
(3) 清涼飲料事業の子会社化一1963年から1972年頃まで一
次いで, ビール ・洋酒メーカ一各社は, 本業のビール ・洋酒事業から清
涼飲料事業を分離し, 専門組織のもとで清源飲料を扱う動きをとり始めた。
まず,l963 (昭和38)年4月,献購麦酒が,自動販売サービス㈱(本社は
東京都中央区) を設立し, 自販機を通じたキリンレモン, キリンオレンジ
の販売体制の構築に乗り出した。コカ ・ コーラ グ ループも関係してくる
話であるため, 自動販売サーピス㈱設立までの経緯をやや詳しくみておき
たいo
自動販売サービス㈱が設立される前年, 麒購麦酒の清涼飲料子会社であ
る近設コ カ ・ コー ラ  ポトリングと取引関係があった自販機製造会社ぺン
ド社から, 段購麦酒の高橋常務に対して自販機の売り込みがあった。 この
話を仲介したのは,近設コカ ・ コー ラ ポ ト リ ン グ 設 立 時 に , コ カ ・ コー
ラ社と感購麦酒の間の橋渡し役を買 つ てでた新三菱重工の牧田與一郎
常務32) であった。しかし, altE毒麦酒内部では,コカ・ コー ラ や 三 ツ 矢
サイダーに比較して未だ知名度が低かったキリンレモンが, 果たして自販
機で売れるのかという心配が持たれたが, 逆に高橋常務は, 「自販機は新
しい市場の突破口になる。 これを活用して, キリンレモンの知名度を上げ
ろ ! 」 33) という積極的決断を下した。とはいえ ,自販機販売を事業化す
3 l )  例えば, ルー ト セールスのノウハウ獲得という目的に関しては. fサッポロ
ビールl20年史』, 4l0貢を参照されたい。
32)近發コカ・ コーラポトリング設立時における牧田常務の役割は,河野昭三・
村山貴俊『コカ ・ コー ラ vs. ぺプシコー ラ 』 ( ま は ろ l;「 l1ltlbf より発刊:f・定. 以下
「コカ - コーラvs. ぺプシコー ラ」 と 略 記 ) を 参 照。
33) 「キリンビバレ ッジ社史』, l8頁。
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るまでには, 幾つかの間題を解決する必要があった。 そのlつは, 初期の引
き抜き型の自販機(VF79)に, キリンレモンの容器として一般的であった340
meの大型理がおさまりきらないことであった(ただし . 鉄道弘済会など特殊
市場向けにl80me小觀サイズも販売していた)。 このサイズ不適合を指摘したの
が,近設コカ ・ コーラポトリングに出向し,自販機の取り扱い経験を持
った若手社員であった。 しかし, 高橋常務は, それならば ;段を小型 (200
ma )に改良すれば良いと明快な解答を示した(l965年, 自販機向けに新しく
開発された小観サイズ「キリンレモンク レール」が投入された)。それに対して,
」9t1期麦酒内部においては, 自販機の導入のみならず, 小1段の設計, さ ら に
発注・製造や抵詰め機械の調整業務など多くの付加的な労力と投資が必要
と な り ,  ビール事業の片手間で処理できる仕事ではないというややネガテ
ィ ブな意見が出された。 しかし, 高橋常務は, それであれば新しい組織体
制をっくれば良いとし, ここに自動販売サービスの設立をみた。 自動販売
サービスは,東京,横浜,名古屋,大阪,神戸に営業所(所在は. いずれも
飲購麦酒の支店内) を設立し, 自販機を通じたフル・サーピス方式34) の販
売を展開した。 l967 (昭和42)年には,自販機ルートに加えて,東京と横
浜でレギュラールートセールス方式 (手売りルー ト )  が導入され, 同年6
月, 社名も自動販売サービスからキリンレモンサービス㈱に変更された35)。
なお, 上記のルー トセールスを開始するにあたっては, 既に同方式のノウ
ハウを蓄積していた兄弟会社の近設コカ ・ コーラ ポ ト リ ン グ で オ ぺ レー
タ ーの実地研修が行われた。 さらにその後 , l 9 7 l (昭和46 )年に,ビール
も清涼飲料もサッポロピールの独壇場になっていた北海道での営業強化に
向け, 感購麦酒とキリンレモンサービスが主たる共同出資者となり36) ,
34)自販機の設置にはじまり. 商品の充項,現金の回収,そしてメンテナンスま
で全ての業務を引き受ける方式をいう。
35)社名変更の理由は. 業務内容を明確に外部に伝え人材確保に資することにあ
った。ただし, 親会社の飲国表酒は, キリンの名称を使うことに強い抵抗を
感じていたという。 『キリンビパレ ッジ社史」, 30頁を参照。
36 )その他,株主には,明治屋=9 %, 日 本 清 酒 ㈱ = 8 %,的白方商店=l .5%,
杉商㈱= l .5%が名を:tlllねた。 『キリンビバレ ッジ社史」, 48頁を参照。
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清涼飲料販売子会社の北海道キリンレモンサービス㈱を設立した。
こうした麒蘭麦酒の動きに対して, ビール・洋酒各社は,追随の構えを
みせた。まずl964 (昭和39 )年に,サッポロビールは,当時,自販機の製
作に力を入れていた日立製作所との折半出資で, カッ プ式自販機の運営会
社である東京ぺンディング的と大阪ぺンディング㈱ (いずれも資本金300万
円 ) を 設 立 し た。 しかしながら,何れの会社も長くは存続できず, l967
(昭和42)年に大阪ぺンディング,l968 (昭和43)年に東京ぺンディングが,
それぞれ解散した37) 。 そうして, サッポロピールにおける今日の清涼飲
料事業の基礎となっていく のは, カナダドライ社との合弁の国際飲料のほ
うであった。サッポロピールは, l 966 (昭和4l )年, カナダドライ社側の
事情から,国際飲料に対する出資比率をl00%に引き上げ,カナダドライ ・
l、キ ョ 一飲料㈱として完全子会社化した。 暫くは, この体制のもとで販売
が行われていたが,サッポロビールは,l972 (昭和47)年,カナダドライ
のイメージ色に近いエ メラルドグリーンの松を採用した「リポンシトロン」
など各種清涼飲料を発売し, カナダドライ ・ ト キ ョ 一飲料の流通細を使つ
て販売しようと試みた。 これに対して, カナダドライ社側が, カナダドラ
イ ・プランド以外の取り扱いを認めないとの判断を下したため, サッポロ
ピールは, l973 (昭和48)年3月, カナダドライ社とのフランチャイズ契
約を解消し, 翌4月にカナダドライ ・ ト キ ョ 一飲料を東京リポン飲料㈱に
改組した。 さ ら に, 先に述べた北海道キリンレモンサービス設立への対抗
措置であろうか,l975 (昭和50)年l月,北海道の札幌,小轉地域を中心と
したルー ト セールス展開のために新会社・サッポロリポン飲料を設立し
た38) o
サントリー(l963年3月に寿屋から社名変更)は,l972 (昭和47)年2月,
サントリーグループの食品事業を扱うサントリーフーズ㈱を設立し, これ
37) 「サッポロビールl20年史」. 532頁を参照。
38) 「サッポロビールl20年史」, 529-530貢を参照。
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以降, 同社がサントリーグループの清涼飲料の営業活動を継承した。 これ
に伴い, サントリーは, 同年3月末にローヤルクラウン コー ラ 社 との販売
提携を解消し, 同年4月からはサントリ ーフーズの営業開始に合わせて
「サ ン ト リーコーラ」を投入した39 ) 。
また,朝日麦酒は,l972 (昭和47)年3月に,« 船三ツ矢ぺンディング
(払込資本金4,000万円. 授権資本l億6,000万円)を設立し,翌月,朝日麦酒か
ら清源飲料水のぺンディング業務を移管した4o) 。 ちなみに, 山本為三郎
を通じたぺプシコーラ ポ ト ラ一日本飲料との関係にっいて, 『帝國銀行会
社要録』 の昭和38年版以降では, 取締役または株主のなかに山本為三郎の
名前を見出すことができない4 l ) 。 ただしこれ以降も, 販売面において,
朝日麦酒とぺプシコーラ との間で協力関係が持たれることもあった42) 。
以上でみてきたように,ピール ・洋酒各社は,本業のアルコール事業か
ら清涼飲料事業を分離し, それを専門的に扱う組織体制の整備に取りかか
った。 また, 朝日麦酒のバヤリー スとウキルキンソンタンサンおよび職購
麦酒のコカ・ コーラを除いて,サントリー,サッポロの各社は,ルー ト セー
ルスなどノウハウの習得が一応達成されたうぇに, ローヤルクラウンコー
ラ, カナダドライなど各社取り扱いの外国飲料の売上停滞, さらには提携
相手先との意見の衝突などから, 外国清涼飲料会社との提携関係を一部な
いし全面解消していった。
(4) 製品および事業の多角化一1973年から1988年頃まで一
ビー ル ・ 洋 酒 メ ーカ一各社は, 前期間(l960̃ l975年) に立ち上げた清
涼飲料販売会社の組織整備を継続するのと同時に, 製品および事業の多角
39) サ ン ト リ ーフーズHP (www.suntorylooas.co.jpに掲成) の企業沿革, 串間 f日
服研究家特集清源、飲料水』に掲破の年表,および日刊経済通信社『酒類食
品産業の生産・販売シェア』昭和49年度版,27l買を参照。
40)アサヒ飲料HP (www.asannnryo.co」pに相載) の沿革を参照。
4 l )  「帝國銀行会社要録J の昭和38年版行以降を参照。
42) 朝日麦酒とぺプシコー ラの共同販売プロジ ェ クトの詳細は. 「コカ - コー ラ
vs.ぺプシコー ラ」を参照されたい。
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化を進めた。
まず,1973 (昭和48)年7月,朝日麦酒が,住友商事と ビザハッ ト と の
合弁で,日本ビザハ ツ ト㈱(その後,アサヒビールビザスタジオ㈱に改商)を
設立した43) 。ビザ事業は,あくまでも食品部門の事業多角化の一環であ
ったが, ビザハ ツ トの各店舗が清涼飲料の販路として機能することから,
清涼飲料事業にも少なからず関係があった。ちなみに,ビザハ ツ トは, 米
国ぺプシコ社のレス トラン事業傘下のファ ス ト ・ フー ド店であり44) , こ
こでも依然として朝日麦酒とぺプシコー ラ との紐帯が窺える。
次いで,l976 (昭和5l)年,威購麦酒が,食品・飲料缶詰の製造を手掛
ける長野トマト㈱と業務提携(3月), さらに乳製品の知識を持つた小岩
井農政㈱とも業務提携を交わし小岩井乳業㈱の設 立 ( 6 月 )  に乗り出し
た'5) 。 また,飲購麦酒は,l979 (昭和54)年に 「 キ リ ン メ ッ ツ」 と い う 炭
酸飲料を発売し,ある程度のヒ ットに築がった。また,酸蘭麦酒は,朝日
麦酒のビザハット事業参入への対抗措置であろうか,l973 (昭和48)年,
米国のビザショップのシェーキーズおよび三菱商事との合弁で日本シェー
キーズを設立(9月) した。 なお,キリンレモンサービスは,l983 (昭和
58)年から日本シェーキーズとのフランチャイズ契約に基づき・ シェーキー
ズ ・ ビザパーラーの出店を開始した46) 。そのほか,キリンレモンサービ
スでは,関連事業分野への多角化として,l979 ( 昭 和 5 4 ) 年 6 月 , オ フ ィ
ス コーヒー サ ービス事業を本格的に スタートさせた。製品関連の多角化
では,l984 (昭和59)年 「嘉福鳥龍茶」を発売し,さらにl986 (昭和6l )年
「午後の紅茶」を投入した47) 。
サ ッ ポロビールは, 伸び個む清源飲料事業の再生を日指し, 製品とプラ
43)『Asahil00」 に掲破の年表を参照。
44)河野昭三・村山貴俊『神話のマネジメント」 まほろば番房,l997年を参照。
4 5 ) キ リ ン ビール株式会社広報部社史組基室「キリンビールの歴史〔新戰後ia)」
同社, 1999年の資料集lS較の年表を参照。
46) 「キリンビパレ ッジ社史』, l04頁を参照。
47 )キリンビバレ ッジHP (www.oeveralge.co.jp)に掲載のヒストリーおよび 「キ
リンビバレ ッジ社史」の年表を参照。
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ンドの多角化を積極的に進めた。 まず, l977 (昭和52)年から, リポンブ
ランド内での製品多様化に取り組み, 例えば 「リ ポ ン グ レープフルー ツ
250g缶」,「リポンうめ20250g缶」 (いずれも3月発売), 「リポンオ レンジ
果汁50% 」 (東日本限定, 6月発売), 「リポンコーヒ一 200m」e戦, 250g缶」
( l l月発売)などを発売した。 また,それ以前のl973 ( 昭 和 4 8 ) 年 l 月 , 藤
田観光との折半出資で, ㈱日本水質研究所 (資本金2,000万円) を設立し,
ミ ネ ラ ル ウ ォ ー ター 「No. l 」を発売していた(ただし. この時期のミネラ
ル ウ ォ ー タ ーは , 主 に ウ ィ スキーの水割りなどの用途であった)。198l(昭和56)
年に, 更なる製品多角化に向け, リポン単一プランド体制を改め, 複数ブ
ランド体制を構築するため, 「サッポロビヤーズ」 と 「プラ スアルファ」
という清涼飲料の新プランドを立ち上げた。 両プランドのもとで, 新製品
が次々と投入されたが, いずれも販売不振から短命に終わった。つまり,
サッポロビールは, 願客層の拡大に資する製品多様化の必要性を察知した
時期に関して, 決して他社に運れをとってはいないが, それをなかなか結
果に結びつけられなかったといえよう。そうして, この時期を境に,サッ
ポロビールは, 清涼飲科のプランド政策や製品開発政策に関して, 他社に
徐々に運れをとり始めた。
また, l987 (昭和62 )年8月,サッポロビールは,円高を利用した輸入
清涼飲料に着手し, 高砂香料工業㈱を契約相手として米国ハンセンフーズ
社と生産委託契約を締結するが, ハンセンフーズの技術力 (缶容器の品質
の低さ,など)や生産計画(多品種少量生産体制の未整 1前 , な ど ) に 間 題 が あ
り当初の思惑が外れたうえ, その後ハンセン側の経営が大きく傾いたため,
同契約は短期間(l988年l0月)で打ち切られた。その後,l989 ( 平 成 元 ) 年
6月,国内の㈱ ジ ー ・ エムを代理店として海外製造委託を行うものの,輸
入清涼飲料の安売りイメージを払試できず失敗に帰した48) 。
サ ン ト リ ー は , l 9 8 0 (昭和55)年, ノースカロライナ州のぺプシコ系ポ
トラー(PepCom Industries,Inc.)を買収した。 今から振り返ると,このぺ
48) 「サッポロビールl20年史』. 53l頁, 627-63l頁. 633買を参照。
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プシコポ ト ラ ーの買収こそが,後の日本市場でのぺプシコ社とのマスター
フランチャイズ契約への伏線になっていたといえよう。 翌l98l (昭和1ll6)
年, 大塚製薬が前年発売したポカリ スエ ッ ト への対抗品として「NCAA」
という米国のスポーツドリンク ( 6 月 ) ,  またロングセラ 一商品になる
「サ ン ト リ 一烏龍茶」を投入し (l2月), これまでの果実飲料中心の製品
政策を, 多様化の方向へと転換していった49) 。
また,折からの缶コーヒープームを背景として,とりわけl987 (昭和62)
年頃を境に,ビール ・洋酒各社は, 一斉に新プランドの缶コーヒー, 例え
ばアサヒ「NOVA」,キリン「J IVE」 ,サッポロ「Bean s」 ,サントリー
「west」 などを投入していったことを付言しておく必要があろう。
さてこれまで, 各社の清涼飲料事業の展開を述べるにあたって, 基本的
に本体の名称,例えば朝日麦酒,威購麦酒, サ ッ ポ ロ ビー ル , サ ン ト リ ー
を用いてきた。すなわち,この時点において,各社は,アルコールとは別
に清涼飲料向けの販社を持つ ていたが, それら販社は, 清涼飲料の企画,
開発, 製造, 販売に至る全機能を一貢して取り扱うわけではなく , 文字通
り販売のみを担当する会社という位置づけであり, 販売以外の機能と重要
な政策決定にっいては, 依然として本社側が掌握していたと考える。 言い
換えれば, 清涼飲料事業は, 依然として本業アルコールの付随的事業とい
う位置づけであったといえよう。 しかし, 1980年代半ばから後半にかけて,
各社の清涼飲料事業において, 幾つかの組織体制の変更がみられた。
まず,朝日麦酒は,l982 (昭和57)年に三ツ矢フーズ0ll1lを資本金9,000万
円で設立し,同社が,三ツ矢ぺンディングの営業を継承した。 さらに,
l984 (昭和59)年,北海道三ツ矢フーズ㈱が設立された。次いで,l987
(昭和62) 年, 三ツ矢フーズがアサヒビール飲料的に社名変更され, その
後, 西日本アサヒビール飲料㈱(l987年6月営業開始), 東海アサヒビール
49) サ ン ト リ一記者発表資料 「サントリー・米国ぺプシコ社 日本での業務提携
に基本合意J,l997年l0月3日付およびサントリーフーズHPの企業沿革を参
照。
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飲料 (l988年l月営業開始), 九州アサヒビール飲料 (1988年l月営業開始),
北海道アサヒピール飲料 (l988年l月に北海通三ツ矢フー ズl㈱から社名変更)
など地域別販社が順次設立された。 さ ら に , l 9 8 8 (昭和63)年l l月,清涼
飲料の製造を担当するアサヒビール飲料製造㈱が設立され, アサヒピール
飲料製造Ct1lの柏工場 ( l 989年l月) と明石工場(l99o年 l 月 ) が 発 足 し , こ
こに清涼飲料事業の機能的一本化に向けた下地が形成されていった -m ) 。
麒朗麦酒は, 清涼飲料販社キリンレモンサービスの新規事業として,
l98l (昭和56)年に店頭陳列などの販売促進事業を行うフ ィ ールドマー ケ
テ ィ ングサービス事業, l985 (昭和60)年に酒販店向け レジスタ一設置や
メンテンスを行う0A事業を開始した。また, l 987 (昭和62)年,サンズ(用
という新会社を設立し, そこに レスl、ラン事業を讓渡した(後に, レスト
ラン事業は, l㈱キリンフーズサービスとして欧国表酒の子会社となる)。 l988 (昭
和63)年には, キリンレモンサービスをキリンレモン㈱に商号変更し ( 4
月) , 次いで麒麟麦酒, キリンレモン, 北海道キリンレモンサーピス3社
の共同出資で, Clllキリンビジネ スシステムを設立し, そこにキリンレモン
サービスの傘下に置かれていた0A事業部門を営業讓渡した (5月) 5 l ) 。 す
なわち, こ う し た一連の動きは, キリンレモンサービスから清涼飲料以外
の業務を切り離すことで, 同社が清涼飲料に特化できる体制の構築を意味
した。
サ ッ ポロピールは, 業界の売上成長を下回る自社の業績を反省し, l979
(昭和54) 年, 「ビールと飲料水は当社を支える車の両輸である」 との認識
を 示 し , 同 年 を も っ て 「飲料水元年」 52 ) と位置づけ,飲料水拡販に注力
することを宣言した。 サ ッ ポロビールは, 同年l月に, サ ッ ポロピール東
京支店が持つ ていた東京都内の清涼飲料の販売権を東京リポン飲料に移管
し, 次いでl985 (昭和6o) 年 6 月 に ,  東京リポン飲料と北海道のサ ッ ポ ロ
5 0 ) ア サヒ飲料HPの沿準を参照。
5 l ) キ リ ン ビ パレ ッ ジ H P の ヒ ス ト リ ー お よ び 『 キ リ ン ビ パレ ッジ社史』 の年表
を参照。
52) 「サッポロビールl20年史」,627頁。
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リポン飲料の合併によって新たにサッポロピール飲料el1l (資本金3億円,本
社は東京)を設立し,清涼飲料の販売機能の統合を図つた。 とはいえ,新
設されたサッポロビール飲料は, 東京本社, 札幌支店のほか首都圏に6當
業所(東京中央,恵比寿,立川,川ロ, 横 浜 , 厚 木 ) を 持 つ ていたが,同社が
担当する販売量は, サッポロビール全体の清源飲料販売の30%強 (l985年
時点) に過ぎず, 販売一本化にはほど違い状況であったといえよう。 また,
サッポロビール本体では,l986 (昭和6l )年に,営業,製造,事業開発,
研究開発の各部から要員が招集され飲料食品部が新設され, さらにl988
(昭和63) 年には, 流通政策革新という日標を掲げ台頭著しい量販チェ ー
ン,3)  と商談をおこなう量販部を, サッポロビール本社の食品事業部内に
設置した,。t)。 かように, サッポロビールでは, 飲料子会社・サッポロビー
ル飲料への清涼飲料業務の移管は, 首都圏ならびに北海道という一部地域
の販売のみに限定され, また清涼飲料に関する多く の機能は依然として本
社側で掌握されていたと考える。 外部から見る限りにおいては, 清涼飲料
販社・サッポロビール飲料と本体・サッポロビールの組織上の線引きは不
明瞭であるばかりか, それぞれの組織が担当する仕事も重複していたとい
え よ うo
これに対して, 清涼飲料事業の移管と集中を最もシンプルに進めたのが,
サントリーであった。同社では, サ ン ト リ ーの食品事業を担うサントリー
フーズのもと, 清涼飲料事業と食品事業の拡張が図られ, 清涼飲料では
「はちみっレモン」 ( l989年4月発売)や 「鉄骨飲料」 (l989年l1月発売)など
比較的注日を浴びた商品を市場に送り出した。 また, 清涼飲料の多様化の
ほか, 食品事業として烏龍茶始(l986年ll月)やパスタソース (l987年4月)
などを手掛けた55) 。
53) この時点で, サッポロビールにおける清涼飲料販売先別の売上成長率は. 前
年比で酒販店2%增, 自販機l7%增, 量販店60%增であった。
54) 「サッポロビールl20年史』,632-634頁を参照。
5 5 ) サ ン ト リ ーフーズHPの企業沿革を参照。
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(5) 清涼飲料子会社の分社化一1990年から2002年頃まで一
l990 (平成2) 年を境に. ピール ・洋酒各社は, 本体からの清涼飲料事業
の切り離しに取り掛かった。 つまり, 清涼飲料事業を子会社に移管し一本
化するという, いわゆる分社化の動きである。 これら分社化の意図は, 清
涼飲料事業をビールや洋酒事業に付随する単なる周辺事業と捉えるのでは
なく,販売機能はもとより,製品開発,製造,宣伝・広告など清涼飲料関
連の全機能を子会社へ と移管したうえで, 本体およびグルーブ内に利益を
もたらす連結子会社として強化することにあったと考える。 さ ら に, 清涼
飲料子会社それ自体も株式公開を実施し, 財務経営の機動性と柔軟性を高
めるのと同時に, 本体からの財務的な独立を目指すという狙いがあったと
い え よ う。 かように, 清涼飲料子会社の独立性が高まれば, 新製品開発や
マーケティング政策などに関して本体にいちいち上申する必要もなくなり,
意思決定が迅速化され, ひいては競争優位性の構築にも資することになろう。
まず,キリンレモン社は,l990 (平成2)年l月に,開発研究所を威解麦
酒から取得した。翌l99l (平成3)年1月には,飲国麦酒から清涼飲料事業
部門の営業讓渡を受け, これに伴いキリンレモン社からキリンピバレ ッ ジ
㈱に商号変更された。同時に, アメリカのトロビカーナプロダクツ社と共
同出資で, 果実飲料の製造販売をおこなうキリントロビカーナ㈱(資本金
4億8,000万円)を設立した。同年l2月には北海道キリンレモン ・ サービス0ll1l
を子会社化し, さらに翌l992 (平成4)年3月には鶴舞工場が竣工した56) 。
アサヒビールは, l990 (平成2 ) 年 9 月 ,  西日本アサヒビール飲料, 東
海アサヒピール飲料, 九州アサヒビール飲料の3社をアサヒビール飲料に
統合し, 同年ll月にアサヒビール飲料の資本金をl0億円に增資した。 さ ら
に , 翌 l 9 9 l ( 平 成 3 ) 年 l 月 , ア サ ヒ ピ ー ル 飲 料 は , ア サヒビール本体か
ら飲料水卸業務を引き継ぎ, ここに新アサヒビール飲料が誕生した。 次い
で, l 9 9 l ( 平 成 3 ) 年 8 月 に 北 陸 ア サヒビール飲料製造㈱が設立され,
56) キリンビバレ ッジHPのヒストリーを参照。
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l994 (平成6 )  年3月に北陸工場が城工された。 l995 (平成7) 年l2月には,
北海道アサヒビール飲料の営業全部が, 新アサヒビール飲料へと譲渡され
た。そのうぇで,l996 ( 平 成 8 ) 年 7 月 に は , 新 ア サヒビール飲料が,ア
サヒビール飲料製造と北陸アサヒビール飲料製造を吸収合併したうぇで
(資本金l4億4,500万円に增資), 新アサヒビール飲料内に飲料研究所を設置
し, これによって新アサヒピール飲料は販社からメーカーとなり, 商品開
発→製造→販売という清涼飲料事業に関する一貫体制を擁する組織になっ
た。 これに伴い, 新アサヒビール飲料は, 社名を現在のアサヒ飲料0ll1lに改
商し, 同年l2月には資本金を35億5,906万円に增資した57) 。
サッポロビールは,l990 (平成2)年に,大阪・札幌両支社に飲料営業
部を設立し, また清涼飲料を担当する部署の名称を食品事業部から飲料事
業部に変更した。次いで,サッポロビール本体は,l993 ( 平 成 5 ) 年 5 月
までに, サ ッ ポ口ビール飲料がカヴァーする東京・横浜など首都圈6支社
と大阪支社がカヴァーする神戸・ 京都両支社を除く全国l0支店に, 飲料営
業部を設け,清涼飲料営業体制の一層の強化を図つた581 。同社の社史で
は, この改組をもって全国的な販売体制の整備が完了したと判断されてい
るが,サッポロビール内の飲料事業部とサッポロビール飲料には,カヴァー
している地域こそ違えど, 販売 ・営業機能を2つの組織が担つ ているとい
う意味で機能上の重複があり, 他社に比して清涼飲料事業に関する組織の
一本化が進んでいないように思われる。
その後,サッポロビールは,l993 ( 平 成 5 ) 年 l 月 に , サ ッ ポ ロ ソ フ ト
ド リ ン ク ス㈱を設立し, 同年4月には, サッポロビール神奈川工場と飲料
開発研究所をサッポロソフトドリンクに移管した。 そのうぇで, 同年8月,
サ ッ ポ ロ ソ フ ト ド リ ン ク スが, サッポロビール飲料を吸収合併し, 新会社
を サ ッ ポロビール飲料㈱とした59) 。 これによって, サ ッ ポ口ビール飲料
57)アサヒ成料HPの沿革を参照。
58) 「サッポロビールl20年史』. 632買と745買を参照。
59) 「サッポロビールl20年史」. 747頁を参照。
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は, 旧サッポロビール飲料が管轄した首部圏での販売機能に加え, 製造機
能 (神奈川工場)と開発機能 (飲料開発研究所)を擁するメーカーになった。
実は,サッポロビール は , こ う し た一連の改組を,清涼飲料事業の完全分
社化に向けた準備段階と位置づけており, またl993 (平成5)年には清涼
飲料部門で初の営業損益黒字化を実現していた。 しかし, 少なくとも外部
からみる限り, サッポロビールの清涼飲料事業をめぐる一連の改組は, 他
社に比して, 不明瞭かっ複雑である。 内部的な諸事情が優先されているが
ゆえに, 外部からは非常に理解しにくい動きを辿ることになったとも考え
られ, もしもそれが事実であるとすれば, かように内l旬的な組織では, 外
部経営環境の変化や競争激化の波にうまく乗れないことはいうまでもない。
サッポロビールの清涼飲料事業が, 同業他社に運れをとった理由が, こ う
した一連の複雑な改組から読みとれてしまう。
次いで, 各社は, 本体からの清涼飲料事業の財務的自立化を進める日的
で, 清涼飲料子会社の株式公開を実施した。 キリンビパ レ ッジは, l995
(平成7)年l月に東証2部,翌96 (平成8)年6月には東証l部に上場を
果たした。 こ の 間 , キ リ ン ピ バ レ ッ ジ は , キ リ ン ウ ー ロ ン 茶 「 鳳 凰 」
(l993年), キ リ ン オ レ ン ジ 「 き り り 」 (l994年),「キリンレモンセレ ク ト」
( l995年)などを投入したほか,l995 ( 平 成 7 ) 年 l 月 に 中 国の無錫市(無
揚市古連河飲料食品蔽との共同出資で無場載国飲料有限公司を設立), l 9 9 6 (平成
8)年3月に上海市(上海市錦江(集団)公司と共同出資で上海錦江感購飲料食
品有限公司を設立)にも進出したl;l') 。
アサヒ飲料は,l999 ( 平 成 l l ) 年 8 月 に , 一気に東証l部への上場を果た
し,資本金をll0億8,l68万円に增資した。 この間,アサヒ飲料は,混合茶
のロングセラ一商 品 「十六茶」 ( l993年3月) ほか, ノンシュガーコーヒー
「KAFE0」 (l995年4月), ノンシュガ一紅茶「アサヒTeao」 ( l996年3月),
新世代コーヒー 「WONDA」 ( l997年9月)などを投入した6 l ) 。
60)『キリンビバレ ッジ社史』,l82- l84頁およびキリンビバレ ッジHPのヒストリー
を参照。
6 l )  ァサヒ飲料HPの沿準を参照。
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なお, サッポロビール飲料は, 2002 (平成l4)年4月現在, 未だ株式公
開を実施するに至つ ていない。 既に述べたように, サッポロビール飲料が
株式公開する迄には, 首都圏, 関西国およびその他地域の販売機能の一体
化に加え, サッポロピール本体との間で清涼飲料事業に関する役割分担を
明確化するという, も う一段階の改組が不可欠となろう。
これに対し, サ ン ト リ ーフーズは,設立以降,組織体制に大きな変更を
加えることもなく,清涼飲料事業を強化していったと考える。 この間, サ
ン ト リ ーは, 他社が組織再編を模索しているのを横目にみて, ミネラルウ
ォーター 「南アルプスの天然水2 a PET」 (l99l年3月), 小 理 ド リ ン ク 「デ
カビタC」 (l992年3月), 缶コーヒー 「BOSS」 (1992年3月) ,さらに徴炭酸
飲料 「C.C.レモン」 ( l994年3月)など,何れも現在(2002年4月)まで残
存するヒ ット商品を次々と市場投入していった62) 。さ ら に , 清涼飲1料事業
の強化に向けた次なる一手として,サントリーは, l 997 (平成9)年l0月に,
米国ぺプシコ社との業務提携に基本合意し, 翌98 (平成l0 )年 l月からぺ
プシコーラを始めとするぺプシ・プランド4品目の取り扱いを開始した。
2002 (平成l4)年5月24日付『日本経済新聞」によれば,ビール・洋酒
メーカーは, 国内の清源飲料市場が飽和状態にあると判断し, 中国での清
涼飲料事業の強化を進めていた63) 。 同紙によれば, 中国の清涼飲料市場
は, 年間で約l5億ケースと日本市場とほぼ同規模であり (ただし, 日本の人
口は,中国のl0分のl), 価 格 にっいては,ビールの2元(約30円)に対して
清涼飲料は2.5元 (約37.5円) ̃ 3.5元(約52.5円)と少し割高になっていた。
ビール ・洋酒メーカ一各社は,中国市場に関して,今後の市場成長の潜在
力が大きいと判断していた。
アサヒビールは,中国最大手のビール会社・青島ビールとの合弁で,中
国市場向け清涼飲科事業を本格化し,200l(平成l3)年から試験的に販売
していた 「朝日烏龍茶」 に加え,2002 (平成l4)年春から紅茶飲料 「氷点
62) サ ン ト  リ ーフーズHPの企業沿革を参照。
63) 「日本経済新間」2002年5月4日付を参照。
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紅茶」, ジ ャ スミン味の緑茶「清爽緑茶」の販売を開始した。 販路は, ア
サヒビールがこれまで中国で開拓してきたピールの営業網を利用し, さ ら
にテ レビCMも実施することで,2002 (平成l4)年には,年間420万ケー ス
( l ケ ース=500lnePET x24本) の販売を計画していた。
キリンピバレ ッジは, l996 (平成8)年3月に設立された上海錦江飲蘭
飲料食品有限公司の製造ラインを改良し, PETポトルの充填速度を30%
引き上げたほか, 出荷增に備えて製品保管倉庫も增設した。 キリンビバレ
ッ ジ は , 主 力 商 品 「午後の紅茶」ほか,2002 (平成l4 )年から投入した
「生茶」で, 前年比2割增のl70万ケースの販売日標を立てていた。
サ ン ト リーは,上海の合弁会社を通じて,江蘇省や新江省で販路拡大し
て い く と い う。特に, ウーロン茶を中心に スーパーや観光地販売店向けの
営業を強化し, 前年比l0%増の4l0万ケースにまで売上げを伸ばす計画を
立てていた6') 。
以上,ビール ・洋酒系の清涼飲料会社の経営活動をみてきたが,そこに
は製品開発のみならず,組織改革, 事業多角化, 外国企業との提携さらに
新規市場開拓などに関して同質性を看取できた。 こうした同質的行動は,
市場での競争激化を招くと同時に, 最終消費者が同市場に関心を寄せる
契機をなし, 市場規棋そのものを拡大する力になってきたといえよう。 次
節では, 異業種から参入してきた幾つかの企業の参入行動や経営活動に目
を向けたい。
lV 異業種からの参入
さて, パッカー (缶詰業者) やぺンダー (自販機理営業者) という関連分
野のピジネス ・ プレーヤーの活動によって, 製造と販売の両面から, 清涼
64) サ ン ト リ ーの中国での清涼飲料事業に関する戦略と戦略発想に関しては, 松
下元則「アジアの経営物語(第2話) 上海・島電茶物語サントリーウ一ロン
茶が上海でヒ ットして定着するまで」「INSPIRER」2002年春号,l36- l47
頁を参照されたい。
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飲料ビジネ スの参入陣壁が著し く低下してきており, 異業種参入が盛んに
行われるようになってきた61,) 。 ここでは,医薬品, 食品,その他分野と
いう3つの分類を設け, それぞれの分野から異業種参入してきた企業の歴
史, および経営戦略や組織について検討する。 なお, 全ての異業種参入企
業の動向を分析することは, 資料の制約から困難であり, ここでは大手企
業に焦点を絞つたうぇ, 特に社史や有価証券報告書などを用いて事業史を
ある程度正確に把握できる企業だけを取りあげることにした (図表4を参
照)o
(1) 医薬品産業からの参入
前著 『神話のマネ ジ メ ン ト 』  および河野昭三教授 『ビジネスの生成』 の
なかでも記されていたように, そもそも清涼飲料は, 医学的処方に使われ
た鉱泉水に起源を持ち, また飲み水を媒介にしたコレラなど伝染病の予防
に効果を発揮していた時代があった。 20世紀を代表する清涼飲料コカ ・
コー ラ も , 開 発 者 ジ ョ ン ・ S ・ ぺンバー トン (John S. Pemberton)は,そ
もそも持病の頭痛を緩和する薬として開発しており, 開発当時に医薬成分
として注日されていた コカインの含有を特徴とした(その後,脱コカイン処
理が施されたことはいうまでもない)。 もちろん,その後は,法的さらに社会
通念的にも, 清涼飲料と医薬品は, それぞれ異なる機能を有する商品とし
て区別されていくことになる。 しかし,近時に至つ て,清涼飲料に対する
消費者の健康志向の高まりを受けて, 清涼飲料と医薬品との距離が再び縮
ま りっつある。 ここでは, まず医薬品業界からの異業種参入として,大塚
製薬とダイドードリンコを取りあげ, 各社の事業展開史や経営戦略の特徴
を明らかにしたい。
65)パッカーやぺンダーの役割と,それによる参入陣壁低下の詳細については・
村山 「現代わが国満涼飲料ビジネ ス」 を参照されたい。
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ポカリスエ ッ トの投入によって清涼飲料業界の上位に躍進した大塚製薬
㈱は, その社名から容易に想像できるように, もともとは医薬品会社であ
った。現在, 大塚ブランドの清涼飲料の販売は, 大塚製薬とその関連会社
の大塚ぺバレジ㈱がおこなっており, 後者の大塚ぺバレ ジは, 清涼飲料の
なかでも 「JAVA TEA」, 「ネ スカフェ」,「 ミ ロ 」 など嗜好飲料の販売を
担当している。 なお, ここでは, 大塚製薬と大塚ぺバレ ッジの区別を敢え
て明確にせず, あくまで大塚製薬の清源飲料事業として両社を一括し, そ
の歴史と戦略を検討していきたい。
オロナミンCの投入 大塚製薬は, l92l (大正l0)年, 大塚武三郎氏に
よって大塚製薬工業として設立された。 特に注射液の製造販売で成長して
きた企業であり, この経口点滴液の技術が,後にポカリ スエ ットの開発に
活用されたことは有名な話である。
l965 (昭和40)年,清涼飲料水 「オロナミンC」 を発売することで,大
塚製薬は,清涼飲料ビジネ スに参入した。 しかし実をいうと, オロナミン
Cは, 当初は清涼飲料を意図して開発された飲み物ではなかった。 もとは,
1962 (昭和37)年3月に大正製薬Cl1lが発売した薬用ドリンク 「リポビタン
D」 への対抗品, すなわち医薬品としての開発が意図されていた。
ちなみに, 大正製薬リポビタンDは, 小売価格l50円, 卸売価格l05円と,
当時としては比較的高価なドリンク剤として世に出されたが, 当初は値段
の高さに加え, 消費者はもとより小売業者の薬局・薬店にさぇもドリンク
剤の製品コンセプトがうまく伝わらず, 売上が思うように伸びなかった。
しかし,①薬局 ・薬店の重視(ワシの会の組織化),②冷蔵ショ ーケー スの
66) 以下の記述は, 特に注記のない限り, 大塚製薬HP (wwwotsuka.co」pに掲校).
片岡寛『拡大する栄養ドリンク市場』中央経済社,l998年 (以 -ド. lL岡 「拡大
する栄義ドリンク市場」と略,lE) , 片 山 又一郎 『 大 塚 製 薬 ヒ ッ l、商品開発戦略」
評言社,l987年(以下, 'L山 「大塚製薬 ヒ ッ l- 商品開発職的」と9a記) ,片山又一
郎「大塚製薬飲む松維「ファイプミニ」の奇跡」評言社,l989年などを参照。
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採用, ③巨人軍の王選手起用による宣伝大作戦, ④販売拡大を日指した生
産現場の特別体制,⑤l963 (昭和38)年3月の小売価格l00円への値下げな
どが奏効し, 徐々に売上げを拡大することに成功した。 また, その後,
l962 (昭和37)年l2月に中外製薬「グロンサンバーモント」,l963 (昭和38)
年3月に田辺製薬 「アスパラドリンク」,同年4月に武田薬品工業「ポリ
タンD内服液」, 同年7月に大日本製薬「へルタスバーモント」, l964 (昭
和39)年2月に国辺製薬 「アスパラC」 など鏡合商品が次々に投入され,
小壜ドリンク剤市場も徐々に活気づいてきた67) 。
このような状況下,医薬品会社・大塚製薬は, ドリンク剤市場への参入
を試みた。 大正製薬の リポビタンDは, 薬は苦いという通念を打ち破り,
より美味しいアンプル剤を作ろうという発想から生まれた商品であったが,
ドリンク剤市場の後発となる大塚製薬は, さらに美味しさにこだわること
で他社から質的差別化を図ろうとした68) 。かくして,大塚製薬は, ド リ
ンク剤に炭酸を加えることにしたが, 最終的に炭酸を含有していたことが
原因となり, 医薬品としての許可が下りなかった。 しかし, 大塚製薬は,
「炭酸を抜いてまで医薬系栄養ドリンク市場に固執することなく , “うま
さ”を最後まで重要な差別化のポイントとして,  清涼飲料市場に日を向
け」 69) ていった。結局, この大塚製薬の味へのこだわり, さらに炭酸を
抜かずに逆に市場ターゲットを清涼飲料に切り替えた柔軟な姿勢こそが,
オロナミンCのヒ ットに築がることになった。つまり, オロナミンCが清
涼飲科と位置づけられたことで,その営業対象が,薬局・薬店など医薬品
ルートだけでなく, パン屋, 菓子屋, 酒屋など一般の清涼飲料を取り扱う
ルートにまで拡大し, 医薬系ドリンク剤よりも大きな市場そして多く の願
客を対象にできた。 大塚製薬は, オロナミンCの発売が契機となって,
67)大正薬品株式会社社史編集事務局「大正製薬80年史』同社,l993年,l97-
205頁を参照(以下,「大正製薬80年史」と的記する)。 各社の小觀ドリンク剤の
投入年月日は, 『大正製薬80年史』,l99頁の注を参照されたい。
68 )片山「大塚製薬ヒ ット商品開発戦略」,95-97頁を参照。
69 )片岡「拡大する栄表ドリンク市場」,l09買。
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「車にオロナミンCを積み込み, パン屋, 菓子屋, 酒屋など, 置いてくれ
そうなところは軒並み飛び込み, 試飲してもらう。 開拓に成功すれば, 後
は配送,集金はもちろん, デ ィ スプレー も引き受ける」 7o) な ど , コカ ・
コー ラ ポ ト ラ ー さ な が ら の ル ー ト セールスを展開していった。 さらに,
「このようにして, l軒l軒開拓していき, ある程度取引が継続するように
なると, それを間屋へ渡し, それ以降は間屋経由に切り換える。 … (中B各)
一直接小売店を開拓し, その取引実績をもって間屋を開拓していった」 7 l )
と い う。同じルートセールスとはいえ, 間屋の排除を旨とするコカ ・ コー
ラのルー トセールスとは異なり, 大塚製薬はルー トセールスを1e重l子にむし
ろ間屋との関係強化を図つていったことが分かる。 オロナミンCの販売を
通じて構築された一般ルー トや間屋ルー トとの取引関係が, 後にポカリス
エ ッ トの販売でも活用されたことはいうまでもない。
大塚製薬オロナミンCの発売当初の小売価格は, リポビタンDと同じ
l00円に設定され, l976 (昭和5l)年から大正製薬リポビタンDの宣伝・広
告に対抗して巨人軍の主力選手をテレビCMに起用し, かの有名な 「オロ
ナミンCは小さな巨人です」 というキャッチフレーズを生み出した。
ところで,大塚製薬は, l965 (昭和40)年のオロナミンC発売以降,
l980 (昭和55)年にポカリスエ ットが発売されるまで,清涼飲料に関して,
これといった新製品を投入していなかった。 また, ポカリ スエ ット発売以
降も,急激に製品多角化を進めたわけではなく 72) , l 9 8 8 (昭和63)年 「フ
ァ イ プ ミ ニ」,l994 ( 平 成 6 ) 年 「ワナナイト」の投入など,緩やかなぺ一
スで新製品を投入してきた。 しかも, 現在(2002年4月時点)に至 つ ても,
オロナミンC, ポ カ リ スエ ッ ト ,  フ ァ イ プ ミ ニなど何れの商品も市場に残
存しており, 宣伝・広告および販促活動も継続されている。 新商品を一度
投入すれば,それをじっくり大事に育て上げる大塚製薬の販売姿勢は,近
70) 片山「大塚製薬 ヒ ット商品開発戦略」, 100- l0l頁。
7 l ) 片 山 「大塚製薬ヒ ット商品開発戦略』,l0l買。
72)浅羽茂「日本企業の競争原理」98- l00頁を参照されたい。
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時の清涼飲料ピジネスでは,まさに稀有な存在といえよう。
経営方針の特異性 さて, ここで, 大塚製薬の経営方針について簡単に
触れておこう。同社の事業構成は,「医薬品分野」 と 「消費者製品分野」
とに大別される。 医薬品分野は, 病気の患者の健康回復のための医薬品の
開発と改良を目的とする。 他方, 消費者製品分野は, 最新のサイ エンスと
医薬品開発のノウハウを活用し, 一般に広く用いられる製品を創造し提供
することを日的とする。 当然, 清涼飲料は, 後者の消費者製品分野に分類
される。 消費者製品分野では, 食品摂取などの日常生活を通じて健康の維
持・增進 ・ 予防をおこなうNutmceuticals (ニュートラシューティカルズ)が,
基本的なビジネ ス ・ コンセプトであった。Nutmceuticalsは, nutrition (栄
1證補給)とpharmaceutical (医薬品)を合成した造語であり,まさに大塚製
薬が手掛ける食品や清涼飲料の市場ポジシ ョ ニングの特異性を的確に表す
言葉である。
しかし, 前掲の図表3に示されていたように, l990年代初頭にはコカ ・
コーラに次いで第2位の市場シェアを占めていた大塚製薬であったが, 近
時に至つ て, サントリーやキリンビバレ ッジなどビール ・洋酒系の強力な
ライバル達の台頭に押され, 徐々に順位を下げてきている。 最後に, 大塚
製薬が, 近時, 苦しい展開(競争優位の劣化) を強いられようになった原因
を推察しておこう。
第1の原因としては,近時の消費者の健康志向の高まりに対応して,競
合他社が, 健康関連の新製品を次々と投入することで, これまで大塚製薬
が得意としたNut,,aceuticalsの市場ポジションニングが浸食され, 大塚プ
ラ ン ドの製品差別性が徐々に薄れてきたことが指摘できよう。 例えば, 近
時 で は , サ ン ト リ ーのDAKARA,アミノ式,カテキン式,キリンビバレ
ッジのアミノサプリや903 ( ク エン酸と読む), アサヒ飲料のコンセプトサ
ン ,  また各種の健康志向茶系飲料などは, 大塚製薬が得意とする
Nutmceuticalsの考え方に近い商品といえよう。 
第2の原因としては, オロナミンCやポカリスエ ットに見られたように,
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新商品を投入し, それをじっ く りと育て上げていく大塚製薬独特の販売姿
勢が,近時の消費者行動や小売店の要求に適合的でなくなったことが指摘
で き よ う。 つまり, 新商品を頻繁に投入し, その目新しさで購買意欲を刺
激していかなければ,近時の消費者は, なかなか商品を選択してくれなく
なっている。また,大規模な宣伝・広告(マスメディア向けや街頭広告など)
や販売促進策 (ノぺルティグッ ズや懸賞など) と組み合わせて新商品を次々
に投入していかなければ73, ,自社商品を,コンビニエンス ・ ストアやナ
ショナル ・ スーパーの商品陳列棚に常時残していくことは困難になってき
ている。確かに,ポカリ スエ ッ ト は , 長 期 に わ た り , コンビニや スーパー
の定番商品として残存する息の長い商品ではあるが, やはり今日の激しい
プランド間競争を, ポカリスエ ットやオロナミンCなど数少ないブランド
だけで戦い抜くことは難しくなってきている。 こうした多様化の流れに対
処するために,近時の大塚製薬は, 日本ネ スレと提携し, ネ スレ缶コーヒー
と大塚のカロリーメイトを組み合わせたユニー ク な 商 品 ミ ッ ク スの自販機
を展開するなど, 徐々に新たな動きを取り始めている。
②ダイ ド ー ドリンコ
ダイ ドー ド リ ン コ㈱も, 医薬品からの異業種参入であった。 l975 (昭和
50)年l月,大同薬品工業㈱から,東京事業部,中部事業部,関西事業部,
営業本部さらに全国l7の営業所を引き継ぎ,ダイドー㈱(大阪市都島区. 資
本金2,000万円)が設立された。 そうして,同年ll月,同社の主力商品「ダ
イ ド ープレンドコーヒー」 が発売された。 ダ イ ド ーは,l970年代半ば以降
の缶コーヒ一市場拡大の時流に乗り成長してきた会社であった74) 。 近時
73) 漢羽教授は, 満源飲料の頻繁な新製品導入の原因の l  っをコンビニエンス ・
ストアに求め,「コンビニエンス - ス トアは. 3月と9月に期の品揃えを変
更するので. 多くの新製品はこの2つの月に導入される」 と記している。 浅
羽「日本企業の競争原理』,86頁。
74)特に注記のない限り,会社の歴史については,ダイドー ドリンコCl1l f第27期
有価証券報告 -雷」 (平成l3年l月2l日̃平成l4年l月20日)に1El節:の 「 沿 革 J ( 4
買 ) を 参 照。
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図表5 製品別販売実細(2001年度)
(販売実a単位:l0(l万円)
販 売  実 款 比 率
コーヒ一飲料 79,75l 56.0%
茶系飲料 l8,738 l3.2%
機能性飲料 9,672 6.8 %
I' リンク剤 8,433 5.9%
炭酸飲料 8,38l 5.9%
果汁飲料 7,923 5.6%
その他飲料 9,267 6.5 %
飲料資材 l l 8 0. l%
l42,287 100.0%
(出所) ダイドードリンコ0l 1l「第27期有価証券報告書」 (平成l3年l月2l日̃
平成I4年l月20日), l0買より転收。
(第27期;200l年l月2l日̃2002年l月20日) に至つ て も, 図表5にみられる
よ う に , 缶コーヒーは,売上構成の56% (連結ペース)を占める同社の基
幹商品となっている。
ダイド ー ドリンコの事業展開 さて, 以下ではダイドーの飲料事業の展
開を概観していくが,まずl978 (昭和53)年l0月,ダイド一商品を扱う特
約オぺレー ター (自販機運営事業者) を組織する 「ダイ ドーぺンディング共
栄会」を発足させた。 ここに,自販機中心の販 路 形 成 と い う , ダ イ ド一独
自のチャネル政策の嚆矢がみられた。 平成l3年度の 『事業報告書」 (第27
期) によれば, 同社の売上構成に占める自販機ルートの比率は約89%で,
対するコンビニエンスなど手売りルートはわずか約ll%であった (図表6)。
なお, 何故, 同社が, かように自販機依存型の販路構成になっているのか
という理由にっいては, 同社の経営戦略の内容とあわせて後で詳しく論じ
る。 しかし, 歴史的観点から一言だけ述べておくとすれば, ダイドーの販
売政策として缶コーヒーと自販機の組み合わせが採用されてきた理由は,
まさに同社が清涼飲料事業に参入した時代背景のなかに見いだすことがで
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図表 6 販路別の売上比率(2001年度)
(出所) ダ イ l ' ー ド リ ン コ(船 i'第27期事業報告1lul』 ( 平 成 l 3 年 1 J「1 21ll 一 平成l4年1 11
2o日 ) ,  4頁より転載。
き,すなわち1970年代半ばには缶コーヒー と自販機との組み合わせこそが,
当時の最先端の営業 ・ 販促方法であったからだといえよう。
l984 ( 昭 和 5 9 ) 年 , 同 社 の 商 号 は , 現 在の ダ イ ドー ド リ ン コ (採1に変更さ
れた。l991 ( 平 成 3 ) 年 4 月 , 奈 良 県 北1ei城郡に大同薬品工業第1工場を
新設し, 医薬品等 (飲用) の受託生産の本格的な取り扱いを開始した。 翌
l992 ( 平 成 4 ) 年 7 月 に は , 大 同 薬 品 工 業 が , 減 資 を 実 施 し ,  ダ イ ド ー ド
リンコの子会社にな っ た。 そ の 後 , l 9 9 8 (平成lo)年10月, ダ イ ド ー ド リ
ンコは, 医薬品を含めた総合飲料事業を本格推進するため, 大同薬品工業
の全株式を取得し完全子会社化した。 また, この完全子会社化に続いて,
l999 ( 平 成 l l ) 年 7 月 , 栄 発 ド リ ン ク の 生 産 力 を 增 強 す る 目 的 で , 大 同 薬
品工業第1工場に隣接し第2工場を新設した。 『有価証券報告書』(第27期)
によれば. 現在に至 つ ても,大同薬品工業 (資本金5,500万円)は,ダイド ー
ドリンコの100%所有速結子会社になっており, ダ イ ド ー ド リ ン コが販売
する医薬品, 医薬部外品, 清涼飲料表示のドリンク剤を製造販売する役割
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を担つ ている (後掲の図表7を参照)。
また, ダ イ ド ー ドリンコでは, 清涼飲料事業から他事業への多角化も進
められた。 l994 (平成6)年l0月スーパードラッグ事業, l 9 9 5 (平成7)年
6月カレーシ ョ ッ プ事業へと立て続けに進出したが, その後, 2000(平成
l2)年l月に不採算事業の整理によってカレー シ ョ ッ プから撤退した。 他
方, 本業の清涼飲料にっいても, 新たな事業体制の構築が図られた。 2000
( 平 成 l 2 ) 年 2 月 , ダ イ ドー ドリンコは, 田辺製薬㈱と業務提携し, 田辺
製薬の医薬部外品I、リンク剤「アスバラドリンクX」 を販売する一方 , 大
同薬品工業がアスパラドリンクXを受託生産することになった。 ところで,
ダ イ ド ー ド リ ンコがアスパラドリンクXを販売すると記したが,実はl999
(平成l1)年3月3l日をもって, 医薬品に分類されていたドリンク剤の一
部が医薬部外品となり, コンビニエンス ・ ストアやキョ スクなど一般小売
店でも販売できるようになった。 さ ら に , 2 0 0 l ( 平 成 l 3 ) 年 6 月 , 武 田 薬
品工業㈱と業務提携し, 武田薬品工業㈱の医薬部外品ドリンク剤「アリナ
ミ ン 7 」  を ダ イ ド ーの自販機で販売し, 同商品も大同薬品工業が受託生産
した。かように, ダ イ ド ー ドリンコは,医薬品会社という出自を活かして,
他の医薬品会社とドリンク剤に関して事業提携(販売,生産面)を進め,
自販機の商品ラインナップの充実と同時に受託生産業務も拡大していった。
確かに, これまで余りみられなかった缶コーヒー と 栄 養 ド リ ン ク 剤 と い う
組み合わせをもってすれば, 働く人々を対象に職場や駅などインドア・ ロ
ケーションの自販機サイトを開拓できるチャンスが広がる。
さ て , ダ イ ド ー ド リ ン コ は , 缶コーヒーや栄養ドリンク剤以外の清涼飲
料分野で,最近どのような動きをみせているのであろうか。近時,ダイドー
ドリンコでは, 缶コーヒーのほかに, 第 2 ,  第3の柱となる新製品の開発
育成が重要な経営課題とされていた。
新たな柱の候補のlつが,2000(平成l2)年5月に発売された海洋深層
水を使用した水分補給飲料 「MIU」 ( ミ ウ ) で あ っ た。 ダ イ ド ーは , M I U
の製造に際して, 2000 (平成l2 )年4月,  高知県室戸市に㈱タケナカとの
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合弁でダイ ド ー ・  タケナカビバレ ッジ㈱を設立した。 MIUは, 体液の浸
透率に近いとされる海洋深層水(室戸沖の水深374mから採取) の原水を4 %
使 用 す る こ と で , ナ ト リ ウ ム , カ ル シ ウ ム , マ グ ネ シ ウ ム , カ リ ウ ム な ど
のミネラル成分の体内浸透をスムー ズにし, 人工甘味料や保存料を使用せ
ずカロリーも低く抑えられた,  いわゆる健康志向の機能性飲料に分類され
る飲料であった。 さらに, リニューアルされたMIUには, 近時の癒しプー
ムにも対応し, 独自の製法を使つ て天然鉱石粉をシュリンク・ラぺルに加
工し, マイナスイオンを発生させる工夫が施された。 さ ら に. MIUに続
く第2弾が, 緑茶プームに対応した 「葉の茶」であった。 葉の茶の特徴は,
急須から淹れた本物のお茶の味を追求し . 他社が減過によって緑茶の透明
度を高めているのに対し, あえて緑茶の旨味や健康成分が多く含まれる濁
りにこだわった商品であった7') 。 しかし, MIUにせよ, 葉の茶にせよ,
商品コンセプト自体にはある程度のユニー ク ネ ス (uniqueness) が認めら
れるが, そうしたセリング・ポイントをいかに消費者に伝達し理解させる
のかという難間が残されているように思われる。 MIUのマイナフ、イオン,
葉の茶の濁りなど, 消費者の理解が行き届きにくい細部スぺ ックに拘り過
ぎることで, その差別化ポイントが消贊者に伝わり難くなるのではないだ
ろ う か。すなわち,サンl、リーDAKARAのように,広告・宣伝を通じて
機能的特徴を, いかに簡素かっ効果的に訴求できるのか‘6 )  を考えていく
必要があろう。
ビジネス ・ システムの態様 さて, ダイドー ドリンコのピジネ ス ・ シス
75) しかし, 2004 (平成l6 )年6月時点で. 葉の茶は. 製品コンセプトとして,
濁りではなく 「手揉み番味茶葉」をアビールしている。 なお. アサヒ飲料が
濁りをアビールした 「にごらせ旨茶」 を発売している。
76) DAKARAは,サントリーが生んだ ヒ ッ ト 商 品 で あ り , 「 摂 取 」 で は な く
「排出」 にこだわった新しぃ機能を追求するスポーツ飲料であった。 一見タ
プーとも思われる小使小僧が尿を排出するシーンをCMに用い, 排出機能を
見事にアビールしたとされる。 また. 商品のネーミングも, からだの並びを
入れ替え,DAKARAとした。 本商品の開発は, 女性社員が画i頭指fKを と っ
た。詳細にっいては. 鳥井道夫 「理を拓くマーケティングー サ ン l- り一流才
能の活かし方一』新潮0H!文庫,200l年を参照されたい。
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テムには, ある種のュニー ク ネスが認められた。 図表7は, ダイドー ド リ
ンコの製造 ・販売体制を示している。 まず, 製造活動に日を向けると, 栄
養 I、リンク剤は連結子会社・大同薬品工業, また海洋深層水関係の一部は
関連会社・ダイドー・タケナカビバレ ッジで製造されているが, それ以外
の清涼飲料はパ ッ カーへの外部委託(ただし, 容器などの資材はダイドー ド リ
ンコが調達)となっていた。 ダイドードリンコ「事業報告書』(第27期)に
は , 「ダ イ ドー ド リ ン コは飲料メーカーでありながら,自社工場を持たな
いフ ァプレス企業。『本物のおいしさ』にこだわった商品開発と消費者ニー
ズに的確かつスビーディーに対応する高品質な自販機オぺレーション体制
の構築に経営資源を集中し, 高品質なプランドイメージを形成しています
」 77l と記されており, 製造業務を外部化することで経営資源を商品開発
図表 7 ダイドー ドリンコの製造と販売体制
業 l 連;B子会tt
※ 2 日 l 会tt'11ti'分1国alll会tt
( 出 所 ) ダ イ ド ー ド リ ン コ㈱「第27期有価証券報告書」, 5買より転較。
77) ダイドー ドリンコ0l 1l f第27期事業報告書』, 4頁。
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および販売に集中投下する方針が打ち出されていた。他方,販売に日を向
けると,  製薬会社(受託製造製品の販売であろう), 食品間屋, コンビニエン
ス ・ ストア, 量販店などにも販売していたが, 既にみたように自販機を通
じた販売が全体の約89%を占めていた(図表6を参照)。 また, 自販機とい
う販路に関して, 自販機それ自体は全てリー スであり, その連営は全国
l40 ヵ 所の営業所が特約オぺレーターと共に直接管理する体制をとってい
た。 すなわち, 製造と販売いずれに関しても, 資産の大部分が外部化され
身軽な経営体制になっており, 「そのため, 設備投資などで大きな投資リ
ス クを発生させることなく, 安定した成長が可能。 有利子負債ゼロの安定
した財務基盤」 78) が実現されていた。 また,財務基盤については,200l
(平成l3)年8月に東証第2部への上場を果たし, 株式市場からの資金調
達も可能になった。
しかし,近時, コンビニエンス ・ ストアや24時間営業のスーパーなどが
台頭してきたことで自販機の販路としての有効性と将来性に陰りが出てき
たといわれている79) 。 とすれば, 自販機に過度に依存するダイドー ド リ
ンコのビジネス ・ モデルは, 今後いかなる影響を受けるのであろうか。 こ
こで, ダイドー ドリンコの今後の経営戦略を簡単に確認しておこう (図表
8を参照)。同社の経営戦略の要点として,「①自販機30万体制の構築,②
ドミナント戦略(自販機設置台数シェア30%を超える地域市場基盤作り), ③商
品ラインの拡充,④販売チャネルの拡大,⑤ローコストオぺレーションへ
の挑戦, ⑥環境間題への取組み」 が明示されていた。
まず,「①自販機30万体制の構築」 と 「 ② ド ミ ナ ン ト 戦 略」 は , ま さ に
ダイドードリンコの優位性である自販機を活用した市場開拓であり, 設置
台数の数;量的拡大に加え, l 台あた りの拡販が見込める有望な地域だけに
78) ダ イ ド ー ド リ ン コ 的「第27期事業報告書』, 4 買。
7 9 ) 例 え ば , 「日本経済新間」 (20o2年2月l6日付) の株式面に掲般の記事を参照さ
れたい。 同記事によれば. 自販機の有効性が薄れたことで, これまで自販機
の保有台数で圧倒的優位を築いていた コ カ ・ コー ラ  グループの競争優位性
が1lilれてきているという。
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タ 一';r' ッ トを絞り込み自販機を集中設にtしていく こ と で あ っ た。
次いで, 「③商品ラインの拡充」と「④販売チャネ ルの拡大」は,清1ff
飲料事業内部での多角化の模索であった。 ③は, 缶コー ヒーに 加 え て 第 2 ,
第3の柱となる新製品の開発および他社との事業提携を通じた魅力的な商
品の取り込みを意味し, そうした性力的な製品ラインナッ プ を も っ て自販
機1台あたりの拡販に資する狙いがあったと考える。 〇は, 販売チャ ーネ、ル
の多角化であり, 近時, 台頭著しい コ ンビニエンス ・ ス ト ァや量販店向け
の営業を強化することで, 自販機一辺倒の展開からリ ス ク分敝を図るとい
う狙いが読みとれる。
それら個別戦略を東ねる横串が, 「⑤ロー コストオぺレー シ ョ ン への挑
戦 」 で あ り , 『 事 業 報 告i等』(第27期)には, 「価格競 -争 は も と よ り , 阪 売 促
進贊や広告宣伝費等の経費支出も增大していく中で, 自販機連営のコスト
図表 8 ダイ ド ー ド リ ン コの経営戦略の体系
新たな経営l要,題=社会的-' ' - - -. コストの低演
i◆・A・ al書al l'、 .・ .
(出所) ダ イ l ' ー ド リ ン コ (株1 『事業報告 ,lt』, 『有価証券報告 , li』 ( と も に 第 2 7 期 )  に
基づきl1者作成。
105 - 6:-)
東北学院大学論集 経済学第l57号
削減, いわゆるローコストオぺレーション体制の確立が重要な課題であ
る」 8'') と記されていた。 低価格競争の激化で売上高の仲びが余り期待で
きなくなっているにもかかわらず, 新たな販路としてのコンビニエンス ・
ストアや量販店との取引拡充に向けて宣伝・広告費や販促費の拡大が必須
であった。 そうして, 売上高の縮小に対する販売費の拡大という厳しい経
営状況下で利益拡大していくためには, オぺレーションの合理化を通じた
コスト削減が不可欠であった。 すなわち,全ての個別戰略のぺクトルは,
このローコストオぺレーションに向かわなければならなかった。
「⑥環境間題への取り組み」 は, 企業の社会的責任の遂行と持続的成長
にとって不可欠な戦略課題であった。 例えば,自販機依存のビジネ ス・ モ
デルを展開するダイドードリン コにとって, 自販機の環境負荷に対する批
判は無視できない。 とはいえ,環境間題への対処は,即, コスト增へ と築
が り ,  ローコストォぺレーションの実現に対して明らかに負の影響を与え
る。近時に至つ て增加している自販機犯罪も,将来的に. ダ イ ド ー ド リ ン
コのビジネ ス ・ モデルにとって大きなリス ク要因となってくるかもしれな
い。事実,ダイドードリンコは,自販機盗難防止用として導入された新
500円硬貨(周知ごとく , 新硬貨導入には,自販機把罪防止という狙いがあった。)
に対応するための自販機改修で,2000 (平成l2)年度,特別損失l5億2,000
万円の計上を余儀なくされた。 しかし, こうした環境ないし社会間題に先
行的かっ戦略的に対応していくことこそが(言い換えれば, 社会的コストの
低減であり, やや違つた形のローコスI、オぺレーション体制の構築といえるかもし
れない), 同社存続の成否の鍵を握 つ ているといっても過言ではないだろ
うo
いずれにせよ,ダイドードリンコが , 既 存のビジネ ス ・ モデルを前提に
長期的な成長軌道を描くことは容易ではなくなっていると考えられ, と り
わけ,販路面では自販機ルート以外の販路の新規開拓, また製品政策面で
は缶コーヒ一以外で第2, 第3の柱となり得る新製品開発によるフルライ
80) ダ イ ド一 l' リンコl㈱ f第27期事業報告,ll』, 8頁。
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ン競争への対応が不可欠といえよ う。
(2)食品産業からの参入
清涼飲料は,そもそも広義の食品産業のカテゴリーに包含されるビジネ
スといえよう。 しかし, 食品という産業の区分は, 余りにも広範かっ雑駁
な感が否めず,そこには水産,精肉,製茶,菓子,乳製品,缶詰,精糖,
油脂,調味料,冷凍食品,レ トルト食品,清涼飲料など,かなり多様な業
種が含まれることになる。 以下では, 食品産業からの異業種参入を検討す
るわけだが, 広義に食品産業を捉えれば清涼飲料もそこに含まれるため,
異業種参入という言葉の使用は不適切で, むしろ同業種内参入ということ
になろう。 しかし, ここでいう異業種参入は, 菓子や製茶など食品の他分
野から清涼飲料への参入を意味することを予め断つ た う え, 製菓業 ・ 森永
製菓と製茶業・伊藤国の2社の清涼飲料ビジネ スをみる。
①森永製菓81)
森永製菓は, その社名からも分かるように, 製菓業を中心的事業とする
会社である。 森永製菓の清涼飲料ピジネ スは, 本節で登場する他の異業種
参入企業とは, やや異なる歴史を有する。 なぜなら, 他の異業種参入企業
の多くが第2次世界大戦以降に清涼飲料ビジネスに本格参入したのに対し,
森永製菓は,ビール ・洋酒メーカーやカルビス製造㈱等と共に,かなり早
い時期から,清源飲料の製造 ・販売を手掛けていたからである。 とはいえ,
森永製菓は, もともと洋菓子メーカーであり, そこからの多角化の一環と
して清涼飲料に手を伸ばしたという意味で, 最も早い時期に行われた清涼
飲料ビジネ スへの異業種参入にほかならなかった。
8 l )  特に注記のない限り, 以下の記述は. 森永製菜株式会社 「森永製菓l00年史
ーはばたく エンゼル. l 世 紀一』同社,2000年を参照(以下,「森永製菜l00年
史」と略記)。
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事業発展史と清涼飲料 ァ メ リ ヵでll年間にわたり西洋菓子製造技術の
修行を積んだ森永太一郎氏 (当時3:-i 歳 ) は , l 8 9 9 (明治32)年8月,森永製
菓の前身, 森永商店を設立した。 設立当時の御菓子日録をみると, キ ャ ン
デ ィ ーの部として, フレンチポンポン, フレンチキャラメル, フレンチチ
ョ コレー ト , ク リ ー ム チ ョ コレー ト , フ レ ン チ ・ ユガ ッ ト , ク リ ーム ・ ヴ
ェ ッ フ ・ フ アー ス,フワンシークリーム,マシマロー(天の使の食料)な
どが掲較され, さらに森永氏が数百種類の菓子の製法を取得したことが併
記されていた。そのほか西洋御菓子の部としては,レデー ・ ケ ーキ , パ ウ
ン ド ・ ケ ーキ , バ ナ ー ド ・ ケーキ , ナ ッ ト ・ ケ ー キ , マープル ・ ケ ーキな
どが掲破され, これらケーキ類は, 特別最上高価な菓子であり, 注文製造
であることが強調された82) 。l905 (明治38)年5月には,森永のエンゼル
マークが商標登録された。
さて,森永製菓の清涼飲料事業の原型をなしたのは,l9l9 ( 大 正 8 ) 年
に チ ョ コレー ト の製造技術を応用して開発された 「缶入りのココア」 (粉
末 ) で あ っ た8:3)。その後,l925 (大正l4)年には,ほうじ茶「宇治かほる」
を始めとして前茶, さ ら に ウ ーロン紅茶, ウ ー ロ ン 茶 ( い ず れ も 茶 葉 ) な
どが発売された。そうして, l 9 27 (昭和2 )年,同社の清涼飲料第l号と
い う べ き 「森永コー ラ ス」 が , 現 在の森永乳業の前身・森永練乳㈱(同年
に森永製集の練乳部が独立して設立された会社) から発売された。 ちなみに,
森永コー ラ スは, カルビス㈱の前身であるラクト的の乳酸菌飲料 「カルビ
ス」 を明らかに模倣した商品であった。 さ ら に , l 9 2 9 (昭和4 )年には,
「森永 コーヒー」 (粉末) のほか, 森永製菓が東京果精に製造委託した
「森永天然果実シロ ッ プ」, 「高級いちごジャ ム」が発売された。 なお, 上
記の森永天然呆実シロ ッ プには, フルーツシロ ッ プ, フルーツスカッ シュ,
コーヒーシロ ップの3種類があった。 そして, 翌l930 ( 昭 和 5 ) 年 に 森 永
製菓に果精部が発足し, 「天然フルー ツ スカッ シュ」, 「天然フルー ツ
82) 「森永製菓l00年史』,28-29頁を参照。
8 3 ) 「森永製菓l00年史』,73頁を参照。
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ジ ュース」 が発売された。 これら天然飲料は, 当時市場によく出回つてい
た着香着色の人工飲料とは異なる純天然濃縮果実飲料で, 高級品と位置づ
けられた。ちなみに, スカッ シュは果肉を含んだ果汁, シロ ップは果肉を
除いた果汁で, どちらも糖液が加えられ糖度63度に濃縮されていた。 生産
体制としては,l933 (昭和8)年,芝田町工場に果工部を新設し,松・缶
詰製品の生産を開始した。翌34 (昭和9)年には,従業員をl0倍に增や し
增産体制をとったが, 作業場が狭隘になったため, 三島の練乳工場跡に果
工部を移して三島食品工場とした。 森永製菓が,菓子類から嗜好飲料(日
本 茶 , 紅 茶 , ウ ーロン茶,ココア,コーヒー な ど ) さ ら に 清 涼 飲 料 ( シ ロ ッ プ,
ジュー スなど) へ と多角化していったそもそもの動機は, 西洋菓子にあう
飲み物を提供することにあったと考える。 さ ら に, 清源飲料事業は, 徐々
に森永製菓の食品事業として発展していくことになり, ソース, ケ チ ャ ッ
プ, ゆであずき, みっ豆といった食品関連商品が発売され, l936 (昭和1l)
年, 台湾製糖との協力で森永食品工業㈱が設立された84) 。
しかし, 戦時統制経済下, 森永乳業, 森永食品工業ほか森永グループ各
社は,l942 (昭和l7)年に森永製菓に一本化され,翌年,森永製菓から森
永食極工業㈱に社名変更された85) 。そうして終戰後のl948 (昭和23)年に,
大日本麦酒などと同様に森永食組工業は, 過度経済集中力排除法の指定を
受けたが, 幸い森永は同年6月に指定解除され解体を免れた86) 。 翌l949
(昭和24)年4月に森永乳業㈱が新設され,次いで同年l0月に森永食極工
業が森永製菓㈱の社名を復称させ, 同時に森永製菓内の乳業部が森永乳業
へと譲渡された87) 。
さて,戦後の森永製菓の清涼飲料事業は,l953 (昭和28)年,他の清涼
飲料会社と同じく果実飲料, すなわち「濃厚オレンジジュース」 (250cc=
l20円,620cc=250円) の発売によって再開された。ただし,このオレンジ
84) 「森永製菓l00年史』, l l 6- l17買を参照。
85) 「森永製菓l00年史』,l27頁を参照。
86) 「森永製菓l00年史」,l43頁を参照。
87) f森永製菓l00年史』,l5l買を参照。
- l0g-
69
東北学院大学論集 経済学第l57号
ジュ ースは, ストレートタイプではなく, 濃厚タイプの5倍希釈飲料であ
った。 また,l955 (昭和30)年には三島食品工業缶飲料製造場が完成し,
翌1956 (昭和3l )年に 「ミル ク コーヒ一缶」, 「 ミル ク ココア缶」 などが発
売された88' 。 ただし, このミルク コーヒ一缶, ミルク ココア缶は, 砂糖
入り粉末タイプの商品であり, いわゆる缶コーヒーではないことに注意さ
れたい。ちなみに,森永製菓のライバル企業のl社,明治製菓は,l954
(昭和29) 年に早くも缶入り 「天然オ レンジジュース」 を発売していたS9) 。
対する森永製菓も,l957 ( 昭 和 3 2 ) 年 , ス ト レートタイプのオ レンジとパ
インの缶ジュース (それぞれ200ccで40円と50円)を発売した9o) 。
次いで,森永製菓の清涼飲料事業は,新たな局面に突入した。すなわち,
前節でも簡単に触れたが,l963 (昭和38)年,森永製菓は,米国サンキス
トグロワーズ社とサンキスト商標に関するライセンス契約を締結した。 同
時に,森永製菓は. 販売方式として初めてルートセールス方式を採用する
ことになった9l1 。その後,森永製菓は,l964 (昭和39)年「サンキスト レ
モンドリンク銀入り」 (35円), l966 (昭和41)年 「サンキストオレンジ眠
入り」 , 「サンキストグレープフルーツ壜入り」 (各35円), l 9 6 8 (昭和43)年
「サンキス ト ド リ ン ク 缶 入 り」 , l 9 7 l (昭和46)年「サンキスト炭酸ドリン
ク缶入り」 ( レモン,オレンジ,グ レープフルーツ各60円)を発売した。 さ ら
に,同社は,サンキスト・ プランドを,清涼飲料だけでなく,アイスクリー
ムやキャンディーにも応用していった。なお, 同時期には, サンキスト ・
プランドの飲料だけでなく, l964 (昭和39)年に森永ブランドでネクター
88)『在永製裏l00年史』,年表l2買を参照。
89)串間「日服研究家特集清涼飲料水』によれば,明治製藥の缶ジュースが発
売された年については,l954 (昭和29)年説,l955 (昭和30)年説,l956 ( 昭
和3l)年説,1957 (昭和32)年説があるという。串間「日服研究家』は,l954
(昭和29)年に地域限定発売,l956 (昭和3l)年に本格発売されたと推測して
いる。 ただし, 明治製菜の公式HP (http://www.meiji.cojpfcorp/histofy/index.html
にleiat)では,同社がl954 (昭和29)年に 「日本初の缶入りジュース発売」と
記していることから, ここではl954 (昭和29)年説を支持した。
90) 「森永製菓l00年史』,l72- l73買を参照。
9 l ) 『1ei、永製菓l00年史』,l81ll頁を参照。
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( ビーチ, ぺア各260g=60円, 420g=l00円) なども発売されていた92) 。 な
お, サンキスト関連の清涼飲料としては, 年代がかなり後になるが, l992
( 平 成 4 ) 年 「サンキストレモンウォーター」 (250g,350g=各97円)が発
売された93) 。
健康事業の強化 その後の森永製菓の清源飲料事業に関して特筆すべき
事項は,l983 (昭和58)年の健康事業部門の開設であり,その主力プラン
ドとしての「ウ イ ダー」 (weider) の立ち上げであろう94) 。 ウ イ ダ ーは,
森永製菓と米国 J .W.0.コーポレーションとの提携によって導入され,
スポーツ栄装補助食品l8品目を発売し,l984 (昭和59)年以降,スポーツ
ジムさらにミズノ㈱と提携しスポーツ店を中心に販路開拓していった。 そ
して,健康事業部門開設からl0年近く経つたl992 ( 平 成 4 ) 年 に ,  スポー
ツ選手向けドリンクとして, 「ウ イ ダ ーi n缶ドリンク」のプロテインin,
エネルギーin,ビタミンinの3種類が発売された。 次いで,l994 (平成6)
年2月, 「ウイダーinゼリー」のエネルギーinとピタミンinの2種類が発売
された。 このゼリ一商品は,健康事業部の販売ルー ト ( 薬 局 ・薬店,スポー
ツ用品店,スポー ツ ジ ム ) で のテ スト販売を経て,l995 ( 平 成 7 ) 年 4 月 か
ら食品事業本部の一般食品ルー トを通して量販店やコンビニでも本格販売
されることになった。 ウ イ ダ ーinゼリーは, 体に必要なミネラルや栄装を
短時間で摂取できることを売りにしたゼリータイプ食品で, 容器にはチア
パックというゼリーを絞り出すための特殊容器が使われた。 一般ルートで
販売されていたとはいえ, この時点でウイダーは, スポーツ選手 (橋本聖
子,清水宏保など)をアドパイザリー・ ス タ ッ フ や イ メ ー ジ ・ キ ャ ラ ク タ ー
に起用し, また販促策としてもスポーツイぺントの協費をおこなうなど,
やはりスポーツ選手向けの特殊な食品(飲料) と いう印象が強かった。 な
92) 『森永製集l00年史』, l85頁および年表l4- l6頁を参照。
93) 「森永製集l00年史」,年表21頁を参照。
94)健康事業部のいまlつのプランドは, 森永製某オリジナル「ウ ェルドゥ」
(WELL D0) であった。
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お, l997 ( 平 成 9 )  年には, 食物繊維のt要取をセリング・ ポ イ ン ト と す る
ファイバーinゼリーが全国発売された9;-') 。
ちなみに, 同時期の森永製菓でのその他清涼飲料関速の展開としては,
l996 (平成8 )年l0月,  森永製菓が圧国的シェアを誇 つ ていた甘酒ドリン
クの更なる市場拡大を目的として, 「日本版飲むョーグルトという売り文
句」のもと,健康をテーマにした広告戰略を開始した。 ま た , ち ょ う ど こ
の頃, 折からの健康商品プームのなか, ココアが含有するポリフェノール
や食物繊維リグニンが体に良いとの評判が広がり, わが国のココア商品化
のパイオニアのl社であった森永製菓の食品事業にも追い風が吹いた96) 。
そうして, ウイダーinゼリーの売上げが, 一気に飛躍する出来事が起き
た。 l999 ( 平 成 l l ) 年 3 月 , ウ イ ダ ーinゼ リーのCMに,SMAPの木村拓哉
氏が起用されたのである。 もちろん, 木村氏自身の人気効果も絶大であっ
たが, むしろCMの内容や宣伝文句 「l0秒チャージ2時間キープ」 を通じ
て, ウ イ ダーinゼリーが, アス リ ー ト 向 けの特殊な食品ではなく ,食事が
不規則になりがちな多忙な現代人が, 体に必要なミネラルを素早く, かっ
気軽に摂取できる栄養補助食品であることが印象づけられた。 すなわち,
マーケット・ポジションの再定義によって,ウイダーの顧客層が,アス リー
ト か ら , む し ろ 学 生 , ピ ジ ネ スマン,0L ,主婦など一般消費者へ と広が
っていったのである。 l999 (平成l l )  年3月にはゼリ一商品にもプロテイ
ンinが追加され, 同年ll月にはファイバーinが特定保健用食品として許可
された。ウイダーinゼ リ ーの売上は,発売後3年でl00億円,l999 (平成l l )
年度には200億円を超える規模にまで成長した97) 。
なお, ウ イ ダ ーinゼ リ ーは, それを口にした時の感覚はゼリーを食べる
と い う よ り も ,  むしろ飲料を飲む感覚に近く, 筆者自身の判断によれば,
食品より機能性飲料のカテゴリーに近い商品と思われるが, あくまでもゼ
95) 「森永製菓l00年史』,282-283頁を参照。
96) 「森永製集l00年史』. 276-277頁を参照。
97) 「森永製基l00年史』. 283頁を参照。
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リ ー タイプであり清涼飲料のカテゴリ ーから除外されていると思われる。
ウ イ ダーinゼリ ーが清涼飲料として計上されなかったためであろうか,
l995 ( 平 成 7 ) 年 を 境 に , 森 永 製 菓 は , 前 掲 図 表 3 の市場占有率ランキン
グの上位20社から姿を消した。 しかし, むしろ競争相手が依然として少な
いゼリ ー タイプの健康志向食品に力を入れたほうが (ナショナル ・ プランド
の競合品としては,味の素アミノバイタルがある),森永製菓にとって有利な市
場ポジショ ニングの獲得に緊がるのかもしれない。
②伊藤園98)
清涼飲料ビジネ スへの後発参入でありながら, 茶系ド リンク分野のカテ
ゴ リ ー ・ キ ラ ー (特定分野において大きな市場占有率を有する企業)として,
1990年代に入つ て市場シェアを伸ばしてきた㈱伊藤国は, 元もとは製茶業
および茶葉 ・ パック茶の販売を主たる事業とする会社であった。
事業発展史 伊藤園は, 食品卸を営んでいた本庄正則氏 (現, 代表取締
役会長),本庄八郎氏 (現,代表取締役社長) の兄弟が,取り扱い食料のなか
で最も利益率が高かったお茶に注目し,1966 (昭和41)年にフロンティ ア
製茶(i10 (1969年に伊藤国に変更) を静岡市に設立したことに端を発する。
「当時の茶葉は, 伝統的なのれん商法と呼ばれる流通方式を取 つ て お り ,
間屋を介在するl日態依然とした世界だった。 新規の製造者は自ずと序列を
付けられ, 販売を大きく伸ばすことも不可能」といわれていた。 しかし,
本庄兄弟は,「全国展開」と「年間を通じた安定的な売上の確保」という
日標を掲げ, それらを達成するための事業体制づくりに乗り出した99 ) 。
まず,大量販売を目指し,仲介業者を経由せず スーパー ・ ストアなどの
98) 特に注記のない限り, 以下の記述は, 吉野克裕 「常識を覆す 『無糖飲料市場』
の創造の発想」 『TOYOTA MANAGEMENT」2000年12月号,森泰男「茶
ドリンクと変革する緑茶」 『緑茶の人間科学』(第loi1li: に 所 収 ) ぎ ょ う せ い ,,
l 9 99年, (i10伊藤国 「決算短信(速結)』 , 「事業報告書』,「有価証券報告書』
(各年度版)を参照。
99)吉野「常識を覆す」, 6頁。
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小売店に茶葉を直接配送する, いわゆるルートセールスの仕組みづく り を
日指した。 そのために, まず店舗で量り売りするという伝統的な販売方式
を見直す必要があり, ここに スーパーなどの棚で陳列販売できる茶葉のバ
ック商品が開発された。その後,真空パック技術も開発され,茶葉の鮮度
保持と賞味期限の長期化が可能となり, 店頭に余裕をもって品揃えが出来
るようになった。
また, 伝続的な製茶業において, 会社の知名度を上げるために商品ブラ
ンドの導入の必要性をいち早く察知したのも伊藤国であった。 同社は,
「お一いお茶」ブランドを考案し, 同プランドを茶葉パック商品として展
開していった。 同プランドは, 今日では緑茶ドリンクにも応用されており,
しばしば会社名より有名な商品ブランドになっている。
それ以外にも,伊藤国は,伝統的な製茶業界に,色々と新しい試みを率
先し導入してきた。 そのlつが, l974 (昭和49)年から同社が推進してき
た 「有機農法裁培茶園」であった loo) 。 今でこそ,化学肥料に頼らず堆肥
を主とする有機農法の重要性は広く認知されているが, l970年代当時とし
ては画期的な試みであり, それにいち早く着手したのが伊藤国であった。
伊藤国は, l982 (昭和57)年9月から,業界の先駆けとして有機栽培茶の
販売を開始し, 同時に有機1民法を手掛ける契約茶国の開拓および有機農法
栽培茶を普及させる店舖紹づくりに注力していった。 まず, 契約茶国の開
拓は,日本三大産地である鹿児島,三重,静岡において,各産地農家の リ ー
ダ一格を抱き込み, 彼らを使子に近隣農家をl軒l軒口説き落とす方法を
用いた。 伊藤園は,l974 (昭和49) ̃75 (昭和50)年頃から各産地で有機農
法農家を開拓していき,l986 (昭和6l)年時点で約600町(約59.502アール)
の契約面積が確保されるまでになった。 例えばl986 (昭和6l)年時点で,
三重県の拡野,宮妻・水沢地区は,全体で593町(孤野93町歩,宮要・水沢
500町歩), 荒茶収量l,400トン, 生産農家l,l93戸, 製茶工場l90という規
l00) 「伊藤国孤野・水沢「有機展法茶国』を見る」f 酒類食品統計月報」 l986年
l 月 号 , 5 8-59頁を参照。
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模になっていたが,そのうち伊藤国の有機裁培を導入した生産展家は,
l00戸,約50町,製茶工場l5であった。伊藤園は,契約展家に鶏糞と豚表
を使つた展法を教えこむことで, 化学肥料を使つた場合 (l反あたり約l5万
円) の約半分(約8万5,000円)にまでコストを抑制するのと同時に, 有機
肥料による土壊改良効果で収輕高の2̃ 3割增を可能にしたとされる。 ま
た,静岡に比べて収種が半月運れる拡野 ・水沢地区では,付加価値を考慮
して玉露に近いかぶせ茶主体の裁培とし, 摘 茶 も l ,  2番茶と番茶だけに
留めるなど, 地域間での質的な分業体制にも留意した。 他方, 有機栽培の
良さを普及させるため, l977 (昭和52) 年に創設された対面販売方式茶専
門店 「茶十徳」の展開を図つた。 茶十徳は,スーバーやデバートのテナン
トとして直営方式とフランチャイズ方式を採用し, 固定客をターゲ ッ ト に
した販売政策を推進することで, l986 (昭和6 l )年当時,坪当たり年間
l,500̃2,000万円の年商を記録する店舗もあったという。 このようにして,
有機農法に加え,産地,製茶業者,間屋,小売店という流通段階を隔てる
大きな壁が残存する旧態依然の製茶業界において, 伊藤国は, いち早く流
通改革の必要性を察知し,産地(展家の育成)→製茶業者(伊藤国)→間屋
(ルートセールスの展開)→小売(茶十徳)に至る流通全工程を一貢管理で
きる体制を構築してきたのである。
清涼飲料事業の展開 さて, 上で述べた伊藤国の活動 (リーフ茶のパック
化と大量販売, および有機裁塔茶) は, 日本人の緑茶離れが進行するなかで,
より良いお茶をより安く供給することで緑茶消費量の維持と拡大を図ると
いう日標を実現するための取り組みであったと考える。 とはいえ, 緑茶な
らびにリーフ商品という切り口だけでは, 消費者の緑茶離れに歯止めをか
けることは出来なかった。こうした状況下, 伊藤国は, お茶を缶に詰めて
ドリンク商品として発売し, お茶という飲み物のイメージと用途を変える
という発想に辿り着き, ウーロン茶ドリンク化( l98 l年), さらに緑茶ドリ
ン クの開発 (1985年) と い う一連の行動をとることになった。 いずれの商
品の開発過程でも大きな技術的陣書に直面したが, 製茶メーカーゆ えのお
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茶への拘り と長年にわたり培われた経験から陣害を克服し, 中国茶ド リ ン
ク, そして日本茶ドリンクという新飲料分野の先駆者となり, その後の一
連の模倣的参入と市場拡大をもたらすことになった。 とりわけ, ウーロン
茶ドリンクに関していえば, 最終商品自体では大きな競争優位を築けなか
ったが, 製法技術を他企業にも積極的に開示し, ウ ーロン茶葉の卸売業者
として一定の利益を確保するという戦略を採用していった IOI) 。
伊藤国は, 清涼飲料に対するダイ エ ット志向や健康志向という消費者意
識を上手く捉えることで, 清涼飲料事業の拡大を実現してきたといえよう。
例えば, ウ ーロン茶ドリンクは, 若者を中心に依然人気が高いとされるが,
実はその人気は, 疫身に効果がありそうだという漢然とした感覚lo2) に支
図表 9 線茶の成分と保健効果
録 茶 成 分 保 健  効 果
カテキン 発癌仰制作用. 抗m務作用, 抗酸化作用・酸化の,lllI制
血圧上;i例]制作用. 血中コレステロールの低下.
血糖上昇抑1制作用,抗苗作用,口奥予防.
活性酸素消去作用
フラポノイド
テアニン ( ア ミ ノ 破 )
カフェ イン
血管壁の強化, 口臭予防
カフェインの刺激を抑制, 血圧上昇m制, ほ機能改善
覚醒作用,疲労軽減,利尿効果
サポニン 抗真菌活性,抗炎症. 抗アレルギ一活性, 抗肥満
(出所) ㈱伊藤国 「第33期事業報告,!l』 ( l 9 97年5月l日̃ l998年4月30日)。
l 0 l )  詳細にっいては, 村山 「現代わが国満涼飲料ビジネ ス』 を参照されたい。
l02) ゥーロン茶は, アイドル歌手によるウーロン茶で体重減という発言や, ス
スキノのホステス達による体の脂肪をとる作用という口コミ効果によって
広まっていった。 しかし, ウーロン茶=理身という結びっきは, 科学的根
nに 基 づ く と い う よ り ,  むしろ感覚的なものと提えたほうが良いであろう。
同標の見解は, 大学生がウ一ロン茶ドリンクを愛飲する理由を指摘した大
学生生協の食品担当課長の発言のなかにもみられた。 大学生生協東北事業
速合商品事業部食品担当課長・村并康信氏への ヒ ア リ ン グ ( 2oo2年3月5日)
よ りo
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え ら れ て い る と い う。
また, 伊藤国が, 清涼飲料市場で上位の一角を占めるまでに急成長した
原動力は, やはり緑茶ドリンクにあったわけだが, その成長の背景には,
図表9にみられるように,  緑茶に関して様々な保健効果がにわかに注日さ
れ始め緑茶を見直すという動きがあったことは見逃せない。 ワ イ ン を よ く
飲むフランス人には高血圧が少ないといわれるように (フレンチ ' パ ラ ド ッ
クス),緑茶を嗜む日本人にはガンの発生率が少なく(ジャ パニー ズ ・ パラド
ッ ク ス ) , さ ら に 緑 茶 を よ く 飲 む 静 岡 県 の一部地域では, 日本の他の地域
と比較して, ガンの発生率が低いといわれるなど, しばしば緑茶とガン抑
制の因果関係が指摘される l°3 ) 。 伊藤園『第33期事業報告書』(l997年度)
によれば,同社は,ガン予防効果を科学的に検証するため,米国癌研究の
図表10 伊藤園における清源飲料の製品別の売上構成(2002年度 : 単独ペー ス)
(出所) ㈱伊藤園 『平成l4年4月期個別財務諸表の概要』 (平成14年6月11日付) よ り
作成。
103) 伊藤園㈱ 「第 3 3 期 事 業 報 告 書 』 ( 平 成 9 年 5 月 1 日一平成lo年 l 月 3o日 )  を参
照されたい。 他方で, 緑茶とガン抑制効果に因果関係が認められないとの
報告が出されていることにも注意されたい。 『食品工業』2001年5月l5日号
30頁を参照。
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最高機関M.D.アンダーソン癌センターの臨床実験を支援していた。 この
ようにして, 伊藤国の清涼飲料事業の有り様は, 消費者の健康志向に対応
した展開にほかならず, 商品ラインにっいても, 図表l0にみられるように,
いわゆる「健康志向」の接頭語が付され得る茶系ドリンク(録茶およびウー
ロン茶) や野菜ジュー ス (充実野菜など) という比較的限られた飲料カテゴ
リーに売上が集中(65.5%) していた。
ビジネス ・ モデルについて 次いで, 伊藤国における清源飲料ピジネス
の仕 組 み ( ビジネス・ モデ ル ) にっいても簡単にみておきたい。伊藤国は,
製茶工場を所有しているが,清涼飲料の製造に関しては, ダイドー ド リ ン
コ と同じく自社工場を持たないフ ァプレス方式を採用していた。 かくして,
同社は, 飲料製造に関して全国約50 ヵ所のパッカーと委託契約を結び, 最
終市場に近接する地点に委託製造拠点を細かく分散配置する5プロ ッ ク 生
産体制を構築し,物流コストの低減にも成功していた lo4) 。つまり, 伊藤
国は, パッカーの積極活用により,柔軟性の確保に加え,安い製造コスト
さらに安い物流コストの両立を可能にしていた。 また. 伊藤国は, 自社工
場を持たないことから, パ ッ カ一側の立場からみても, 将来的に自社生産
へ と切り換えられる心配がなく, 是非とも取引したい大手企業のl社であ
る と い う lo5) 。す な わ ち , コ カ ・ コー ラ グ ループなどは,生産量が少な
い時だけ委託生産に出し, 市場拡大と生産量の增加に伴つ て自社生産へと
切り替えていく方針であるゆえ, パッカーにしてみれば不安定な取引相手
と い え よ う。 ちなみに, 伊藤国の販売方式はルー ト セールス方式であり,
その販売先もコンビニ,量販店・ スーパー, 一般小売店,自販機ルー ト に ,
それぞれ均質に分散されていた。
さて, 近時に至るまで飛躍的な成長を遂げてきた伊藤国であったが, そ
こには幾つかの経営上の リスク要因も確認できよう。 すなわち, 同社が最
大の優位性を築いてきた緑茶ドリンクで, サントリーやキリンビバレ ッ ジ
l04) Cl1l伊藤国『決算短信 (速結)』平成l4年6月ll日付. 4買。
l05)中堅パ ッ カ一関係:者 ( 匯 名 ) への ヒ ア リ ン グ よ り。
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などビール ・ 洋酒系の強力なライパルの台頭がみられ, 市場シェアが徐々
に浸食されてきていることもlつであろう。伊藤国お一いお茶は, 独自製
法で香料をっかわない本物志向の緑茶ドリンクとされていたが, とりわけ
本物の緑茶の味を良く知らない若年層を中心に, むしろキリン生茶に代表
される香りが良く飲みやすい緑茶ドリンクに選好が移行してきていた。 例
えば, 若者を顧客とする東北地区の大学生協店舗の清源飲料の上位5位ま
での売上集計結果(200l年)をみると, やはり販路の特殊性ゆえに大学生
協プライぺート・ブランドが強さをみせていたが( l ,  2 ,  3位は大学生協
プランドが占める) , ナ シ ョ ナ ル ・ プ ラ ン ド 商 品 だ け を み る と , サ ン ト リ ー
烏 龍 茶 ( 4 位 )  と キ リ ン ビパ レ ッ ジ 生 茶 ( 5 位 ) が ラ ン ク イ ン し ,  伊藤国
お一いお茶については, 年輩の教職員が多い大学キャンパス (例えば事務
機能が集中するキャンパス) ではある程度売れているが, 若者の多いキャ ン
パスでは余り売れず, 定番商品から外ささるを得ない場合もあるという lo6)。
また, (仙台地区では)深夜に放送される「カウントダウンTV」 (2002年4月
28日放送) というランキング番組のなかで, 渋谷の若い女性に好きな茶系
ドリンクを聞いたところ, l 位 サ ン ト リ ー 「烏龍茶」, 2位キリン「生茶」,
3 位コ カ ・ コー ラ 「爽健美茶」, 4 位 キ リ ン 「聞茶」, 5位伊藤国 「お一い
お茶」, 6位アサヒ 「十六茶」, 7 位コカ ・ コー ラ 「まろ茶」, 8位アサヒ
「旨茶」, 9位ネ ステ ィ ー 「中国緑茶」,l0位JT「飲茶楼」となっていた。
かくして, 伊藤国お一いお茶は, 緑茶だけに限つてもキリン生茶の後座を
拝していたし, やはり茶系ドリンク全体の煩向として, 若年層には, 緑茶
よ り も ウーロン茶や混合茶のほうが好まれていた。確かに, いま若年層に
分類されている消費者も, 年を重ねるにつれ, 選好が徐々に緑茶へとシフ
トしていく可能性も考えられるが, 若い頃の習價が継続されこのままウー
ロン茶が選好され続ければ, 緑茶ドリンクの市場成長率は早晩低下し, そ
れに変わってウーロン茶ドリンクが再び成長し始めることも十分に予測さ
l06) 大学生生協東北:lli業速合商品事業部食晶担当課長 ・ 村井康信氏へのヒアリ
ング(2002年3月5日) よ り。
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れる。 伊藤国は, ウ ーロン茶ドリンクについても, 最終製品の小売りと原
科茶葉の卸売りという立場で一定の地歩を築いてきたとはいえ, その優位
性は. 緑茶ドリンクほど強固ではなかった。やはり, ウーロン茶ドリンク
市場の再成長の影響から緑茶ドリンク市場が全体として停滞していくとす
れば, 同分野で優位性を築いてきた伊藤国は, 今後やや厳しい展開を強い
られることになるかもしれない。ただし,緑茶ドリンクが,  これまで有価
清涼飲料の消費量が少なかった中高齢消費者層の開拓に果たした役割と,
今後わが国が高齢化社会へと不可避に突入していくことを勘案すれば, 長
期的トレンドとして, 緑茶ドリンク市場の港在的成長力は依然かなり大き
いと捉えておいたほうが良いだろう。
(3) その他の分野からの参入
以下では,その他分野からの異業種参入も取りあげる。 これまで検討し
てきた医薬品, 食品は, 異業種であることには相違ないが, 清源飲料と少
なからず関連性を有していたといえよう。 しかし, 以下で取りあげるカネ
ポウ,日本たばこ産業,日立造船は,もともと繊維業,煙草・塩の専売業,
造船業などを主事業とし, 清涼飲料とはおおよそ関連性が薄い業種からの
参入であった。その意味で,以下で述べる各社は,真の意味での異業種参
入企業と考えられる。
さて, 各社には, 清涼飲料事業に参入した時期に関して差異がみられる。
例えば, カネポウは, l970年代初頭に買収を通じて清涼飲料事業に多角化
しており, 新興の清涼飲料会社と呼ぶのは不適切と思われるが (もちろん,
ビール ・洋酒系の各社と比較すれば. 新興であるわけだか),日本たばこ産業,
日立造船バイオは共にl980年代後半からの参入であり, いうなら最後発の
清涼飲料会社であった。なお, 日立造船バイオは, 前掲図表3のトップ20
社には登場していないが(おそらく, 杜仲茶ドリンクのデータを計上するカテ
ゴリーが未だ整備されていないため,その数字がなかなか反映されてこない。 今後
は, 満涼飲料統計においても. 健康茶ドリンクなどのカテゴリーが整備されて然る
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べきであろう),異業種参入の事例として非常に興味深いので,敢えて同社
に注日することにした。
①カネポウフーズ1on
カネポウフーズ㈱ (旧カネポウ食品㈱。 l997年7月に社名変更) といえば,
缶コーヒー 「ぺルミー」 (Belmie) のブランドで有名であったが, 近時は
む し ろ ド ラ ッ グ ス トアなどで売られる2 1ll PET入 り 「減肥茶」のほうが
広く知られているかもしれない。同社は,l990 (平成2)年時点で,大手
清源飲料会社の一角として市場シェアl3位にランクインしていたが, その
後は徐々に順位を落とし, l996 ( 平 成 8 ) 年 を 境 に ト ッ プ20位から姿を消
した。 周知のごとく,カネポウフーズは,もともと繊維会社の鐘淵紡絞㈱
(l97l年l2月, 鍾紡㈱に商号変更) の事業多角化によって設立された会社で
あった。 ここでは, まず鐘淵紡續における繊維から食品への事業多角化,
次いで清涼飲料事業への異業種参入を検討する。
事業多角化の戦略 まず, 鐘淵紡絞による異業種参入の動機は, 以下の
ようになっていた。 すなわち, 「鍾紡在来の繊維産業は市況産業であり,
相場の波をかぶることから脱するため,昭和36年,GK ( グレー タ ー ・ カ ネ
ポウ建設)計画立案時に相場変動が比較的少なく , かっ,当社の企業イメー
ジに抵触しない事業として化粧品, 薬品, 食品分野に事業多角化を図る構
想を打ち出した」 Io8) のである。付け加えれば,紡絞業それ自体が産業構
造の変化の大波に呑まれて衰退していくなかで, 新たな収益源の確保に向
けて事業多角化が急務となった。 もちろん, 機維業内部でも, 綿, 羊毛,
編, 化繊から合成繊維など新機維への多角化が図られていたが, これと同
時に, 同社がこれまで培つ てきた技術やノウハウが活用でき, また企業イ
l07) 以下の記述は, 特に注記のない限り, 鐵紡株式会社社史編額1室 「通llt:li百年
史」同社,l988年(以下,「lai ;i百年史」と略記する)および鐵紡㈱ f有価証券
報告1li』 ( 各 年 度 版 ) に 依llした。
l08) 「鐵紡百年史』,672頁。
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メージ上の関連性も確保できる, 化粧品, 薬品, 食品への多角化が進めら
れていった。
まず, 非繊維部門への多角化戦略の嚆矢となったのは化粧品事業であり,
l96l (昭和36)年,子会社 ・力ネポウ化粧品㈱が設立された。実 は , カ ネ
ポウの化粧品の歴史は, さらに過去にまで遡ることができ, l936 (昭和ll )
年9月, サナギ油を利用した高級化粧石験サポン・ ド・ソアを発売したこ
とに始まる。その後, 化 粧 ク リ ーム, 化粧水, ポマー ド な どへの展開が図
られたが, 戦時統制経済下で化粧品は減産を強いられ, 最終的に軍需向け
の製薬業へ と転換していった。 第2次大戦終戦後, 化粧品事業は, l949
(昭和24) 年に新設された鐘紡化学工業㈱に移管され, 同社の大井工場で
生産が再開された。そうして,先に述べたl961 (昭和36)年のカネポウ化
粧品の新設によって, 大井工場が化粧品の生産拠点として再発足した。 そ
の後, 化粧品の販売が伸びて增産が必要になったことから, 綿紡事業の合
理化で休止中であった東京工場を化粧品工場として再活用していった lo9 ) 。
一方,戦後の薬品事業は,l965 (昭和4o)年,「美と健康」 への奉仕という
事業理念に資すると同時に, 販売面(薬局ルート) で化粧品との相乗効果
が期待できることから, 化粧品事業内の薬品部門として新設された。 ちな
みに,近時の鐘紡では,繊維事業よりも,むしろ化粧品事業こそが中心的
な柱になっており, 例えば1999 (平成l l )年度3月期には, 化粧品事業が
売上高全体の約47%を稼ぎ出していた11o1 。 しかし周知のご と く ,  2004
(平成16)年5月, カネポウは, 取締役会でカネポウ全社ペー スの事業再
生計画を承認のう え ,  ㈱産業再生機構に支援を申し込み, 支援決定を受け
た(これに先立ち,2004年3月,カネポウは,三井住友銀行との速名で,産業再生
機構に支援を申込み,支援決定の通知を受けていた)。実は支援決定前に,カネ
ポウは, 化粧品部門の営業讓渡に向けて花王(開と協識を進めていたが合意
に至らず, 最終的に産業再生機構の支援により新設されたカネポウプティ
l09) 「鐵紡百年史』,657頁。
ll0)鐵紡㈱『有価証券報告i書』l999年3月期を参照。
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図表11 力ネポウ化粧品部門の営業護渡
力ネボウブティック 借入金
2. 800憶円
化技品事集
企集ia
3.800lt円 資本金
1 . 000憶円l
A t
営業題渡
営業題渡代金
3. 800憶円
力ネボウ
資付2. 800憶円
出資860憶円
出資140憶円
㈱
産
業
再
生
機
構
(出所) 力 -1r、ポウ㈱ 「株式会社産業事i生機構による支援決定」 (平成l6年3月l o日 )
よ り一部加筆修正のうえ転破。
ック(株1に営業護渡されることになった (図表llを参照されたい) l ii ' 。
さて, 鐵淵紡績は, 終戦後, いまlつの多角化戦略として食品事業への
展開を図 つ た。 しかし実は, 鍾淵紡績と食品の関わりは, 日中戦争が勃発
したl937 (昭和12)年,東京農大の池本喜三夫教授を招聘し,彼の助言の
もとで当時の津田信吾社長が中国大陸で牧場経営に乗り出したことに始ま
りをみる。 しかし, これら中国大陸の牧場は, 敗戦によ っ て全てが接収さ
11l) 周 知 の ご と く ,  2004 ( ,「・成16) 年5月31日. 力'111、ポウは, 取締役会で力ネポ
ウ全社ペー スの事業1l11生計画を承認のうえ, Cl1l産業再生機構に支援を中し
込み. 同日,支接決定を受けた。それに先立ち,カ字、ポ'フは,化粧品部門
の営業護 l度に向けて花l:(株1と協議を進めていたが, 合意に速することが出
来 ず , 新 会 社 カ'字'、 ポ ウ プ テ ィ ッ ク ( 株1に営業l期度を行うことになった。 力 -1l'、
ポ,:'(船「化粧品l1l:i業に関する再編成フ、キームに っいて」 (20o4 if 2月16 n 付)
「株式会社産業再生機構による支援決定に っいて」 (2oo4'11 3月1o日付), 「化
桃品事業1fi生計画の進ilt状況に関するご報告」 (2oo4年3 J1:io日付) , 「事業再
生計画の策定並びに株式会社産業再生機構の支援決定にっいて」 (2oo4 1'l二 5
月3l l l付) などを参照。
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れたことはいうまでもない。
そうして, 戦後の鍾淵紡績の食品事業は, 企業の吸収と合併によって形
成されていくことになった。すなわち,鐘淵紡續では,食品事業に関して,
「一, 販売網を持ち, 当方が多少経営の指導や援助をすることによって,
生産, 販売ともに成長の期せる分野の情報を捉えて有利な展開を図ること。
二, 当社に皆無, または十分でない技術は業務提携や吸収の形でアプ口一
チし, 経営の不備を鍾紡の力でバックアッ プできる企業を物色すること。
三, 特に食品部門は一部大企業を除いて中小企業が多く , これを巧みに経
営指導すれば成長が予想されるものが多いから, それに目を っけ る こ
と」 l l 2 ) という構想が立てられた。
戦後の食品事業の本格再開は, チューインガム用樹脂製造によって始め
られた。 鍾淵紡續では, 以前から合成織維カネビアンの研究と製造を行つ
ており, その原料PVAは, ガムの原料として応用できた。 そこで, 鐘淵
紡績は,ハリ ス,森永製菓, 仁丹食品,不二家などにPVAを供給してい
った。そのなかのl社ハリ ス㈱は,l946 (昭和2l)年秋から鍾淵紡績の系
列会社・昭和産業からグリ コースの供給を受けて「ハ リ ス ・ チ ョ コレー ト」,
さらにl948 (昭和23) 年春から鐘淵紡績からPVAの供給を受けてチュ ーイ
ンガムの製造を行つ た。 しかし,l952 (昭和27) ̃ l953 (昭和28)年の不況
の際,ハリスが資金難に陥つたために,鐘淵紡絞は,ハ リスに5,000万円
の資金貸与, さらに鍾淵紡績の保証に基づき神戸銀行から5,000万円の融
資, さらにハリ スに対する役員派通を実施した。 その後, ハ リス側の幹部
経営回iにおいて内紛が起つたことから,  l963 (昭和38)年3月, 鐘淵紡績
は新しい経営陣をハリスに派造した。次いで,l964 ( 昭 和 3 9 ) 年 l 月 , ハ
リ スから販売部門を分離したうえでカネポウハリ ス㈱を設立し, さらに同
年4月,鐘紡紡續がハリスの生産部門を吸収合併した l l 3 ) 。
次いで,l965 (昭和40)年3月,鍾淵紡績は,経営が行き詰まっていた
l l 2 ) 「鍾紡百年史』, 673頁。
l l 3 ) 「鐵紡百年史』,672-677頁を参照。
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立花製菓㈱ (大阪浪速区) のアイスクリーム販売部門を分離したうえでカ
ネポウ立花アイスクリーム販売㈱を設立し, 同年8月, 立花製菓および同
社所有の津守・高観両工場を吸収合併した。立花製菓は,終戦後,他社に
先駆けアイスク リーム製造を開始した会社であったが, 新工場と新鋭設備
への投資負担に加え,新設設備の稼働が上手くいかず, さらに経営トッ プ
の他界など不幸が重なり, 経営業績が悪化し, 有利子負債の金利負担や過
大な減価個:却に耐えられなくなった。そこで, 立花製菓に新鋭設備の導入
を勧めた住友商事が仲介役となり, 鍾淵紡絞に対して立花製菓の身売り話
が持ち込まれたというわけである。その後,l967 (昭和42)年3月,上記
のカネポウハリ スとカネポウ立花アイスク リ ーム販売が, 業務一本化のた
めに合併し, カネポウハリ ス㈱(資本金2億4,000万円)として新発足し
た l l 4 ) o
さ ら に, l 97 l (昭和46)年2月, やはりアイ ス ク リ ームを主力商品とし
た和泉製菓l㈱ (山梨県で発足した会社) を吸収合併し, カネポウハリ スが和
泉製菓の販売部門, 鐘淵紡績が製造部門をそれぞれ継承する形をとった。
取扱商品は, 先の立花製菓と重複していたが, 立花製菓の拠点が関西であ
ったのに対し, 関東進出の機会を窺つ ていた鐘淵紡1顧1にとって, 関東を基
盤とする和泉製菓の買収には地理的メリットが認められたu5) 。
また,l972 (昭和47)年春,渡辺製菓Cl3 (愛知県名古屋市)と提携し 力ネ
ポウ渡辺製菓0ll3,を設立し役員派遺と経営支援を行い, その後, カネポウ渡
辺食品㈱に社名変更した。翌73 (昭和48)年2月,カネポウ渡辺食品を吸
収合併のう え, カネポウハリスが販売部門, 鍾紡の食品総部(l97l年l2月,
鐵紡に社名変更) が製造部門を継承し, 渡辺製菓の名古屋工場を傘下に入
れた。 この名古屋工場では,粉末飲料,粉末調味料,理i飲料,カップ通な
どが製造されることになった。 渡辺製菓は, 中部を基盤とする中堅製菓会
社であり,戰前にはキャラメル,チューインガム,ビスケ ッ ト , ゼ リ ー,
l l4)『鐵紡百年史』. 677-679頁を参照。
ll5)「量i紡百年史」. 868-870頁を参照。
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水始, 焼菓子, 羊英などを手掛け, 製菓業最大手の森永製菓や明治製菓を
も上回る品種を製造していた。 そうして終戦後には, 朝鮮戦争の長期化を
予測して一般商品の市販を中止し, 軍需製品のみに特化する大胆な販売政
策を打ち出したが, 結局これが要日に出てしまった。 朝鮮戦争が早期終結
したために, 一般商品の市販にも急達再参入するが,時すでに遅く , 市販
ルートは同業他社によって既に占有されていた。 そこで新たに手掛けたの
が, ジュースやおしるこ等の粉末飲料であり, これが時流に乗つて大きく
成長し,同社の経営業績は一時的に回復をみせた。しかし,1969 (昭和44)
年にチクロショックが起こり,  チクロを含有した粉末飲料の市場が急激に
冷え込み, これにより渡辺製菓の経営が再び傾き始めた。 渡辺製菓のメー
ンバンク富士銀行は, 大手製菓メ ーカーとの提携を勧告し, チューインガ
ムの生産を通じて関係があったロ ッテとの提携を勧めたが条件が合わず失
敗に終わった。そ う し て , l 9 7 l (昭和46 ) 年,大和証券の専務を仲介して,
鍾淵紡細1に提携話が持ち込まれたのである l I 6 )  。
このように, 鐵紡の食品事業は, 企業の吸収合併を線り返すなかで形成
されてきた。 その後, 鐘紡の食品部門は, 事業の整理と合理化を進めるこ
とになり, 買収を通じて鐘紡の傘下に入つ た4工場を2工場に集約し, さ
らに鍾紡の食品総部を大幅に縮小したうえ, 生産部門もカネポウハ リ スへ
と移管した。さ ら に , l 9 7 l (昭和46)年,食品事業の本拠地を東京に移転
し,次いでl973 ( 昭 和 4 8 ) 年 , カ ネ ポ ウハ リ ス→カネポウ食品販売→カネ
ポウ食品へと立て続けに社名変更した11‘) 。
清涼飲料への参入 それでは, こうした企業買収の過程のなかで, カネ
ポウ食品は, いかようにして清涼飲料事業に関わりを持つ ていったのだろ
うか。 清涼飲料事業にっいては,l972 (昭和47)年の渡辺製菓との事業提
携と, その後の名古屋工場の吸収により, 「ハイビスカス 1題入り」, 「オ レ
ン ジ フ ラ ワー;段入り」, 濃縮乳性飲料, そして缶コーヒーを発売したこと
l l 6 )  『鐵紡百年史』. 870-872頁を参照。
1l7) 「鏡紡百年史』,873-875頁を参照。
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に始まる。 その後, 自動販売機の投入に伴い商品ラインの充実が必須とな
り , l 9 7 5 (昭和50)年l月に,果汁飲料 「オレンジ50%」,「アップル50%」,
「グレープ50%」,さらにl976 (昭和5l)年8月に, l者好飲料 「ミルクセー
キ」 を発売するなど商品の多様化が進められた。 なかでも, 自販機の積極
展開と相俟つ て, 缶コーヒー 「ぺルミーアメリカンコーヒー」 の売上げが
伸びた。 当初, ぺルミーの生産は岐車県岐阜市の大東乳業へと委託されて
いたが,生産数量の增加に伴い,l983 (昭和58)年8月から自社生産体制
に切り換えられた。 その際, 生産工場用地として転用されたのが, も と も
と編紡工場として使われていた新町工場であった。 編紡の生産は, 繊維産
業の不振と設備過剰によって丸子工場での集中生産に切り換えられたこと
から, 新町工場は遊休状態にあった。 そこで, 新町の編紡工場跡地の有効
活用策として食品事業への転換が進められ, カッ プフライ表画用の機械が設
置されると共に, 空地を利用して当時好調な売れ行きみせていた缶飲料用
製造ラインが新設され, 24時間体制でぺルミーアメリカンコーヒーなどが
生産された l18) 。
以上, 鐘紡の食品事業および清涼飲料事業への異業種参入は, 魅力的な
販路, 製品, ノ ウハウを持ちながらも何らかの理由で経営不振に陥つた中
小ないし中堅製菓メーカーを吸収合併することで遂行されてきた。 すなわ
ち, 一定の資金力(あるいは資金調達力)を有する場合,企業の吸収合併は,
新規参入分野での事業体制の素早い整備と有利な戦略ポジションの確保に
向けた有効な手立てであった。 このようにして, 終戦後の鐘紡では, 化粧
品や食品など次代の核となるべく新事業を立ち上げることで, 機維事業の
衰退による遊休設備の再活用が図られていった。
しかし,2004 (平成l6)年,産業再生機構の支援を受けたカネポウの事
業再生計画において, 食品事業のなかでも通 ・ 飲料部門は, 天然機維事業,
合機事業の防府合繊工場関連部門及び海外部門, ビジョンシステム部門以
外の新素材事業などと並び, 「支援決定後, 早期に売却先を探し, 売却先
l18) 「鐵紡百年史』, 875-876頁を参照。
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が見つからない場合は清算を行つ ていく 事業」 l I9) と位置づけられていた。
す な わ ち , カ ネ ポ ウの清涼飲料事業は,今後,他社に吸収されるか,若し
くは撤退となり, カネポウプランドの清涼飲料は早晩市場から姿を消すこ
と と な ろ う。
②日本たばこ産業12o)
日本たばこ産業 (JT) は, 清涼飲料事業それ自体は独自で立ち上げたが,
その後, 企業買収という手段を通じて清涼飲料事業の拡大を進めてきた。
日本たばこ産業は,l985 (昭和60)年に,日本専売公社の廃止に伴い発足
した。民営化以降, JTは,煙草および塩の専売業l2 l ) から,新分野への多
角化を図つ ていった。l985 (昭和60)年からアグリ事業, 不動産事業,翌
l986 (昭和6l)年から食品事業, エンジニアリング系事業,l987年(昭和62)
から医薬事業に着手していった l:22) 。 そして, l988 (昭和63 )年には,食
品事業のl部門として「ハーフタイムJプランドで清涼飲料ビジネスに参
入したが,その後,暫くは「コーヒー,紅茶,日本茶,果汁飲料など一通
りの商品を投入してきたが, いずれも鳴かず飛ばず」 l23) の状態であった。
l l 9 )  ヵネポウ㈱ 「事業再生計画の策定並びに株式会社産業再生機構の支援決定
について」 (2004年5月3l n 付)。
l20)以下,特に注記のない限り,日本たばこ産業に関する記述は. 産業動向調
査会「グループ調査資料 No. 4 N T T ・ JTグループ」産業動向調査会,,
l997年, 総務庁「日本たばこ産業株式会社確需行政監察結果に基づく勧告』
総務庁, l990年, 総務庁行政監察局『日本たばこ産業株式会社監督行政監
察結果報告書」総務庁. l990年,総務庁行政監察局(編) 「日本たばこ産業
株式会社の現状と課題一総務庁の行政監察結果から(たばこ、l‘案 ・ 塩専売、!‘来)
ー 』大蔵省印刷局,l99l年,l「El経ビジネス』,l999年2月22日号,日本
たばこ産業l㈱『有価証券報告1!11l』 (各年度版), 日本たばこ食品事業本部lli:業
企画部広報より提供の資料 (2002年3月l5日付), 日本たばこ産業㈱ 「2002-
2004年度中期経営計画 「Plan2004』 説 明 会」 (2002年4月9日付)および日
本たばこ産業㈱のHP ( th t://www.'tnetad.' にitMal )などを参照。
l 2 l ) l 9 9 7 (平成9)年4月の塩専売制度の廃止に伴い,日本たばこ産業の塩専売
業に関わる財産等は, 的塩事業センターに引き継がれている。
l22)日本たばこ㈱「有価証券報告書』およびHPを参照。
l23)『日経ビジネス』1999年2月22日号,54頁。
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清涼飲料事業の展開 この鳴かず飛ばずの清涼飲科事業の転機となった
のが,1996 (平成8 )年発売「桃の天然水」であった。前掲図表3にみら
れるように, JTは, 桃の天然水発売の翌年l997 (平成9)年に市場シェア
でl9位(0.4%),その後, l998 (平成l0 )年にl4位( l .l% ). l999 (平成ll )
年にl3位(l .4% ) , 2000 (平成l2 )年にl2位( l.8%)と ,着実に順位とシェ
アを伸ばし, 今やトップl0を狙えるまでの実力をっけてきている。
ここでは, 桃の天然水の開発過程を簡単にみておきたい。 まず, フレー
バーについては, 果汁系飲料の中でも, 特に人気が根強かった桃にするこ
とが決定された。 しかし, 当時の桃味の飲料にはネクターに代表される濃
厚な味の商品しか存在しなかったため, 逆に, 桃味の果汁飲料であるにも
かかわらず,見た日が通明でス ッキリ飲める飲料の開発が企図された。ネー
ミングは, 店頭に置かれた時に目につきやすく , 直ぐに商品の特徴を把握
できるものとして「桃の天然水」 が選ばれた。 桃の天然水は, まず自販機
や一部のコンビニエンス ・ ストアで試験的に発売され,発売当初から 「通
明なのに味がする」 という,  これまでにない斬新な感覚が受け, 一部の消
費者から高い支持を得ていたという。 しかし, 桃の天然水の爆発的なヒ ッ
トを生み出す契機となったのは, l998 (平成l0)年2月に開始された華原
朋美の「ヒュー, ヒ ュー」 というCM効呆といえよう。 しかし実は,この
操発的なヒ ットが逆に仇となり, 委託生産の拡大によって生じた技術的間
題からカビ混入という品質事故に築がっていくわけだが, 幸い桃の天然水
は, 直ぐにそのダメージを挽回できた。 その際, 回復の原動力をなしたの
が, l 999 ( 平 成 l l ) 年 4 月 か ら オ ン ・ エアーされた浜崎あゆみのCMであ
った。 桃の天然水がターゲットとしたl0代後半の女性に圧倒的に支持され
ていた浜崎あゆみの起用が奏功し, 桃の天然水は, 比較的短い期間で商品
イメージの再生に成功した l24) 。そ う し て ,  この桃の天然水のヒ ッ ト 以
124) 浜崎あゆみを起用の理由は, 桃の天然水がターゲッ I- としたl0代後半の女
性に, 圧倒的に支持されていたからである。 日本たばこ食品事業本部事業
企画部広報より提供の資料(2002年3月l5日) を参照。
- 129- 89
東北学院大学論集 経済学第l57号
降, 同社の清涼飲料事業においては, 宣伝・広告活動が, ますます重視さ
れるようになっていったと思われる。 すなわち, l999 ( 平 成 l l ) 年 3 月 に
発売された中国プレンド茶 「飲茶楼」 でモーニング娘, さらに缶コーヒー
「Roots」でプラット・ ビ ットが起用され,何れの商品も,ある程度のヒ
ットに築がった。
なお,近年コンビニエンス ・ ストアの台頭によって,宣伝 ・ 広告ならび
に販促活動は, ますます重要度を增しているという。なぜなら, コンピニ
エン ス ・ ストア側が,清涼飲料会社に対して,商品仕入れの条件の l つ と
して一定以上の金額を投じた宣伝・広告や販促 ( イ メ ー ジ ・ キ ャ ラ ク タ一入
りのポトルキャップやキーホルダーの提et)を要求してくるからである。 こ う
した状況下では, 商品それ自体がいくら優れていたとしても,宣伝・広告
や販促に資金を投じる準備がなければ,コンビニエンス ・ ストア側は,商
品を仕入れてくれないことになる。 逆にいえば, 商品の内容はそこそこで
あっても,宣伝・広告や販促を存分に打てれば,コンビニエンス ・ スI、ア
が商品を取り扱つ てくれ, ヒ ット商品となり得ることもある。 かようにし
て, わが国の清涼飲料ビジネスは, いまや広告・販促競争の様相を呈して
おり, 清涼飲料会社の競争力の優劣が, 宣伝・広告や販促をおこなえるか
否か, さらに言えば資金力があるか否かである程度決定されてしまうこと
になる。例えば,先に述べたダイドードリンコでは,パッカーを利活用す
ることで生産設備への投資を極力回避し, むしろ宣伝・広告や販促に資金
を積極的に配分することで競争力を強化していく戦略が打ち出されていた。
こうした広告や販促重視の傾向がますます強くなるとすれば, 潤沢なフ
リ ー ・ キ ャ ッ シュ ・ フロー ( ち な み に. 2002̃2004年度の3 ヵ年合計のFCFの
目標は4,000億円に設定されている。 ちなみに, E B I T D A (earnings before in-
terest,taxes,depreciation and amortization)の2004年度目標は3,600億円,ROE
は 5 %超に設定されていた)に加え,煙草の宣伝・ 広告規制によって煙草向
け広告資金を清涼飲料に積極転用していけるJTにとって, ますます有利
な競争展開が予測されよう。
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また,販路についても,潤沢な資金を活用した自販機運営会社(ぺンダー
ないしオぺレーター) の買収を通じて強化中であり,例えば,l998 (平成l0)
年に自販機連営会社の最大手ユニマ ッ ト ・ コーポレーションと資本提携
(現社名ジャ パンビバレ ッジ,200l年3月時点のJTの持株比率=67% ) ,  同年に
千葉県内で自販機運営をおこなっていたエー ス タードリンクと資本提携
(現社名JTエー スター, 2001年3月末時点の持株比率 =67%) , 1999 (平成l l )
年に四国地方で自販機通営をおこなっていた旭ぺンディングの全株式を取
得, 2000 (平成l2) 年に宝酒造傘下の自販機運営会社である東日本タカラ
ぺンディング,中部タカラぺンディング,西日本タカラぺンディング,九
州タカラぺンディングの全株式とl2,000台の自販機を取得し最終的に上記
のジャパンビバレ ッジに統合した。 こうした展開をみると, 将来的にJT
と い う 存 在 が , コ カ ・ コーラグループさらにはビール ・洋酒系など上位
企業にとって, 少なからず競争上の脅威になってくると考えられる。
経営戦略について 最後に, JTの経営戦略全般と, そこにおける食品
事業及び清涼飲料事業の位置づけを確認しておきたい。 既に述べた事業史
の有り様から事後的に判断すれば, 民営化以降のJTの経営戦略の焦点は,
事業範囲(scope) の拡充と,それら新規事業の 規 模 (scale)を拡大するこ
とに置かれていたと考える。 そうして, 当該事業の資産や ノ ウハウが欠如
する異業種参入の局面では, 企業買収や事業提携がより積極的に活用され
ていったことはいうまでもないが, 実は本業の煙草事業を拡大していく過
程においても企業買収が実行されていった。 例えば,l999 ( 平 成 1 l ) 年 5
月のRJRナビスコ ・ インターナショナル拿下の米国外の煙草事業の買収で
あ り ,  これによって国際煙草事業の強化が図られた。 とはいえ, この買収
については, JT自身の「良い買い物をした」 と い う 評 価 と は 要 腹 に , 国
際的な禁煙化の流れのなかで「高値つかみ」 したともいわれる様に賛否両
論があった l25) 。
l25) 「日本経済新聞』 l999年3月l4日付。
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図表12 JTの清涼飲料関係以外の買収や提機(主に食品事義)
l996年 英グランド・メトロポリタン社と合弁会社を設立し . バーガー・キングの展開
に乗り出す。 レストラン森永からハンパーガ一店・森永ラプの営菜確を取得。
l998年l月
2月
レナウンからイタリア料理店レナウン・ ミラノを則1t。
米国の食品メーカー. ビルスべ リ一社の日本法人を買収。 グリーンジャイアン
トなど商標のライセンス契約。
アサヒビールから鳥居薬品を買収。l2月
l999年5月
7月
RJRナピスコ ・ インターナシ 3 ナルの米国以外の優草事業を買収。
旭化成工業の食品部門(旭フー ズC0など子会社8社)を買収。
(出所) 日本たばこ産業㈱「第l8期有価証券報告書』 (平成l4年4月l国̃平成l5年
3月3l fl ) , 『日経 ビジネス』l999年2月22日号および『日本経済新聞』
1999年3月l4日付に基づき作成。
さて, 食品事業関連の主だった企業買収をみると, 図表l2のごとく,
l996 ( 平 成 8 ) 年 に は 英 国 グ ラ ン ド ・ メ ト ロ ポ リ タ ン 社 と の合弁で「パー
ガ ー ・ キング」というハンバーガー ・ シ ョ ッ プの経営に乗り出し,さらに
レストラン森永からハンバーガー・ シ ョ ッ プ 「森永ラプ」の営業権を取得
し , バーガ ー ・ キ ン グへの店舗替えを行つ た(ただし. 200l年,ハンバーガー・
レスI、ラン事業から撤退)。 さらに, l 9 98 ( 平 成 l 0 ) 年 l 月 , レナウン外食子
会社レナウン・ミラノを買収, 同年2月に米国食品製造会社でグリーンジ
ャイアント等のプランドを所有するビルスぺリ一社とライセンス契約締結
のうえ日本法人・ ビルスぺリージ ャ パン㈱を買収,またl999 ( 平 成 l l ) 年
1月に旭化成工業の食品部門(冷凍食品,調味料)を買収していった。 また,
医薬品関係では,l998 ( 平 成 l 0 ) 年 l 2 月 , ア サヒビールから鳥居薬品㈱を
買収し, 公開買い付け方式で約4l3億円を投じ, 約54%の株式を取得した
(JTが研究に特化し, 鳥居が販売を担当する体制をとった) l26) 。
l26) 合併年月は, 日本たばこ産業㈱「第l8期有価証券報告書』 (平成l4年4月 l
日̃平成l5年3月3l日) に依拠。 金額と株式比率については 「日本経済新聞」
l999年3月l4日付にee拠。
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さて, 近時のJTの3 ヵ年中期経営計画は, 大 き く ,  国内たばこ事業,
海外たばこ事業, 医薬事業, 食品事業という4つの事業の柱を中心に立案
されていた。そうして,2002 (平成l4) ̃2004 (平成l6)年度を対象にした
Plan2004では,全体の経営目標として「プランディング宣言」が唱われ,
そのなかで食品事業に関しては 「次代の柱にふさわしい事業の拡大」 とい
う日標が掲げられた l27) 。
ちなみに, lつ前の中期経営計画となるPlan2001というl999 (平成ll )
̃200l (平成l3)年度を対象とした中期経営計画では, 「価値創造ビジネスを
多角的に展開するグローパル成長企業一たばこに加え, 医薬, 食品を次代の
柱へ一」 という経営日標が掲げられ, 上記のごとく積極的な企業買収が
進められた。 しかしながら, Plan 2004立案の前提条件となったPlan
2001の総括では, 食品事業に関して,「事業量拡大を展望した収益体質の
獲得」は実現されたが,「事業量の拡大」という計画にっいては依然とし
て未達であるとの判断が下されていた。その判断を踏まぇ, P l a n 2004で
は, 食品事業に関して, 事業量の拡大という計画が示されたのである。
そうして, 近時, 食品事業の中核を担つ てきたのが清涼飲料事業であり,
2000 (平成l4)年度実絞(連結ペース) で,食品全体の売上高2,l03億円の
うちl,654億円(約79%)を売り上げていた。 JTの清涼飲料事業は,全社
的な事業ポー ト フ ォ リ オのなかで,「多角化投資対象の中でリターンはそ
れほど高いものではないものの, 医薬事業と比較すればリ スクも少なく比
較的短期間で立上げ可能な事業」 l28) と理解されていた。 リ ターン ( 収 益 )
がさほど高くないにもかかわらず, 次代の重要な収益源として期待されて
いるということは,  やはり Plan 2 004のなかでも強調されていたように量
的拡大が不可欠といえよう。 そして, 量的拡大を実現するためには, 自動
販売機や手売りルートなど販路の一層の拡充が急務といえよう。 とすれば,
l27) 以下, 特に注記のない限り, 日本たばこ産業Cl0「2002-2004年度中期経営計
画 fPt m 2004』説明会」 (2002年4月9日付)を参照。
l28) 日本たばこ食品事業本部事業企画部広報より提供の資料 (2002年3月l5日)
を参照。
- l33- 93
東北学院大学論集 経済学第l57号
今後とも巨額のフリ ー ・ キ ャ ッ シュ ・ フ ローを武器に, 販路強化に向けた
買収や事業提携が進められていく公算が大きいと考える。
しかし・ Ptan2004の説明資料には,医薬・食品事業に関して,企業の
買収や事業提携を積極的に進めるとは明記されていない。 なお, 「〔RJRナ
ビスコの海外たばこ事業の買収に〕 一兆円の巨費を投じることで, 今後の食
品, 医薬など非たばこ事業の展開に制約が及ぶとの懸念もある。 果たして
JTに勝算はあるのだ ろ う か 一。 この点からすると, 今回の海外のたば
こ事業の買収は,従来戦略〔医薬. 食品を次代の柱に〕に逆行するような印
象を受ける」 l29) との見方もあり, そうなると資金力を挺子にぺンダ一買
収を線り返し急速に売上を伸ばしてきたJTの清涼飲料事業は, 今後, こ
れまでのような勢いが失われていく可能性もあろう。
すなわち, JTからしてみれば, 清涼飲料事業というのは, 全社的な事
業ポー ト フ ォ リ オ の一部をなす事業に過ぎず, ゆえに他事業の成長可能性
との関係のなかで, ある時期には経営資源の積極的な挺子入れがなされる
が, 他の時期にはむしろ他事業を成長させるために経営資源を提供する立
場になるといった具合に, やや不安定な状況に直面せさるを得ない。 こ う
した点からも,清涼飲料事業を主事業とするコカ ・  コー ラ  グループやビー
ル ・洋酒系の清涼飲料子会社などとは, やや異なる事業展開の様相を呈す
る こ と に な ろ う。
③日立造船13o)
なぜ, 造船会社が, 杜仲茶を製造販売しているのか。 造船とお茶に, い
l29) 「日本経済新間』 l999年3月l4日付。
l30) 以下の記述は, 特に注記のない限り, 主に日立造船バイオ(tl0第2営業統括
部長・木村幸正氏への ヒ ア リ ン グ ( 2oo2年4月 )日)および同氏から提供さ
れた資料に依llしている。 そのほか,太田三千難「石の上にも7年,花開
く杜仲茶事業」「奇想天外のマーケティング」日本経済新聞社. l995年(以
下・ 太田 「石の上にも7年Jと的‘建). TV東京「ワールドピジネ ス サ テ ラ イ ト
社仲茶」l994年3月29日放映. 日立造船㈱「有価証券報告l!;」, 日立造船バ
イオCB提供資料(2002年4月 5 llI提 f1l1)を参照した。
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かなる結びっきがあるのか。日立造船Cl3を訪れる人々の多くは, 一様にこ
うした疑間を抱くという。
杜仲茶ビジネスの起業 日立造船による杜仲茶事業参入の (間接的な)
原因のlつは, l988 (昭和63)年,韓国で開催されたソウル ・ オ リ ン ビ ッ
クであった。 すなわち, オリンビ ック開催が決定した韓国は, オリンビ ッ
ク開催までに何とか内国経済を盛り上げる必要があると判断し, その経済
政策の中核に造船業復興を掲げた。こ こ に,韓国造船産業は,政府の補助
金に支えられ, 世界中の新造船の受注を安価で請け負うことが可能になっ
た。 この韓国政府による造船業の補助金政策を境に, 日立造船の大型船製
造の主力工場のl っと位置づけられていた広島県因島工場では, 新造船の
注文が皆無となり, 工場内に船が一隻もなくなるという状況に陥つた。 か
ように,  日本の造船産業は, 韓国造船業の低価格攻勢に敗北を喫し, 不況
のドン底に叩き落とされた。 長期化する造船不況のなか, 日立造船因島工
場でも, いよいよ人員削減を断行せさるを得ない状況へ と追い込まれた。
かくして, 因島では, リ ストラ勧告された従業員達が夢遊病者のように海
岸線をさ迷い歩き, 遂には自殺者まで出てしまった。 このままでは, 因島
それ自体が, 日立造船と共に沈下していく 。 そうして, 日立造船の因島工
場内部では, 新しい雇用を創出できる新事業を立ち上げ従業員を助けたい,
ひいては因島それ自体を救いたいとの想いが酸成されてきたという。 この
想いこそが, 日立造船の杜仲茶ピジネスの始まりとなった。
とはいえ, いきなり杜仲茶という発想に行き着いたわけではなく , 舒余
曲折を経てようやく辿りっいたものであった。 因島工場は, 日立造船の事
業多角化のlつバイオ関連プロジェクトに注日し,l985 (昭和60)年頃か
ら, マ ッ シュルームの裁培, ヒラメやあわびの養殖, ミカンブランデーの
酸造など次々と新事業に挑戦していったが, 何れも商売にはならず失敗に
帰していた。 そもそも日立造船のバイオ関速プロジェクトというのは,
l970年代の2度にわたるオイルショック, それによる石油枯渇論の影響を
受けて, 石油が日本に入つ てこなくなった状況を想定し, バイオ技術を使
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って船を動かす技術を研究するプロジェク ト と して発足していた。
この失敗続きのバイオ関連プロジェクトが, 造船不況真つ 只中のl986
(昭和6l )年,  事業部へ と格上げされたのである。 その際, バイオ事業部
部長に配属されたのが, もともと造船工学技術者の太田三千雄氏であった。
また, 太田氏と共にバイオ事業を背負うことになるのが, 因島で生まれ育
ち, 造船不況の最中に造船部門係長としてリ ス ト ラの断行を日の当たりに
してきた木村幸正氏 (現, 日立造船パイオ㈱第2営業統括部長) であった。
そうして, パイオ事業部の取り組みを聞きっけ, 長野で僅かに栽培され
ていた杜仲の木が持ち込まれたのだ と い う。 当時の事情を詳しく知る唯一
の現職(2002年4月時点) となった木村氏によれば, バイオ事業部へ と杜仲
の木が持ち込まれ, 論文や資料などに基づき研究を開始したのは, ち ょ う
どバイオ関連プロジェクトが事業部へ と昇格したl986 (昭和61) 年前後で
あったという。 調査研究を進めていくうち, 杜仲に関する論文や研究が既
に沢山あって,特に中国では杜仲木の皮が,高級5大漢方のlつとして重
宝されていることが分かってきた。関連情報を収集・分析していくなかで,
同事業部において, これを次なる仕事, ひいては最後の砦にしたいという
考えが徐々に固まってきた。 しかし, 皮は医薬品扱いとなり日立造船には
取り扱いが出来ないため, 葉つばのほうに注目していった。
かくして, 杜仲の皮とほぼ同じ成分を含有する葉を利用してお茶を作り,
実際, その効用を確かめてみることになった。 日立造船因島工場の社員総
出で, 6 ヵ月の間, 杜仲茶を試飲し, その感想や効果を率直に述べるとい
う試験をおこなった。 すると,  約 9 割の人において, 論文に書かれている
ような効用が確認できたという。 そのような折, l987 (昭和62)年に, た
またまNHKで漢方の特集番組が放映されることになり, 同番組で, もし
5大漢方のlつである杜仲木が取りあげられないならば, 杜仲茶の市場性
は疑わしいとの思いで, 因島工場社員一同, 放映に臨んだという。 すると,
同放送のなかでも杜仲木の皮が中国で非常に高価な薬として服用されてお
り ,  余りにも高価であるために中国では特別検査員が設置されているとい
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う内容が紹介された。 ここに,木村氏らは,自らが蓄積してきた情報と
NHK放送の内容が一致し, また何とか因島の衰退を食い止めたいとの思
いが相供つ て, 杜仲茶で行けるという決意を固めた。 このようにして, 日
立造船バイオ事業部は, l987 (昭和62)年, 杜仲茶ティーバッグ類のテス
ト販売を開始した。
ここで杜仲茶ピジネスにとって, 後に好影響を与えるlつの出来事が起
こった。 l988 (昭和63)年6月, 不振を極めた日立造船を再建するために,
メ ーンバンク三和銀行の元副会長・藤井義弘氏が日立造船社長として送り
込まれてきた l 3 l ) 。藤井氏は, バイオ事業を単に事業多角化政策のlつと
してではなく, 日立造船の過去の栄光のなかで染みっいた官僚主義的な企
業体質を変容させる先鋒にしたいと考えた。 太田と木村の両氏は, 藤井社
長から杜仲茶は日立造船の名のもとで世に出しても恥ずかしくないものな
のかと再三再四の質間を受け, 両氏は世の中の健康に役立つ商品であるこ
とをアビールしていった。
こうして, 藤井氏の後ろ糖を得て, 杜仲茶ビジネ スが本格化していった。
まず, 太田と木村の両氏は, 杜仲茶を今後l0年でl00億円規模のビジネス
に育てあげるための事業計画を構想し, 藤井氏もそれを予算面でバックア
ッ プしてくれたという。 木村氏は, この種の新規事業の場合, 通常3年で
利益が出せないと直ぐにリ ス トラ対象となるにもかかわらず, 長期的な視
点から杜仲茶ピジネ スを評価し, それを資金面で支えてくれた藤井社長の
存在は重要であったと振り返る。事実,杜仲茶以前に手掛けたマ ッ シュルー
ム事業についても, 日立造船は利益が出ないと手を引いてしまったが, 同
事業を担当していた日立造船社員が, 会社から独立し, 現在でも事業とし
て継続させているという。 上で述べたように, 藤井社長としても, 重厚長
大かっ過去の栄光にしがみっいて柔軟な動きがとれない日立造船に, この
杜仲茶プロジ ェ クトが何らかの刺激を与えてくれることを期待したゆえの
l 3 l )  藤井氏は, 三和銀行の常務取締役, 専務取締役, 副頭取などを歴任してい
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支援であった。とはいえ,当初, 日立造船社内では杜仲茶ビジネスに対し
て全く理解が得られず,例えば,大阪や東京の社員に宣伝 ・ 広告になるか
ら出動時ないし営業時に, 日立造船 ・ 杜仲茶の紙袋を持つ て く れ る よ う に
頼んだが, ほとんどの社員は嫌がって持つ てくれなかった。木村氏は, 大
阪や東京の本社勤務の社員からみれば, 船をl隻受注すれば億の単位の収
益が入つ てくるのに,なぜ,  l箱数百円のお茶を売らなければいけないの
かという軽侮にも似た感覚があったのだ ろ う と い う。 しかし, 木村氏は,
そうした感覚こそが過去の栄光にしがみっくということ以外の何ものでも
なかったと当時を振り返 つ ている。
初期の販売政策 とはいえ, 造船会社出身の社員達が, お茶を販売して
いくためのノウハウをほとんど持ち合わせていなかったのも事実であった。
それは, バイオ事業部の太田, 木村の両氏にしても同じであった。 当時,
試行錯誤のなか始動した営業活動の最前線に立 つ たのが木村氏だった。 こ
の時,木村氏は, リストラされた人,さらにその子供達に新しい仕事を残
すため, ひいては自分が生まれ育 つ た因島のため, 命を賭けて杜仲茶事業
を成功させることこそが日立造船に残つ た自分の使命だと考えた。
まずは,個人客をター ゲ ッ ト に , 婦 人 会 , 老 人 会 , お 祭 り な ど , 人 の集
ま る と こ ろ な ら ど こ へでも出掛けて行き, 気に入らなければお金を返すか
ら, とにかく試飲だけでもして欲しいと宣伝 ・ 広告に努めた。 この間, 事
務や雑用は全て派通社員に任せ, 同プロジェクトに配属された木村氏を含
む5名の従業員は, 営業のみに専念した。 ここで1つ日の転機が訪れた。
杜仲茶の名称は杜仲というお坊さんの名前に由来するという実しやかな説
に注目し, 木村氏が知人の和尚さんに頼み, お寺の境内に杜仲の木を植え
させてもらい, お坊さん口から杜仲茶の話をしてもらった。 す る と ,  徐々
に杜仲茶が売れ始めたため, まずは因島にある12のお寺の境内全てに杜仲
木を植えさせてもらった。 また, 和尚さんからの紹介, ないし他のお寺か
ら引き合いがあれば, 全国どこ へでも杜仲木の苗を持 つ て飛んでいき, お
寺を情報発信源の1つとして活用していった。もちろん,そこには,人々
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の無事平安を願うお寺と, 健康增進に役立つ杜仲茶という イ メージ的な集
がりが少なからずあったといえよう。
さらに,いまlつの作戦は,口コ ミの利用であった。熊本県在中の当時
72才の老人から杜仲茶のサンプルを戴けないかとの間い合わせが入つた。
この老人は, 以前に中国で女学校の教師をしており, また杜仲木のことも
ある程度知つ ており, しかも日立造船であるから信頼できるということで,
杜仲茶を飲んでみたいと間い合わせてきた。 そこで, この老人を起点にし
て, どれくらいまで口コ ミで広がるのかを調査してみたところ, 老人から
その子供へ と, その子供から友達へ と, 少なくとも300人位にまで速鎖し
ていたことが分かった。 やはり, 杜仲茶のような健康を売り物にする商品
は, その効果に関してある程度の説明が必要とされる商品であり, 人と人
とのコ ミュニケーションを媒介に広がっていく特性を有することが確認さ
れた。
杜仲茶の拡販と生産計画の失敗 こうした個人客との関係に加え, さ ら
に売上げをもう一段伸ばすためには, 小売店からの受注, すなわち商売人
の世界へと入り込んでいく必要があった。 木村氏によれば, 商店から最初
の注文が入つたのはl987 (昭和62)年7月l2日のことで, ここで始めて杜
仲茶が真の意味で商品として認められたと感じたという。 商売人との取引
においては, 造船会社という出自が, やや奇妙な形で力を発調lした。 小売
店側が, 日立造船が食品メーカーではなく, 造船会社だということで, 逆
に信頼してくれたのだ と い う。すなわち, 食品メーカーは, 最初は定価を
守るという言い方で小売店に取引を迫つてくるが, 暫くすると量販店など
を通じて直ぐに安売り攻勢を仕掛けてくる。 当然, 同じ商品を定価販売し
ている中小小売店では忽ち商品が売れなくなり, 当初仕入れた商品は, 結
局, 不良在庫化してしまう。 これに対して, 日立造船なら定価を守つ て く
れるのではないかという小売店の期待が, 取引成立に少なからず役に立つ
たのである。
こ う し て , l 9 8 9 (平成元)年頃から,個人向け,商店向けに杜仲茶ビジ
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ネ スが,軌道に乗り始めた。 ここで日立造船は,杜仲茶をテ スト販売から
正式販売 (マスコ ミ発表をもって正式販売と提えられている) に切り替え, 同
時に東京進出を企図し, 3億円規模の資金を注ぎ込んで大々的な宣伝・広
告を実施した。 しかし,この宣伝・広告は,失敗に終つた。 というのも,
商品の売り方の基礎的知識の欠如, あるいはそれ以前の常識の欠如という
か, 東京地域で杜仲茶を販売してくれる小売店, すなわち販路を十分開拓
しないままに宣伝・広告を打つたのである。これによって,消費者が宣伝・
広告をみて杜仲茶を買いたいと思つ ても, どこにも商品が置いていないと
いう状態になった。 そうして, 当時, ウ ーロン茶の販売に力を入れていた
サ ン ト リ ーの社長の耳に, この日立造船の失策の話が入つた。 すると, サ
ン ト リ ーの社長は, 日立造船の担当者達 (木村氏も含まれていた)を呼び寄
せ , 「商売をナメとる,商売は座から下や」 と叱正のう え,足を使つた地
道な商売の重要性を教示したという。 そもそも何故, サ ン ト リ一社長が,
全く関係のない日立造船の失態を叱正するのかという理由については不明
だが, lつは同じ中国茶である杜仲茶の失敗によってサントリーのウ ーロ
ン茶のイメージにも傷がっくというビジネス上の理由が考えられるわけだ
が. それ以外にも同じく大阪を拠点とする企業ゆえの叱咤激励という意味
が含まれていたのかもしれない。
木村氏いわく, いずれにせよサンI、リ一社長の言葉を真準に受け止め,
日立造船パイオ事業部は, 広告・宣伝よりも,  足をっかった営業という原
点に再び立ち返つ ていくことになった。 とにかく, 杜仲茶を置いてもらえ
る店舗を出来るだけ多く開拓することが先決であった。 しかも, 杜仲茶と
いう商品は,効能や飲み方(杜仲茶の場合, 有効成分が水に溶け出すのにl0分
ll重じることが必要) についてもある程度詳しい説明を必要とする商品特性を
再度確認のうぇ, お客さんとのコ ミュニケ ーションが頻繁に発生するよう
な店舗に営業ターゲットを絞つ た。 また商品にっいても, l988 (昭和63)
年に既にPETポトル入りの杜仲茶も投入されていたが, l989 ( 平 成 元 ) 年
時点では, PET商品を コンビニエンス ・ ストアや量販店を通じ大量販売
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す る こ と よ り も ,  むしろティーバ ッ グの杜仲茶を, 効能や飲み方を説明し
ながら地道に販売することに力を入れた。 そこで, 日立造船が注目したの
は, 百貨店や大型スーパーのテナントとして入つており対面販売が可能な
お茶専門店や健康食品ショッ プ, さらにお客さんと会話する時間が比較的
長いという切り口から美容院・理髪店にもアプローチしていった。 特に,
先に述べた東京地区における宣伝・広告の失敗のすぐ後あたりから, 美容
院に化粧品を卸す卸売業者の協力を得て, 3,000万円の資金を投じて東京,
埼玉, 静岡の美容院向けに営業攻勢をかけた。 これと同時に, 木村氏は,
地理的に近接しているものの, 余所者を嫌う四国にも乗り込んでいき営業
活動を展開したが結局全く売れず. 同僚の待つ因島に手ぶらで帰ることの
心苦しさから, なかなか帰りの船に乗ることができなかったと当時の苦労
を回顧する。 とはいえ, こうした地道な営業活動の結果,杜仲茶の販路も
徐々に整備され始め, さらに健康食品販売大手 ・森谷健康食品が杜仲茶を
取り扱つ てくれることになり,  森谷健康食品を通じて, 高島屋の東京日本
橋店の地下食品売場を始めとして, 東京の有名デパートでも杜仲茶が陳列
されようになった。
このように, l989 (平成元)年の失敗を教訓とした営業体制の見直しが
奏功し始め,l990 (平成2) ̃l99l(平成3)年頃には販売量も徐々に伸長
してきた。 とはいえ,この時期には,これといった宣伝・広告活動も打 つ
ていなかったので, 大量販売も期待できず, もちろん間屋も相手にしてく
れなかった。 木村氏いわく, この時期の商売は日立造船自らが営業で開拓
した小売店との地道な直取引が主たる仕事で, それは杜仲茶の商品特性を
良く理解してくれる顧客だけとの付き合いであり, ある意味で良い時代で
あ っ た と い う。しかし,日立造船内部では,l992 ( 平 成 4 ) 年 頃 か ら, 大
量販売体制を日指し, 大手の間屋とも取引を開始すべきではないだろうか,
という意見が徐々に出されるようになった。 確かに, 間屋との取引は日立
造船にとって, いずれは乗り越えなければならない大きな壁であったが,
一度, 間屋と取引を始めれば, どこで売られるのか, また幾らで売られる
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のか等々, 流通経路や価格面でのコントロールが全く効かなくなってしま
う。 同時に, 杜仲茶は本来説明を必要とする商品であるという営業の原則
からも乖離していくことを意味し, 同時に日立造船ならば定価を守つ てく
れるだろうと信頼してくれた小売業者への要切り行為をも意味していた。
すなわち, これは, 大量販売と, 信頼維持という異なるぺクトル間での細
引きにほかならなかった。
しかし, このような折り, 否応なく杜仲茶の売上げが急伸する出来事が
起こった。 l993 (平成5)年9月l3日,お昼の生放送「午後は〇〇おもい
っ き り テレビ」 で, 疫身という観点から杜仲茶が取りあげられたのである。
「l週間ほど前から日本テレビが杜仲茶の特集をやるらしいという電は耳
に入つ ていた。 しかし当時杜仲茶のシェア80%を占めていたはずの日立造
船に日本テ レビは取材に来なかった」 l32) ので, あくまでも噂に過ぎない
と聞き流していたゆえ, その放送は, まさに寝耳に水に近い状態だった。
この日を境に, 杜仲茶, さらに日立造船バイオ事業を取り巻く世界が大き
く変わっていった。 テレビをみた視聴者はもとより, 杜仲茶を店頭で売り
たいという商売人からも, 引きも切らずに電話やFaxで注文が舞い込んで
きた。 l 回 l 億 円の注文も入るようになり,しかも商売人は売れると分か
れば昼夜を間わず24時間いつでも電話をかけてくる。木村氏は,テレピ放
映後のl週間は会議室に布団を敷いて泊まり込み, 必死で電話対応したと
当時を回願する。 lヵ月後の出荷量は百万箱,l993 ( 平 成 5 ) 年 度 の杜仲
茶の年商は60億円に達した。 こうしたプームは往々にして一過性に終わる
ことが多いが,幸い杜仲茶は,l994 (平成6)年,そしてl995 ( 平 成 7 ) 年
に至 つ ても, 売上げが急激に落ち込むことはなかった。
ちなみに, この頃になると, 日立造船内部でも杜仲茶ビジネスをみる目
が変わってきた。 l987 (昭和62) ̃ l99l (平成3)年頃には,頼んでも杜仲
茶の紙袋に見向きもしなかった社員が, むしろ率先して紙袋を持つ てくれ
l32) 太田三千雄 「石の上にも7年J. 43頁。
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るようになり,また他の分野の営業も 「杜仲茶の日立造船です」 と い っ た
具合に自社をアビールするなど, 日立造船全体の営業ルーツのl手段とし
て杜仲茶が使われ始めた。 さらに, 木村氏は, 杜仲茶が日立造船の知名度
を向上させ, それによって他の事業部にも幾つか大きな仕事が舞い込んで
くるようになったとし,  そうした波及効果まで含めれば,杜仲茶ビジネス
は, 6,000億円近い収益を日立造船に呼び込んだのではないかと分析する。
しかしながら, l0年間でl00億円という当初の事業計画日標を射程圈内
に捉えた矢先のl995 ( 平 成 7 ) 年 ,  またしても日立造船バイオ事業部は痛
いミスを犯してしまった。 すなわち, 売上げが当初の予想を上回つたため
に, 商品在庫を切らしてしまったのである。 なお, 杜仲木の栽培や製造に
ついて一言を付しておくと,裁培は,本場・中国の提携工場のほか,地元
の因島を始め, 愛援や福岡の展家など国内でも行われていた。 もともと,
杜仲茶は,生命力が強く, しかも虫が全く っかないため,簡単かっ無農薬
で育てられることから, 因島では高齢展家の就労対策にもなっていた I33) 。
現在(2002年4月時点)では,集荷された杜仲の葉は,l998 (平成l0 )年6
月に新たに建設された因島工場内の製造ラインで焙成され ( 4 ト ン / 日 ),
さらに隣接の包装施設にダクト経由で送られ, ティーバッグとして商品化
されている。 l995 (平成7)年も,前年までの拡大基調の流れをうけて売
上げは順調に伸長し,それに合わせて, 営業も,工場も,製品をどんどん
出荷していった。 しかし, その途中で, 茶葉の在庫が底をっいたのである。
木村氏によれば, これだけ大きな事業に成長していたにもかかわらず, 実
際のところ生産計画はほとんど立てられておらず, またしても食品の取り
扱いに馴れていない素人集団の無知を露呈し, 願客の信頼を要切つてしま
ったのだ と い う。 なお, 上で述べたl998 (平成l0 )年の因島の自社倍煎工
場の新設は, こうした失敗を踏まえての動きと理解できよう。
l33) 難者も自宅で杜仲木を育てているが. 寒さ器さ, 乾き温気の何れにも強く,
虫 もっかず,ほとんど手間はかからない。また,生育が早く , 毎 年 , 定 期
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分社化と事業の新展開 ところで, 日立造船のバイオ事業部は, l999
(平成ll )  年2月に, 「顧客により密着したきめ細かいサービスを提供でき
る体制」 l34 ) を構築する日的から, 日立造船バイオ㈱という子会社として
分社化された。 近時, この日立造船バイオが最も力を入れている商品のl
つが,l996 (平成8)年に厚生省特定保健用食品に認定された「杜仲l20」
という杜仲葉の濃縮エキス小題ドリンクであった。 この杜仲l20は, 九州
大学医学部の協力を得て臨床実験を行つたうえで開発された。 なお, 日立
造船と医学界の関係は,杜仲茶の製造 ・販売を契機に始まったもので,そ
の端緒は,l988 (昭和63)年にまで通ることになる。木村氏が,慢性の喘
息を持つた友人に杜仲茶を勧めたところ, 飲み始めて6 ヵ月で喘息が出な
く な り ,  病院に通わなくても良いほど改善がみられた。 その人が病院に来
ないことを心配した主治医が, なぜ, 診察に来ないのかと尋ねたところ,
その友人は, 日立造船の杜仲茶を飲み始めてから喘息が出なくなったと答
えた。 そこで, 木村氏がその医者に呼び出され, 杜仲茶に関して説明を求
められた。 その主治医からは, 医師会の指導に定期的に来ていた某大学病
院の漢方の先生に予約を入れるから, 直接説明してみてくれといわれた。
その漢方の権成に面会にいくと, 確かに杜仲木の皮には色々な効用が認め
られているが, 葉の効用は分からないとの見解を得た。 そこで, その先生
自身が3 ヵ月のあいだ杜仲茶を実際に試飲することになり, 最終的に, 医
者の立場として, 虚弱体質の人に飲ませたら良いという助言が得られたと
い う。 こうした接触を通じて, 大学の医学部との関係が徐々に形成され,
また厚生省が薬以外でもその効用を表記できる特定保健用食品の新制度を
立ち上げたことで, 九州大学医学部との共同研究プロジェ ク l、として杜仲
l20を開発した。 さらに,  この杜仲茶に次ぐ第2の健康食品として日立造
船バイオが近時注日しているのが, 鳥取大学と共同で開発したギムネマと
いう植物から作つたカプセル食品である。 ギムネマは, インドのガガイ モ
l34) 日立造船㈱ 「ニュース リ リース 日立造船バイオ株式会社の設立について」
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科の植物で,内包成分が胃や陽の糖分を吸収する穴を塞いで糖分摂取が抑
制されるという特徴を持つために血糖値を下げる効果が期待されている。
しかし, 余りにも苦く,  そのままでは飲めないので, 新たに食品のカプセ
ル包装化が認可されたことを受け, 鳥取大学の力を借りて, カプセル食品
として商品化に乗り出した。
ところで,木村氏いわく, 日立造船バイオの杜仲茶ビジネスは,近時,
その販売方法をめぐって, 大きな岐路に立たされている。 図表l3にみられ
るように,日立造船バイオでは,販路を 「表街道」と「要街道」の2つに
分類していた。 さらに表街道は,コンビニ,ナショナルスーパー,ローカ
ルスーパ一等の商品説明を出来ない売り切りルー ト と ,  百貨店のなかの健
康食品テナントや薬局等の多少なりとも商品説明が出来る対面ルートに分
けられた。 これに対し,要街道とは,訪間販売,通販,関係企業(日立製
作所,旧・三和銀行(現UFJ). 新日鉄,川崎重工. など) への販売であった。
歴史的にみれば, もともと杜仲茶は要街道を中心に展開されてきたが, 現
在(2002年4月時点) では, 売上げの半数以上が表街道からの売上げになっ
ているという。
そうして, 近時, 会社と して力を入れたいと考えているのが, コンビニ,
ナショナルスーパー, ローカルスーバーなど量販型店舗における大量販売
である。 多く の人が飲んで美味しいと思える茶系ドリンクとして杜仲茶を
位置づけるのであれば, 他の茶葉とブレンドし混合茶として売り出す方法
が必須となろう。 しかし, 過去の経緯を詳しく知る木村氏は, そうした会
社の方針には必ずしも資成できないと述べる。つまり,杜仲茶は,味では
なく機能を追求すべき商品であり, (線り返し述べるが)そのためには効用
や飲み方の説明が不可欠である。確かに,宣伝・広告費に30億円投じると
約東すれば, 大手コンビニ ・チェーンも直ぐに杜仲茶を取り扱つてくれ,
一時的に百数十億円規棋の売上げが見込めるという。 しかし, いずれプー
ムが去れば, コンビニ側が独自に設定する定番商品の売上数量の基準値を
下回り, 直ぐさま陳列棚から姿を消してしまうだろう。 また, その場合,,,
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あくまでも清涼飲料として売り出すことから. 広告やパッケージに, その
保健効用を書き込めず, もって杜仲茶の商品特性が顧客には伝わり難くな
るo
もちろん, コンピニでの販売を前提とするのであれば, 混合茶としての
阪売になる。実際,日立造船は,小規模(特に広島県内) であるがコンピ
ニなどで既に杜仲茶を流通させていた。 その際, 500mePETを主力容器と
したうえで,緑茶エキスと混合した 「杜仲茶」,ジャ ス ミ ン , ウ ーロン茶,
グーデン茶等と混合した 「い き い き ち ゃ」, はとむぎ, 大麦と混合した
「杜の杜仲茶」 など, 何れも混合茶として販売していた。おそらく,  健康
をテーマにした人気テ レピ番組が, しばしば杜仲茶を取りあげたので, コ
ンビニ側からの需要があっての対応と考えられる。 なお, 500m l lPET入 り
商品の生産は, 日立造船は飲料の充壊工場をもっていないことから l35) ,
全国8ヵ所のコカ ・ コーラ系や経済連系のパ ッ カーに生産委託されていた。
日立造船プランドの自販機の展開はほとんどなく, メーンバンクのl日・三
和銀行や日立系グループ会社, さらに造船資材で取引関係がある新日鉄や
図表13 日立造船の杜仲茶の販路
売上げの半分以上が表l
杜仲茶の販路
表街道
コ ンピ二 l
ナショナル ・ スーパー 商品を説明できない
ロ一力ル - スーパー
百貨店のテナントゃ健康食品店
薬局
E 動間販売
理街道一 通販 ( 最近カを入れているカテゴリー
関速企業 ← 販売先企業に自販機を設置
(出所) 日立造船バイオでのヒアリング (2002年4月5日) に基づき作成。
135) ただし, 日立造船は, 飲料用の充項機 ( フ ィ ラ ー ) の製造を行 つ ていた。
f 食品工業』l996年6月30日号,20頁を参照。
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川崎重工などの職場に, 僅かな台数が設置されている程度だという。
原点回帰の政策 会社側は, 上記のように大量販売体制の整備を重視し
ていたが, 木村氏は, いささか異なる販売政策のあり方を考えていた。 筆
者なりの視点で, 木村氏の所見を整理すると, まずは目標とすべき利益を
短期的利益と長期的利益に分類し, さらに顧客を若年層と中年層以上にセ
グ メ ン ト し た う ぇ で ,  それぞれの組み合わせに対して, 異なる販売政策を
展開した方が良いと考えている。 すなわち, 短期的利益を追求するために
はコンビニや大手スーパ一等で飲み易い混合茶として販売していくことも
止むを得ないが, それはあくまでも健康上の個みを抱えていない若者層を
対象にした清涼飲料ビジネ スと割り切るべきだという。 なぜなら, コンビ
二 や スーパーの店舗形態では, 当然, 杜仲茶の効用や飲み方を説明できず,
またいつ定番商品から外されてしまうか分からない。 しかし, 昔から杜仲
茶のフ ァンであり, 売上げを支えてくれたのは, 高血圧など実際に体に個
みを抱えた中高年層であった。かく して,木村氏は,拡販ばかりに気を取
られ, 真の顧客をなす中高年層のケアを軽視していると, 杜仲茶ビジネ ス
は早晩先細りになっていくと危惧していた。
さらに, 木村氏は, 会社を永続体として捉え長期的利益を追求していく
のであれば, 商品についても,PET入り混合茶ではなく, 中高年層が多
く購入してくれる杜仲茶ティーバッグに注力すべきだと指摘していた。 ま
た, 将来的に高齢化社会の到来が不可避であるとすれば, 血圧異常の個み
を持つ た中高年層は,今後,增加の一歩 を 辿 り , l 0 ̃ l5年後には杜仲茶に
対する需要が益々大きくなることは間違いない。そうして, 木村氏は,来
るべき時代に備え, 今から日立造船の杜仲茶プランl'への信頼を地道に築
き上げていくことが必要であり, そのためには杜仲茶の効用や飲み方をき
っちり説明しながら販売する当初の販売政策が一層重視されるべきだと主
張していた。
とはいえ, やはりビジネ スである以上,短・中期の売上げや利益の追求
も必要である。 そこで, 日立造船バイオがいま力を入れているのが, 通販
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部門である。 つまり, 最近流行のテレビ通販であれば40分く らいの時間を
かけて杜仲茶の効用や飲み方を解説でき, しかも定価販売であることから
価格破壊を惹起することもない。 日立造船バイオでは, 既に通販会社5社
と提携し, テレピを通じた実演販売を行 つ ており, これまでのところは売
上げも順調に推移してきているという。 また, やや小規模であるが, 確実
に売上げを伸ばしてきているのが, 工場見学者による購入である。 工場見
学の場合, 杜仲茶に関する製造工程を含めた包括的な説明が可能であり,
100人の見学者が来場すると大体7̃8割のお客さんが何らかの買い物を
してくれる。近時,木村氏は,観光会社に売上げの2割程度を払い戻すと
いう条件を提示のう え ,  因島工場をッアーに組み込んでもらうよう, 各社
にお願いに回つ ている。売上げの2割をキックバックしても,  見学者との
関係は,その場限りで終わるものではなく,商品が良いと分かれば, リ ビー
ターになって再注文してくれるし, また家に帰つ て周りの人にも勧めてく
れるため, 日立造船バイオにとって中期的メリットが見出せた。
しかし, 何もしないで黙つ ていては, 見学者はリ ビーターになってくれ
な い と い う。 木村氏は, 見学者が帰ると直く・に, 300人位迄ならその日の
うちに, 自筆で御礼の手紙を書いて発送している。 こうすることで,  観光
客が家に着くか着かないかのうちに,  自宅に手紙が届き, それによって杜
仲茶と日立造船バイオが強く印象づけられ, かなり高い確率でリ ビー タ ー
になってくれる。 また, 質問が寄せられれば, 直ぐに手紙で返答しており,
結局, こうした地道な努力の積み重ねがあって, 初めて杜仲茶という商品
は売れるのだ と い う。 しかし, 現在(2002年4月時点), 日立造船バイオに
は, 杜仲茶ピジネ スの歴史を詳しく知る人が木村氏以外にいなくなってし
まい, 過去の経緯を知らない社員からは, 自筆の手紙や旅行会社への営業
活動といった面倒なことは止めて, 間屋を通じて商品を流せば良いのでは
ないかとの意見が日增しに強くなってきている。 木村氏は, 良かれ悪しか
れ日立造船は技術者集団であり, 商売のやり方も知らず, 良いモノを作れ
ば必ず売れるというテクノロジー ・ プ ッ シュの基本発想に立つ ているので,,
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地道な営業のなかから願客の意見やその変化を汲み上げ市場の事実に適切
に応えていくことの重要性が, なかなか理解できないのだ と い う。
すなわち近時, 日立造船の杜仲茶ビジネスは, 長期的利益か, 短期的利
益か, はたまた間屋主導の拡販か, 自社営業中心の地道な成長か, と い う
ビジネ ス上の重要な選択を迫られていた。当然,いずれの選択にもメリッ
ト と デ メ リ ッ ト が 伴 う が ,  清涼飲料市場における各社の短期的戦術を旨と
する行動様式のなかで, むしろ長期的視野のもと地道な成長を図ることが
戰略的差別化へ と'集がっていくのかもしれない。
V むすびにかえて 一 多様化のメ力二ズ ム ー
本稿では, まず清涼飲科業界の上位集中化の傾向を明らかにした。 具体
的な数字で表すと, l998 (平成lo)年には,  清涼飲料の生産をおこなう全
800社のll .3%相当である90社で, 全生産量の93.2%が生産されていた。
次いで, 業界の ト ッ プl0ないしトッ プ20に位置する大手清涼飲料会社の顔
ぶれと, 順位の変遷を確認した。 第2次大戦終了後のわが国清涼飲料ビジ
ネ スを先導したのは,良かれ悪しかれコ カ ・ コー ラ グ ループ で あ り , そ
の優位性は, 商品力, 流通力そして広告力の何れをとってもライバル企業
を圧倒していた。 し か し , コ カ ・ コーラグループは,l995 ( 平 成 7 ) 年 に
記録した市場シェア36%をlつの頂点として, その後はシェアを徐々に低
下させていき,2000 (平成l2)年には,l989 (平成元)年以降最も低い市場
シェアとなる33.5%を記録した。 コカ ・ コー ラ グ ループは,依然として
他社と比較して大きな市場シェアを保持していたが, まさに追われるモノ
の立場として,徐々に厳しい競争を強いられっつあった。そうして, コカ '
コー ラ  グループに対抗する競争圧力として近時台頭してきているのが,
ビール・洋酒系の清涼飲料会社であり,また医薬品,食品,その他分野か
らの異業種参入企業であった。
そのような業界構造の理解の も と , 次 に, ビール ・洋酒系メーカーにお
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ける第2次大戰終了後の清涼飲料ビジネ スの史的展開をみてきた。実は,
そこでは,新商品の横並び的投入はもとより l36 ) , 外国清涼飲料会社との
事業提携,清涼飲料販社の設立,事業多角化の推進,飲料子会社の分社化,
そして中国市場進出などに関して,アサヒ , キ リ ン , サ ッ ポ ロ , サ ン ト リ ー
各社が, ほぼ同時期に同様の行動を起こすという一種の模倣的競争が成立
していたと考えられる。 しかしながら, 各社が同じ様な取り組みをみせた
としても, そこから導出されてくる結果は様々であった。 例えば, 清涼飲
料ピジネスの組織上の一本化という行動に関していえば, サントリーでは
比較的スムーズな組織体制の整備がみられたが, サッポロビールでは本体
と販社とで機能的重複が残るうえ外部からみると非常に分かりにくい複雑
な改組が繰り返された。 もちろん, それら組織再編の有り様の差異だけが
原因とはいえないが, 現在では, サ ン ト リ ー と サ ッ ポ ロ ビールの清源飲料
市場におけるパフォーマンス (売上高や市場シェア) には, 大きな格差がみ
られる。
次いで, 異業種参入にっいても, 幾つかの具体的な事例をあげて検討し
てきた。 そこには, 参入のタイミングや方法に関して, 事後的にみて幾つ
かのパターン l37) が確認できた。 例えば, 参入のタ イ ミ ン グ にっいては,
本業が衰退期を迎え経営上の不確実性が生じてきた時 (伊藤国, ヵネポウ.
日本たばこ産業・ 日立造船), 缶コーヒーや緑茶ドリンクなど新しい種類の
清涼飲料が登場してきた時(ダイl'-, 伊 藤 国 , カ ネ ポ ウ ) ,あるいは自販機
やコンビニエンス ・ ス トアといった新しい販売ルートが出現してきた時
( ダ イ ドー, カ ネ ポ ウ , 日 本 た l;l1'こ産業)などが確認された。
また,参入の動機としては,例えばJTでは,満源飲料事業はリターン
はさほど高くはないが, 医薬事業などと比較すればリスク も 少 な く ,  比較
l36) 漢羽「日本企業の競争原理』 を参照。
l37) こうしたパターンをもって, 各社の経営戦略と呼ぶことも出来る。 例えば,
Mintzberg,Henry,Bruce Ahlstrand& JosephLampel, StmtegySafarj;・
A G uided T,our T ltfol‘g h t he Wilds of Stfategic Manageme,;t,NY:Free
Press,pp.9 - l 5 , l 9 98 (商藤嘉期監a是 「破Baサフ -,リ一 戰 略 マ ネ ジ メ ン ト ・ 力
イ ド プ ッ ク ー」東洋経済新報社,l99)年)を参照。
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的短期間で立上げ可能な事業と理解されていた l38) 。 また, 大塚製薬, 伊
藤国, カネポウ, 日立造船バイオでは, 消費者による健康志向性の高まり
を背景に,清涼飲料の特定分野(健康茶や機能性飲料) の成長可能性への期
待が参入動機をなしたといえよう。 と は い え , プ ロ ダ ク ト ・ ラ イ フ サ イ ク
ルの短命化, 自販機の設置場所の飽和, 低価格競争の激化, またコンビニ
エンス ・ ストアや大手スーパーからの値引き圧力など経営環境は一段と厳
しさを增してきており, ビジネス ・プレーヤ一達の成長と存続は, いっそ
う困難な状況になっている。 しかし, こうした状況下にあっても, ビジネ
ス ・ プレーヤーの幾つかは,独自の経営戦略の採用と,既存の資産(プラ
ンl' や 自 販 機 細 な ど ) や ノ ウハウ(営業手法や製品開発力など) の 強 化 , さ ら
に他社との提携による経営資源の補強を通じ, 市場シェアを徐々に拡大し,
ひいては首位コカ ・ コー ラ  グループに対抗し得る競争圧力として成長し
てきていた。まさに業界構造を規定する力が,コカ ・ コーラ グ ループか
ら, 異業種参入を含むその他のビジネス ・ プレーヤーへと次第に移行し っ
つあるといえるのかもしれない。
最後に, 以上の分析を踏まえ, 清涼飲科市場における多様化のメカニズ
ムを簡潔に要約し, 本稿のむすびとかえていきたい。 周知のように, 清涼
飲料市場それ自体が成表座段階にあり, これまでのような大きな市場成長は
見込めず, もって新規参入機会も以前に比して格段に少なくなってきてい
る。 とはいえ, 近時の清涼飲料ビジネスは, 既存の産業の枠組みを越えた
広がりを持ちっつあり, とりわけ健康志向の高まりを背景として, 隣接産
業を包摂しながら質的変容を遂げた新たなビジネ ス ・ フ ィールド l39) へ と
展開しっつあるように思われる。 こうした変容過程のなかで, 新たな異業
l38) 産業組織論の分析に依llすれば. 清涼飲料ビジネスは, 平均利潤率, 参入
障壁が共に低い, い わ ゆ る 競 争 的 産 業 と い え よ う。 例 え ば. Caves,,
Richard E., Amen'can lndustry,.・ Structun, C1onductPerf iormance ( 2'd edi-
tion ),NJ:Prentice Hall,l964 (安井啄磨・館谷尚共監修・小西唯難訳 「産業組
機論」東洋経済,l968年)を参照。
l 39 )例えば. 河野「ビジネスの生成」のプロローグを参照されたい。
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種参入の可能性が再び拡がりをみせっつあり, 最近の例をあげれば, 日用
品や化粧品を主事業とする花王㈱が, 体脂肪への効果をセリング・ポイン
ト と し た 「ヘルシア緑茶」 (特定保健用食品)で清涼飲料ビジネ スに参入し
ていた。
近時の企業活動は, 明らかに産業という既存の枠組みを容易に越えるダ
イナミズムを有し l4o) , もってそうした企業の活動を通じて, 産業と産業
とが連接され現出してくる新たな競争や協調の場を表現するために, ピジ
ネ ス ・ フ ィ ールドという新概念の導入が不可欠となろう。 それと同時に,
ピジネス ・ フ ィ ールドという全体は, 企業活動の単なる総和として存在す
るものではなく, 固有の内容や論理を持ち得るものであり, 例えば近時の
清涼飲料ビジネスでは健康志向こそがlつの鍵概念として明確なメッセー
ジになっており, それが様々な異業種企業の新規参入を呼び込む力になっ
ているといえよう。す な わ ち , こ う し た 個 ( ビ ジ ネ ス ・プレー ヤ ー ) と 全 体
( ビジネス・フィールド)との相互振幅のなかで,わが国清涼飲料ビジネス
は, 既存商品や既存市場での熾烈な競争のみならず, ピジネスの質的変容
と新たなビジネス ・ プレーヤーの参入を巻き込みながら, 製品多様化とい
う現代的特徴を形成してきたといえる。
(2004年9月l0日受理)
l40) 鈴木良隆ほか「ビジネスの歴史』有斐開, 2004年, ii頁を参照。
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